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令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
総括研究報告書 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

研究代表者 本間 正人（国立大学法人鳥取大学医学部 救急災害医学分野教授） 

研究要旨 

地震・津波災害に加え、風水害が頻発し河川の氾濫による浸水災害が頻発しこれらの災害に

対する病院の備えが喫緊の課題となっている。本研究の目的は、これまでの研究を基に、被

害や支援状況、医学分野以外の例えば気象学、土木学、建築学の最新の知見や防災研究所等

の専門家の意見を加味し、浸水被害を想定した病院 BCP を通して日本全国の病院の備えを強

化することを研究目的とした。 

本研究班の成果として以下の 5点があげられる。 

① 浸水被害に対する病院の備えを強化するために、病院の浸水対応 BCP のひな形やチェッ

クリストを提示すること

② 浸水被害に対する病院の備えを強化するための研修会を試行開催し、コンテンツを検討

すること 

③ 防災研究所等の専門家の意見を加味して、浸水被害に対する病院の防災力を強化するこ

と 

④ 防災学術連携体を通して共同シンポジウムを開催し、医学分野以外の例えば気象学、土

木学、建築学の最新の知見を共有すること 

⑤これまでに作成提示した震災向けチェックリスト等をアップデートすること

【研究分担者】 

小井土 雄一（独立行政法人国立病院機構本

部・ＤＭＡＴ事務局長） 

大友 康裕（国立大学法人東京医科歯科大

学・救急災害医学・教授） 

堀内 義仁（国際医療福祉大学 熱海病院・

皮膚科・部長・病院教授） 

阿南 英明（藤沢市民病院・副院長） 

三村 誠二（国立病院機構本部 DMAT事務局 

次長） 

湯浅 恭史（国立大学法人徳島大学・環境防

災研究センター・講師） 

佐々木 宏之（国立大学法人東北大学・災害

科学国際研究所・准教授） 

髙橋 礼子（愛知医科大学・災害医療研究セ

ンター・講師）

【研究協力者】 

増留流輝（国立病院機構本部 DMAT 事務

局） 

赤星昂己（国立病院機構本部 DMAT 事務

局） 

山崎元靖 済生会横浜市東部病院 

橋本雅和（東北大学災害科学国際研究所災

害ジオインフォマティクス研究分野） 

Erick Mas（同研究所災害ジオインフォマ

ティクス研究分野）

榎田竜太（同研究所地震工学研究分野） 

丸谷浩明（同研究所防災社会推進分野） 

森口周二（同研究所計算安全工学研究分

野） 

北川 喜己（名古屋掖済会病院） 

小澤 和弘（愛知医科大学） 

山田 秀則（名古屋掖済会病院） 

Ａ．研究目的 

地震・津波災害に加え、風水害が頻発し河川

の氾濫による浸水災害が頻発しこれらの災害
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に対する病院の備えが喫緊の課題となってい

る。本研究の目的は、これまでの研究を基

に、被害や支援状況、医学分野以外の例えば

気象学、土木学、建築学の最新の知見や防災

研究所等の専門家の意見を加味し、浸水被害

を想定した病院 BCP を通して日本全国の病院

の備えを強化することとした。 

Ｂ．研究方法 

以下のテーマについて分担して行った。 

・本間正人研究代表者：BCP 整備状況の現状

把握と BCP チェックリスト改定に関する研究 

厚生労働省が SOMPOリスクマネージメントに

委託して実施する BCP策定研修会 16 回、広

島県が主催する広島県 BCP策定研修会 3 回の

研修に本間正人研究代表者と堀内義仁研究分

担者が企画・講師として参加し、受講生のや

りとりから現行の BCP チェックリスト項目の

見直しを行った。 

・小井土雄一研究分担者：病院避難や病院支

援における DMAT や医療班との連携に関する

研究 

1.重点的に調査を実施する風水害の選定

まず我が国に発生した過去の風水害の災害の

内、 

・DMAT等の災害派遣医療チームが支援を実施

していること 

・風水害による浸水被害が広範囲、長期にわ

たっていること 

・病院避難を実施した医療機関が複数見られ

たこと 

を条件に、DMATが作成した過去の風水害の報

告書を用いた文献調査によって重点的に調査

を行う災害を 1 つに選定した。 

2.選定された災害で病院避難が実施された施

設に対するヒアリングの実施 

DMATが作成した報告書から、その災害におい

て病院避難が実施され、かつ、DMAT等の災害

派遣医療チームの支援を受けた施設をリスト

アップする。リストアップされた施設に対し

コンタクトを取り、ヒアリング研修会におけ

る情報提供への協力を依頼する。同意が得ら

れた施設に対してヒアリング研修会を実施

し、病院避難の経緯、対応における課題等を

ヒアリングし、記録した。

3.病院避難における受援に際して重点的な対

応を要する項目の整理 

ヒアリングの記録から、被災医療機関が受援

に際して重点的な対応を要する項目を抽出す

る。これらの抽出された項目に加え、過去の

研究報告書や DMAT 活動報告書、日本 DMAT 隊

員養成研修資料等を参照し、風水害における

被災医療機関の対応マニュアルを作成する。 

・大友康裕研究分担者：学術専門家連携と BCP

に関する研究 

令和 5年 3月 10日に盛岡で開催された第 28

回日本災害医学会総会。学術集会にあわせて

災害学術連携体特別セッションを企画した。

災害時の学術連携のあり方について提言を行

う。 

・堀内義仁研究分担者：BCP の考え方に基づい

た災害対応マニュアルについての研究 

令和 3年度に作成した水害対策 BCP策定に必

要なチェックリストの項目（チェック項目）

を、前年度に続き実際に行われた県主催の

BCP策定セミナー（広島県、計 3回）で応用

し、さらに重要なものへの絞り込みと追加を

おこない、スリム化した。また同セミナー

は、チェック項目の内容（意味、ポイント）

を理解して、仮想病院での BCP を提示したフ

レームに当て込むことで、BCP の全体像を把

握するとともに、自施設の BCP に応用して最

終的には漏れのない質の高い BCP策定につな

げることを目的しているが、この形式の研修

（セミナー）の効果を確認するとともに、研

修手法の改善を試みた。 

厚労科研費の先行研究ならびに実際の BCP策

定研修事業を通じて以前から感じていた BCP

を関連するチェック項目を集めた「ユニッ

ト」として捉え、ユニットを組み上げること

で様々な自然災害に対する BCP を構築すると

いう考え方に対する考察を加えた。さらに、

このユニット化を複数の災害で応用できるか

について、「病院避難」と「籠城」に焦点を

置いて若干の考察を行った（予備的研究）。 

今回は、先行研究で作成した、地震版 BCP チ

ェックリストの項目の見直しを行い、時代変
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化に合わせた若干の変更を行った。 

・阿南英明研究分担者：浸水被害を想定した病

院避難に関する研究 

水害を経験した有床医療機関や支援をし

た DMAT との意見交換を通して病院避難に

至る判断の進め方について検討した。ま

た、令和４年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（地域医療基盤開発推進研究事

業）大規模災害時における地域連携を踏ま

えた更なる災害医療提供体制強化に関する

研究 （研究代表者：小井土雄一）の分担

研究「DMAT の効果的な運用に関する研究」

（分担研究者：阿南英明）において示した

災害時の病院行動評価群 Ver4 との整合性

を踏まえて、受援、支援の判断の検討をし

た。 

・三村誠二研究分担者：浸水被害を想定した病

院 BCP の遠隔研修にかかわる研究 

研修が制限される中、オンライン会議、リモ

ートワークなどによる既存の WEB 会議アプリ

ケーションが普及した。前回では、遠隔集合

にあたってオンライン会議のアプリケーショ

ン使用を前提として研修内容を検討した。シ

ナリオを作成し、E ラーニングで事前勉強、

シミュレーションをユニット化し組み合わせ

可能とし、それぞれのユニット内容の検討を

行った。 

今回は研修方法として、普及している代表的

なアプリケーションのいずれでも開催が可能

かつグループワークが可能な研修方法を検討

した。また、事前に聴講可能な E ラーニング

システムに関しても検討した。またユニット

の内容に関しても、さらに組み合わせが柔軟

に行えるように、見直しを行った。 

① アプリケーションの機能に依存度の

低いディスカッション方法 

② ワークショップ内容のユニット化の

見直し 

③ BCP策定のみならず改訂作業にも言及

④ E ラーニングの策定

・湯浅恭史研究分担者：徳島県内の医療機関に

おける BCP 連携に関する研究 

以下の①〜③について徳島県をフィールドと

して、実践的に研究を行う。 

①共通タイムラインに基づく BCP訓練方法の

検討 

②BCP訓練の実施と改善方法の検討

③BCP 連携を検討する上での課題

・佐々木宏之研究分担者：頻発・激甚化する豪

雨水害と BCP のあり方に関する研究 

①洪水浸水想定区域・土砂災害ハザードエリ

アと病院マッピング：厚労省各地方厚生局及

び都道府県の公開する病院所在地情報と、国

交省公開の国土数値情報（洪水浸水想定区域

データ）から GISソフトウェア（ArcGISシス

テム、ESRIジャパン社）を用いて、洪水浸水

想定区域・土砂災害ハザードエリア内に立地

する病院について解析。②浸水病院事例解

析：過去に浸水被害を経験した病院について

報道ベース、「医学中央雑誌」文献ベースで

解析。③洪水・土砂災害を加味し病院 BCP に

含める要素について国交省「建築物における

電気設備の浸水対策ガイドライン」等をもと

に建築工学、BCP 研究者視点から検討した。 

・髙橋礼子研究分担者：愛知県内の医療機関に

おける BCP 策定状況調査と BCP 連携に関する

研究 

洪水・高潮による浸水期間のデータと EMIS

施設情報より、浸水期間と自家発燃料・水の

備蓄量の比較行い、モデル地域内病院の現状

をより正確に把握すると共に、アンケート回

答施設より提供された BCP 等の精査・具体的

記載の確認を『水害対策 BCP チェック項目』

を用いて行い、浸水地域 BCP の必要事項の整

理・提言を行った。 

Ｃ．結果 

・本間正人研究代表者：総括と BCP 整備状況の

現状把握と BCP チェックリスト改定に関する研

究 

堀内研究分担者と協力し、厚労省主催の BCP

策定研修や広島県主催の BCP策定研修会を通

して、これまでの BCP チャックリストを改訂

し、別途作成した水害 BCP と区別するために

震災に備えた BCP チェックリスト（2023 年

版）を作成した。 
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・小井土雄一研究分担者：病院避難や病院支援

における DMAT や医療班との連携に関する研

究 

令和２年度の熊本水害において病院避難を余

儀なくされた医療機関に対してヒアリング研

修会を実施し、被災医療機関が受援に際して

重点的な対応を要する項目を抽出する。これ

らの抽出された項目に加え、過去の研究報告

書や DMAT活動報告書、日本 DMAT隊員養
成研修資料等を参照し、風水害にて浸水リス

クのある被災医療機関を対象とした病院対応

マニュアルの項目を整理し、「発災直後の病

院対応チェックリスト」を作成した。 

・大友康裕研究分担者：学術専門家連携と BCP

に関する研究 

防災学術連携体に参画する学協会のうち、日

本地震学会、地域安全学会、日本火山学会、

日本原子力学会を選び、「災害から国土と命

を守る専門家をどう育てるか」をテーマにシ

ンポジウムを開催した。学会・学術集会・研

究班会議を通じて、最新の研究知見を収集し

た。特に各学会から提供された人材育成につ

いての情報は、医療機関の浸水災害に対する

BCP策定に有益であると考えられた。 

・堀内義仁研究分担者：BCP の考え方に基づい

た災害対応マニュアルについての研究 

令和 3年度に作成した水害対策 BCP策定に必

要なチェックリストの項目（チェック項目）

を、前年度に続き実際に行われた県主催の

BCP策定セミナー（広島県、計 3回）で応用

し、さらに重要なものへの絞り込みと追加を

おこない、スリム化した。また同セミナー

は、チェック項目の内容（意味、ポイント）

を理解して、仮想病院での BCP を提示したフ

レームに当て込むことで、BCP の全体像を把

握するとともに、自施設の BCP に応用して最

終的には漏れのない質の高い BCP策定につな

げることを目的しているが、この形式の研修

（セミナー）の効果を確認するとともに、研

修手法の改善を試みた。 

厚労科研費の先行研究ならびに実際の BCP策

定研修事業を通じて以前から感じていた BCP

を関連するチェック項目を集めた「ユニッ

ト」として捉え、ユニットを組み上げること

で様々な自然災害に対する BCP を構築すると

いう考え方に対する考察を加えた。さらに、

このユニット化を複数の災害で応用できるか

について、「病院避難」と「籠城」に焦点を

置いて若干の考察を行った（予備的研究）。 

今回は、先行研究で作成した、地震版 BCP チ

ェックリストの項目の見直しを行い、時代変

化に合わせた若干の変更を行った。 

・阿南 英明研究分担者：浸水被害を想定した病

院避難に関する研究 

水害被害を想定した場合の病院避難の判断

に関して、受援医療機関等および支援団体

各々の視点で「水害における病院避難の受

援及び支援に関する指針」としてまとめ

た。 

・三村誠二研究分担者：浸水被害を想定した病

院 BCP の遠隔研修にかかわる研究 

①ディスカッション方法について

WEB 会議アプリケーションには全体での会

議、個別グループ作成、時間管理、ファイ

ル共有、録画などの機能が搭載されている

が、個々に機能が異なっている。どのアプ

リケーションを使用しても行える研修方法

を検討した。②ワークショップ内容のユニ

ット化の見直し

ユニット内容に関して、前回から見直しを

行った。前回の研究では業務別に重点をお

いたユニット（本部、ロジスティクス、籠

城、病院避難）であったが、より内容が分

かりやすくするために、タイムラインの概

念と、具体的な内容を主な柱とした。

・湯浅恭史研究分担者：徳島県内の医療機関に

おける BCP 連携に関する研究 

令和 4年度は、共通タイムラインに基づく訓

練手法の検討を行い、徳島県内の医療機関で

の訓練の実施し、改善方法の検討と BCP 連携

を検討する上での課題を抽出した。また、徳

島県内の医療機関を対象とした訓練手法の研

修会を実施した。 

・佐々木宏之研究分担者：頻発・激甚化する豪

雨水害と BCP のあり方に関する研究 

①災害拠点病院 765 病院中 221病院
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（28.9%）、非災害拠点病院 7406病院中 2044

病院（27.6%）が洪水浸水想定区域内に立

地。また災害拠点病院 765 病院中 19病院

(2.5%)、非災害拠点病院 7406病院中 405 病

院（5.5%）が土砂災害ハザードエリア内に立

地。②報道・文献ベースの解析では、浸水被

害を経験したほとんどの病院が洪水浸水想定

区域内に立地。③既存・新規設置病院別、ハ

ザードマップ上の想定浸水深別、さらにタイ

ムラインとして、水害に対する病院 BCP に盛

り込むべき項目を抽出した。 

・髙橋礼子研究分担者：愛知県内の医療機関に

おける BCP 策定状況調査と BCP 連携に関する

研究 

1. 浸水期間と自家発燃料/水の備蓄量の比

較

 自家発は、浸水期間よりも稼働時間の方が

長い病院も一部あったが、高架水槽は使用可

能時間の方が長い施設はなかった。また浸水

期間に関わらず、自家発は最大3～5日、高架

水槽は最大3日（多くの施設は1日未満）が限

界であった。なお半数近くの病院で施設情報

が不十分で、正確な現状把握が困難であった。 
2. 水害対策BCPチェック項目による精査及

び具体的記載の確認

 各チェック項目での達成・検討状況を確認

し、このうち避難に関連する項目については、 
� 避難判断の情報収集や避難準備・開始の

基準の設定は、施設毎のばらつきが大き

い

� 具体的な避難方法・避難先・必要時間や垂

直避難の条件は、どの施設でも対応・検討

が不十分

という状況であった。

また特に南海トラフ地震津波浸水エリアの

病院では、元々津波浸水による籠城前提のBC
Pとなっており、基本的に屋外避難は想定して

いなかった。また同様に、水害での浸水期間記

載の有無にはばらつきがあるものの、津波の

最大浸水期間については明示されており、そ

れを踏まえた具体的な対応戦略（時間軸を意

識した対応）の記載も見られた。

Ｄ．考察 

本研究班の成果として以下の 5点があげられ

る。 

① 浸水被害に対する病院の備えを強化するた

めに、病院の浸水対応�BCP�のひな形やチェック

リストを提示すること

堀内分担研究者は、国が主催する�BCP�策定研

修や広島県�BCP�策定研修を通して、水害対策

BCP�の基本事項を「水害対策�BCP�の基本」と

してまとめた。整理した項目を「水害�BCP�チ�
ェック項目」として提示した。その項目を具

体的な行動に移す水害のフェーズとタイミン

グのイメージを強めるために「想定病院にお

ける�BCＰのひな形」を作成した。「水害対策

BCP�の基本」「水害�BCP�チェック項目」は、各

医療施設での�BCP�策定に寄与するとともに、�
BCP�策定研修における基本知識の付与に役立

てることが可能であることが研修会を通して

判明した。これらの本研究の成果物は医療機

関の�BCP�の質の向上に寄与すると考える。 

小井土研究分担者は、熊本豪雨災害の被害病

院への聞き取り調査、ヒアリング研修会、実

災害の対応の研究報告書や�DMAT�活動報告
書、日本�DMAT�隊員養成研修資料等を参照し

「発災直後の病院対応チェックシート」を提

示した。 

阿南分担研究班は、「水害における病院避難

の受援及び支援に関する指針」により水害被

害を想定した病院避難の判断に関して受援医

療機関と支援団体各々の視点で使用できる指

針を提示した。支援側と受援側が共通のチェ�
ックシートや指針により発災直後の病院の対

応能力を客観的に評価し、災害後の具体的行

動や支援のあり方を共有できることができる

と考える。 

②� 浸水被害に対する病院の備えを強化するた

めの研修会を試行開催し、コンテンツを検討する

こと 

堀内研究分担者は、厚生労働省が�SOMPO�リス

クマネージメントに委託して実施する�BCP�策
定研修会�16�回では開発した水害対策�BCP�の
基本」「水害�BCP�チェック項目」等の教材を

使用して�WEB�方式の研修会を実施した。さら

に広島県が主催する広島県�BCP�策定研修会�3
回の研修では、アドバンスコースとしてチェ�
ック項目の内容（意味、ポイント）を理解し

て、仮想病院での�BCP�を提示したフレームに
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当て込むことで、BCP�の全体像を把握すると

ともに、自施設の�BCP�に応用して最終的には

漏れのない質の高い�BCP�策定につなげること

を目的とした対面式の研修会を実施した。 

三村研究分担者は、WEB�形式を用いた研修会

について開発研究を実施した。湯浅研究分担

者は共通タイムラインに基づく訓練手法の検

討を行い、徳島県内の医療機関での訓練の実

施し、改善方法の検討と�BCP�連携を検討する

上での課題を抽出した。また、徳島県内の医

療機関を対象とした訓練手法の研修会を実施

した。 

第�8�次医療計画策定においても止水対策を含

む浸水対策として「豪雨災害の被害を軽減す

るために、災害拠点病院等に対して、電気設

備などの高所移設や止水板等の設置による浸

水対策の実施など、より具体的な対応を求め

ていくべきではないか」との記載もあり、浸

水に対する医療機関�BCP�整備は喫緊の課題で

ある。 

これらの背景から、浸水被害�BCP�への研修会

はニーズが今後も高くなると考えられる。さ

らに初学者から中級、上級者に向けあるいは

災害拠点病院から一般病院、診療所に対する

多様なニーズに適合する研修会が求められ、

現在の国主導の�BCP�策定事業の普及型として

都道府県や２次医療圏や医師会や医療機関単

位での研修会が行われると予想される。本研

究会で開発された教材やノウハウを�BCP�研修

に生かせると考える。今後は日本災害医学会

において�BCP�研修に関する委員会を設置し引

き続き普及されるように取り組む予定であ

る。 

③� 防災研究所等の専門家の意見を加味して、

浸水被害に対する病院の防災力を強化すること 

佐々木研究分担者は、国立大学法人東北大

学・災害科学国際研究所においてこれまでに

研究が進んでいた過去の地理情報システム

(GIS)的視点の観点から豪雨水害と病院被害

の様相について学術的に分析し、今後の国内

各病院や地域医療の災害時事業継続に資する

対応策を検討した。日本の病院は少なく見積

もっても３割程度に浸水の恐れがあり、また

過去に被災した病院のほとんどが浸水ハザー

ドエリア内に立地していた。浸水によるリス

クの再認識、対策が急務であると考えた。

 髙橋研究分担者は、愛知医科大学・災害医

療研究センターにて、浸水被害が想定され、

さらに南海トラフ地震での津波の長期浸水が

見込まれている愛知県において調査を行い、

長期籠城の計画（最大浸水継続期間の見込

み）、ライフラインや食料水等の備蓄、事前

準備として�EMIS�施設情報の入力・更新が重

要であると提言した。 

④防災学術連携体を通して共同シンポジウムを

開催し、医学分野以外の例えば気象学、土木

学、建築学の最新の知見を共有すること 

防災対策は、専門分野の枠をこえて、理工系

だけでなく社会経済や医療も含めて総合的か

つ持続的に取り組む必要がある。これらの研

究は専門分野ごとに深めるだけでなく、異な

る分野との情報共有や平常時の交流を活発化

させる必要がある。 

大友研究分担者の報告にあるとおり、本研究

の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強

化するために、医学分野以外の領域、例えば

気象学、土木学、建築学などの最新の知見や

専門家の意見を加味し、浸水被害を想定した

病院�BCP�を策定することである。令和�5�年�3
月�10�日に盛岡で開催された第�28�回日本災害

医学会総会。学術集会にあわせて災害学術連

携体特別セッションを実施した。 

平時から防災学術連携体との連携を強化する

ことは、わが国の防災力を高めることにつな

がり、さらに大災害時の人的被害を減少させ

ることが出来るであろう。今後は、本研究の

成果を、防災学術連携体に向けて発信してい

きたい。 

⑤これまでに作成提示した震災向けチェックリス

ト等をアップデートすること

これまでの�BCP�チャックリストを改訂し、別

途作成した水害�BCP�と区別するために震災に

備えた�BCP�チェックリスト（2023�年版）を作

成した。 

Ｅ．結論 

本研究班の成果として以下の�5�点があげられ
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る。 

① 浸水被害に対する病院の備えを強化する

ために、病院の浸水対応 BCP のひな形やチェ

ックリストを提示すること 

② 浸水被害に対する病院の備えを強化する

ための研修会を試行開催し、コンテンツを検

討すること 

③ 防災研究所等の専門家の意見を加味し

て、浸水被害に対する病院の防災力を強化す

ること 

④ 防災学術連携体を通して共同シンポジウ

ムを開催し、医学分野以外の例えば気象学、

土木学、建築学の最新の知見を共有すること 

⑤これまでに作成提示した震災向けチェック

リスト等をアップデートすること

Ｆ．健康危険情報

該当なし

Ｇ．研究発表

（本間 正人） 

論文発表 

Keita Nagira, Tomofumi Ogoshi, Keiichi 

Akahori, Shinpei Enokida, Makoto 

Enokida, Takahiro Ueda, Masato Homma, 

Hideki Nagashima, P Factors associated 

with mortality in extremity 

necrotizing soft tissue infections: a 

single academic center experience. 

Langenbecks Arch Surg. 408(1):189,2023 

doi: 10.1007/s00423-023-02929-x. 

学会発表 

○本間正人、災害における BCP 構築，日本

職業災害医学会シンポジウム医療機関にお

ける災害時の事業継続計画（Business

Continuity Planning）、ＷＥＢ、2022年

11 月 5 日

（小井土雄一）

英文原著

1. Asaoka H, Koido Y, Kawashima Y,

Ikeda M, Miyamoto Y, Nishi D.

Association between clinical decision

for patients with COVID-19 and post-

traumatic stress symptoms among

healthcare professionals during the 

COVID-19 pandemic. Environmental and 

Occupational Health Practice. 

Environmental and Occupational Health 

Practice, 4（1）2022  

https://doi.org/10.1539/eohp.2022-

0018-OA 

著書 

○2. 小井土雄一:災害医療の課題と将来

座談会 災害医療-今後の災害医療を考える

- カレントテラピー 株式会社ライフメデ

ィコム Vol.40 No.12 2022.12 86‐92

3. 小井土雄一:3 DMAT隊員になるために

は 月刊レジデント 研修医が知っておくべ

き災害医療の知識 医学出版 ♯136 Vol.15

No.3 2022.11 16‐22

4. 小井土雄一:19 災害派遣医療チーム

(DMAT)-保健・医療・福祉の一元化を目指

してみんなで取り組む 災害時の保健・医

療・福祉活動 南山堂 1 版 1刷 2022.3

253‐254

○5. 小井土雄一、岬美穂:総論:日本の災

害医療体制 実践!小児・周産期医療現場の

災害対策テキスト メディカ出版 2021.9

14‐21

6. 小井土雄一:12 災害派遣医療チーム 臨

床透析 日本メディカルセンター Vol.37

no.8 2021.8 87‐807 814‐94

7. 小井土雄一: 災害医療派遣チーム

(DMAT)と広域災害救急医療情報システム

(EMIS)臨床婦人科産科 第 75巻第 6号別冊

517‐524 2021.6

○8. 小井土雄一、近藤久禎、若井聡智、

小早川義貴、市原正行、岬美穂:東日本大

震災における DMAT活動とこの 10年 災害

医療行政・体制 10年 救急医学 第 45巻第

3号 2021.3 318-325

○9. 小井土雄一、近藤久禎、若井聡智、

小早川義貴、市原正行、岬美穂:救急医学

第 45巻 3号 東 日本大震災における DMAT

活動とこの 10年 へるす出版 2021.3

318‐325

10. 小井土雄一:2020 年東京オリンピッ
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ク・パラリンピック競技大会における 

CBRNE テロ災害への対 策-科学・生物・放

射線物質・核・爆発物によるテロの備え- 

内科総合誌 MedicalPracticevol.37 

no.6 2020.6 958-960 

11.小井土雄一:DMAT(災害医療派遣チーム) 

セイフティエンジニアリング 第 47巻・第

2号 

通巻 199号 2020.6 22-26  

○12.小井土雄一:災害医療 2020大規模イ

ベント、テロ対応を含めて III章災害時の

医療対応 DMAT 日本医師会雑誌 日本医師

会 第 149巻・特別号(1) 2020.6 106-108 

学会発表 

○13.小井土雄一:特別講演「南海トラフ地

震における医療活動の課題」 第 17 回日本

病院前救急診療医 

学会総会・学術集会 2022.11 東京 

14. 小井土雄一:講演 I災害時におけるパ

ーキンソン病患者への影響 「備え」あれ

ば憂いなし?-脳神 

経内科医が取り組むべき災害への「備え」

とは- 第 63 回日本神経学会学術大会 イブ

ニングセミ 

ナー03 2022.5 東京 

15. 小井土雄一:BCP 対策と病院設備 

HOSPEX Japan 2022 (WEB)2022.10 東京 

16. 小井土雄一:【災害時、命を守るため

に知っておくべきこと】2022 年度大田区

災害医療フォーラム 

2022.9 東京 

17.小井土雄一:国際活動へのいざない シ

ンポジウム 4 第 27 回日本災害医学会総

会・学術集会 広 

島 2022.3 

18. Yuichi Koido, Yoshi Toyokuni: 

Impact of the ARCH project in Japan 

ASEAN Academic 

Conference2021 2021.12 WEB 開催 

19. Yoshi Toyokuni, Yuichi Koido: 

Experiences of Disaster Health 

Management in Actual Disasters 

in Japan ASEAN Academic Conference 

2021 2021.12 WEB 開催 

20. 小井土雄一:講演 II 災害時要配慮者を

医療連携でどう救うか パーキンソン病と

災害医療 

2021.11 WEB 開催 

21. 小井土雄一:病院 BCP から地域包括 

BCP へ HOSPEX Japan 2021 2021.11 東京 

22.小井土雄一:特別シンポジウム 2「東日

本大震災後 10年を経た災害医療の変遷」

概説講演 第 75 

回国立病院総合医学会 2021.10 WEB 開催  

23.小井土雄一:病院として如何に洪水災害

に備えるか 日本麻酔科学会第 68 回学術集

会 2021.6 WEB 開催 

24.小井土雄一:救急告示医療機関を対象と

した研修会 with コロナにおける災害対応

(ダイヤモンド 

プリンセス，7月豪雨の経験を踏まえ

て)2020.9 熊本  

25.小井土雄一:2020年度大田区災害医療フ

ォーラム With コロナにおける災害対応 

2020.9 東京  

26. 小井土雄一:病院 BCP から地域包括 

BCP へ HOSPEX Japan 2020 2020.11 東京 

（大友 康裕） 

1，Tanaka H, Tanaka S, Yokota H, Otomo 

Y, Masuno T, Nakano K, Sugita M, 

Tokunaga T, Sugimoto K, Inoue J, Kato 

N, Kinoshi T, Sakanashi S, Inoue H, 

Numata H, Nakagawa K, Miyamoto T, 

Akama T. Acute in-competition medical 

care at the Tokyo 2020 Olympics: a 

retrospective analysis. Br J Sports 

Med. 2023 Apr 13; bjsports-2022-

105778. 

2，Inoue H, Tanaka H, Sakanashi S, 

Kinoshi T, Numata H, Yokota H, Otomo 

Y, Masuno T, Nakano K, Sugita M, 

Tokunaga T, Sugimoto K, Inoue J, Kato 

N, Nakagawa K, Tanaka S, Sagisaka R, 

Miyamoto T, Akama T. Incidence and 

factor analysis for the heat-related 

illness on the Tokyo 2020 Olympic and 
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Paralympic Games. BMJ Open Sport Exerc 

Med. 2023 Apr 7;9(2): e001467. 

3，Senda A, Kojima M, Watanabe A, 

Kobayashi T, Morishita K, Aiboshi J, 

Otomo Y. Profiles of lipid, protein 

and microRNA expression in exosomes 

derived from intestinal epithelial 

cells after ischemia-reperfusion 

injury in a cellular hypoxia model. 

PLoS One. 2023 Mar 29;18(3): e0283702 

4，Haruta K, Endo A, Shiraishi A, 

Otomo Y. Usefulness of resuscitative 

endovascular balloon occlusion of the 

aorta compared to aortic cross-

clamping in severely injured trauma 

patients: Analysis from the Japan 

Trauma Data Bank. Acute Med Surg. 2023 

Mar 14;10(1): e830. 

5，Wada T, Yamakawa K, Kabata D, Abe 

T, Fujishima S, Kushimoto S, Mayumi T, 

Ogura H, Saitoh D, Shiraishi A, Otomo 

Y, Gando S. Sepsis-related 

coagulopathy treatment based on the 

disseminated intravascular coagulation 

diagnostic criteria: a post-hoc 

analysis of a prospective multicenter 

observational study. J Intensive Care. 

2023 Mar 5;11(1):8. 

6，Akihiko Inoue, Toru Hifumi , 

Tetsuya Sakamoto, Hiroshi Okamoto, Jun 

Kunikata, Hideto Yokoi, Hirotaka 

Sawano, Yuko Egawa, Shunichi Kato, 

Kazuhiro Sugiyama, Naofumi Bunya, 

Takehiko Kasai, Shinichi Ijuin, 

Shinichi Nakayama, Jun Kanda, Seiya 

Kanou, Toru Takiguchi, Shoji Yokobori, 

Hiroaki Takada, Kazushige Inoue, 

Ichiro Takeuchi, Hiroshi Honzawa, 

Makoto Kobayashi, Tomohiro Hamagami, 

Wataru Takayama, Yasuhiro Otomo, 

Kunihiko Maekawa, Takafumi Shimizu, 

Satoshi Nara, Michitaka Nasu, Kuniko 

Takahashi, Yoshihiro Hagiwara, Shigeki 

Kushimoto, Reo Fukuda, Takayuki Ogura, 

Shin-Ichiro Shiraishi, Ryosuke Zushi, 

Norio Otani, Migaku Kikuchi, Kazuhiro 

Watanabe, Takuo Nakagami, Tomohisa 

Shoko, Nobuya Kitamura, Takayuki 

Otani, Yoshinori Matsuoka, Makoto 

Aoki, Masaaki Sakuraya, Hideki 

Arimoto, Koichiro Homma, Hiromichi 

Naito, Shunichiro Nakao, Tomoya 

Okazaki, Yoshio Tahara, Yasuhiro 

Kuroda;  SAVE-J II study group. 

Extracorporeal cardiopulmonary 

resuscitation in adult patients with 

out-of-hospital cardiac arrest: a 

retrospective large cohort multicenter 

study in Japan. Crit Care. 

2022;26(1):129. 

7，Wataru Takayama, Yasuhiro Otomo. 

Cardiopulmonary Resuscitation: Let's 

Together Step into a New Era! J Pers 

Med. 2022;12(11):1825. 

8，Wada T, Shiraishi A, Gando S, 

Kabata D, Yamakawa K, Fujishima S, 

Saitoh D, Kushimoto S, Ogura H, Abe T, 

Mayumi T, Otomo Y. Association of 

antithrombin with development of 

trauma-induced disseminated 

intravascular coagulation and 

outcomes. Front Immunol. 2022 Dec 

9;13: 1026163. 

9，Morishita K, Kudo A, Uchida T, 

Kurashima N, Toba M, Ito K, Otomo Y. 

Unexpected Mechanical Ventilation 

Dysfunction in a Coronavirus Disease 

Patient With Severe Pneumonia Due to 

the Oxygen Flowsensor Failure. J 

Patient Saf. 2022 Aug 1;18(5): e867-

e868. 

10，Morishita K, Katase K, Ishikane M, 

Otomo Y. Motivating factors for 

frontline healthcare workers during 

the COVID-19 pandemic: A survey in 

Japan. Curr Psychol. 2022 Dec 31;1-9. 
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11，Ochiai K, Oka T, Kato N, Kondo Y, 

Otomo Y, Swienton RE. Differences in 

the Awareness and Knowledge of 

Radiological and Nuclear Events Among 

Medical Workers in Japan. Front Public 

Health. 10; 808148, 2022 

12，Euma Ishii, Nobutoshi Nawa, Hiroki 

Matsui, Yasuhiro Otomo, Takeo 

Fujiwara. Response to the Letter to 

the Editor on "Comparison of Disease 

Patterns and Outcomes Between Non-

Japanese and Japanese Patients at a 

Single Tertiary Emergency Care Center 

in Japan". J Epidemiol. 32; 114, 2022. 

13，Daisu Abe, Motoki Inaji, Takeshi 

Hase, Shota Takahashi, Ryosuke Sakai, 

Fuga Ayabe, Yoji Tanaka, Yasuhiro 

Otomo, Taketoshi Maehara. A 

Prehospital Triage System to Detect 

Traumatic Intracranial Hemorrhage 

Using Machine Learning Algorithms. 

JAMA Netw Open. 5; e2216393, 2022. 

Wataru Takayama, Akira Endo, Yasuhiro 

Otomo. Therapeutic anticoagulation 

using heparin in early phase severe 

coronavirus disease 2019: A 

retrospective study. Am J Emerg Med. 

58; 84-88, 2022. 

14，Wataru Takayama, Akira Endo, Koji 

Morishuta, Yasuhiro Otomo. Dielectric 

Blood Coagulometry for the Early 

Detection of Sepsis-Induced 

Disseminated Intravascular 

Coagulation: A Prospective 

Observational Study. Crit Care Med. 

50; e31-e39, 2022. 

15，Akira Endo, Atsushi Senda, 

Yasuhiro Otomo, Matthew Firek, 

Mitsuaki Kojima, Raul Coimbra.  

Clinical Benefits of Early Concurrent 

Use of Cryoprecipitate and Plasma 

Compared With Plasma Only in Bleeding 

Trauma Patients. Crit Care Med. 50; 

1477-1485, 2022. 

16，Atsushi Senda, Akira Endo, 

Takahiro Kinoshita, Yasuhiro Otomo. 

Development of practical triage 

methods for critical trauma patients: 

machine-learning algorithm for 

evaluating hybrid operation theatre 

entry of trauma patients (THETA). Eur 

J Trauma Emerg Surg. doi: 

10.1007/s00068-022-02002-0. 2022. 

17，Mitsuaki Kojima, Akira Endo, 

Atsushi Shiraishi, Tomohisa Shoko, 

Yasuhiro Otomo, Raul Coimbra. 

Association between the plasma-to-red 

blood cell ratio and survival in 

geriatric and non-geriatric trauma 

patients undergoing massive 

transfusion: a retrospective cohort 

study. J Intensive Care. 10; 2, 2022. 

18，Keita Nakatsutsumi, Koji 

Morishita, Masayuki Yagi, Sanae Doki, 

Arisa Watanabe, Nahoko Ikegami, 

Testuyuki Kobayashi, Mitsuaki Kojima, 

Atsushi Senda, Kouhei Yamamoto, 

Junichi Aiboshi, Raul Coimbra, 

Yasuhiro Otomo. Vagus nerve 

stimulation modulates arachidonic acid 

production in the mesenteric lymph 

following intestinal ischemia-

reperfusion injury. J Trauma Acute 

Care Surg. 91; 700-707, 2021. 

19，Momoko Sugimoto, Wataru Takayama, 

Kiyoshi Murata, Yasuhiro Otomo. The 

impact of lactate clearance on 

outcomes according to infection sites 

in patients with sepsis: a 

retrospective observational study. Sci 

Rep. 11; 22394, 2021. 

20，Toshihiro Hatakeyama, Takeyuki 

Kiguchi, Toshiki Sera, Sho Nachi, 

Kanae Ochiai, Tetsuhisa Kitamura, 

Shinji Ogura, Yasuhiro Otomo, Taku 

Iwami. Physician's presence in pre-
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hospital setting improves one-month 

favorable neurological survival after 

out-of-hospital cardiac arrest: A 

propensity score matching analysis of 

the JAAM-OHCA Registry. Resuscitation. 

167; 38-46, 2021. 

21，Iijima Y, Okamoto T, Shirai T, 

Mitsumura T Sakakibara R, Honda T, 

Ishizuka M, Tateishi T, Tamaoka M, 

Aiboshi J, Otomo Y, Anzai T, Takahashi 

K, Miyazaki T. MuLBSTA score is a 

useful tool for predicting COVID-19 

disease behavior. Journal of Infection 

and Chemotherapy. 27; 284-290, 2021. 

22，Shiraishi A, Gando S, Abe T, 

Kushimoto S, Mayumi T, Fujishima S, 

Hagiwara A, Shiino Y, Shiraishi SI, 

Hifumi T, Otomo Y, Okamoto K, Sasaki 

J, Takuma K, Yamakawa K, Hanaki Y, 

Harada M, Morino K. Quick Sequential 

Organ Failure Assessment Versus 

Systemic Inflammatory Response 

Syndrome Criteria for Emergency 

Department Patients with Suspected 

Infection. Sci Rep. 11; 5347, 2021. 

23，Mori S, Hori A, Turker I, Unaji M, 

Bello‐Pardo E, Miida T, Otomo Y, Ai 

T. Abnormal Cardiac Repolarization 

After Seizure Episodes in Structural 

Brain Diseases: Cardiac Manifestation 

of Electrical Remodeling in the 

Brain?. J Am Heart Assoc. 10; e019778, 

2021. 

24，Endo A, Saida F, Mochida Y, Kim S, 

Otomo Y, Nemoto D, Matsubara H, 

Yamagishi S, Murao Y, Mashiko K, 

Hirano S, Yoshikawa K, Sera T, Inaba 

M, Koami H, Kobayashi M, Murata K, 

Shoko T, Takiguchi N. Planned Versus 

On-Demand Relaparotomy Strategy in 

Initial Surgery for Non-occlusive 

Mesenteric Ischemia. J Gastrointest 

Surg. 25; 1837-1846, 2021. 

25，Takayama W, Endo A, Morishita K, 

Otomo Y. Dielectric Blood Coagulometry 

for the Early Detection of Sepsis-

Induced Disseminated Intravascular 

Coagulation: A Prospective 

Observational Study. Crit Care Med.  

doi: 10.1097/CCM.0000000000005231, 

2021. 

26，Nagaoka E, Arai H, Ugawa T, Masuda 

T, Ochiai K, Tamaoka M, Kurashima N, 

Oi K, Fujiwara T, Yoshida M, 

Shigemitsu H, Otomo Y. Efficacy of 

multidisciplinary team approach with 

extracorporeal membrane oxygenation 

for COVID-19 in a low volume ECMO 

center. Artif Organs. 45; 1061-1067, 

2021. 

27，Takayama W, Endo A, Murata K, 

Hoshino K, Kim S, Shinozaki H, Harada 

K, Nagano H, Hagiwara M, Tsuchihashi 

A, Shimada N, Kitamura N, Kuramoto S, 

Otomo Y. The impact of blood type on 

the mortality of patients with severe 

abdominal trauma: a multicenter 

observational study. Sci Rep. 11; 

16147, 2021. 

28，Endo H, Fushimi K, Otomo Y. The 

off-hour effect in severe trauma and 

the structure of care delivery among 

Japanese emergency and critical care 

centers: A retrospective cohort study. 

Surgery 2020; 167: 653-660. 

○29，Takada Y, Otomo Y. Study of 

Medical Demand-Supply Balance for the 

Nankai Trough Earthquake. Prehosp 

Disaster Med 2020; 35:160-164. 

30，Urushibata N, Murata K, Endo H, 

Yoshiyuki A, Otomo Y. Evaluation of 

manual chest compressions according to 

the updated cardiopulmonary 

resuscitation guidelines and the 

impact of feedback devices in an 

educational resuscitation course. BMC 
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Emergency Medicine 2020; 20:49. 

31，Endo A, Shiraishi A, Fushimi K, 

Otomo Y. Volume-outcome relationship 

on survival and cost benefits in 

severe burn injury: a retrospective 

analysis of a Japanese nationwide. J. 

Intensive Care 2020; 8: 48. 

32，Endo A, Kojima M, Hong Z, Otomo Y, 

Coimbra R. Open-chest versus closed-

chest cardiopulmonary resuscitation in 

trauma patients with signs of life 

upon hospital arrival: a retrospective 

multicenter study. Crit Care 2020; 

24 :541. 

33，Mori S, Ai T, Otomo Y. 

Characteristics, laboratories, and 

prognosis of severe COVID-19 in the 

Tokyo metropolitan area: A 

retrospective case series. PLoS One 

2020; 15: 9 

（堀内 義仁） 

１．論文発表：なし 

２．学会発表 

・本間正人、堀内義仁、近藤久禎、大友康

裕、森野一真、阿南英明、中山伸一：「BCP

に基づいた災害計画作成の手引き」作成の

現状と課題．第 16 回日本臨床救急医学会

総会（東京，2013． 

・堀内義仁：第 25 回日本災害医学会学術

集会パネルディスカッション 13「これでい

いのだ、BCP」，2020． 

３．研修会講師・指導 

・堀内義仁、本間正人：医療機関の BCP の

考え方と課題、令和 4年度厚生労働省事業

継続計画（BCP）策定研修（年間 16 回）、

東京（WEB 開催） 

・堀内義仁：「チェック項目」カードから

作る水害対策 BCP、令和 4年度広島県事業

継続計画（BCP）アドバンス研修（集合研

修）、2023.1.28（福山市）、2023.2.11（広

島市）、2023.2.25（広島市） 

・堀内義仁：「病院におけるＢＣＰの考え

方と作り方」、令和 4年度医療機関向け事

業継続計画（BCP）啓発セミナー、

2023.3.1.高知市（WEB 開催） 

（阿南 英明） 

1．論文発表 

〇阿南英明．新型コロナウイルス感染症の

医療提供体制の振り返りと将来展望－神奈

川県の取り組みを中心に－．保健医療科学 

2022.71;(4):324-334. 

〇阿南英明．災害医療の視点から見た

COVID-19に対する公衆衛生システムの現状

と課題．公衆衛生 2022.7;86(7):612-619 

〇阿南英明．第 11章自治体における医療

体制整備．令和 4年度地域保健総合推進事

業新型コロナウイルス感染症対応記録 正

林督章,和田耕治編．一般社団法人日本公

衆衛生協会,2023．297‐299． 

〇中森知毅  長倉秀幸  川村太一  村田沢

人  阿南英明  赤星昂己  小川理郎   萩

原鈴香 天野智仁. かながわ緊急酸素投与

センターの有用性と課題 Japanese Journal 

of Disaster Medicine. 

2022.10;27(Suppl.):139-142. 

〇阿南英明 山崎元靖 中森和毅. 神奈

川県におけるコロナ対策本部活動と戦略 

Japanese Journal of Disaster Medicine 

2022.10;27(Suppl.):35-39. 

〇阿南英明 山崎元靖 中森和毅 竹内一

郎 近藤久禎． 感染症事案から船内の災

害としての対応の転換による事態収拾 

Japanese Journal of Disaster Medicine 

2022.10;27(Suppl.):10-13. 

〇Takayuki Ohishi, Takuya Yamagishi,  

Hitomi Kurosu, Hideaki Kato, Yoko 

Takayama,Hideaki Anan, Hiroyuki 

Kunishima.  SARS-CoV-2 Delta AY.1 

Variant Cluster in an Accommodation 

Facility for COVID-19: Cluster Report 

International Journal of Environmental 

Research and Public Health. 

2022.7;19(15):9270. 

2.  学会発表 

〇阿南英明． 戦略的な COVID-19 対応策と

災害時医療との接点～感染症流行期におけ
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る法歯科学～【特別講演】日本法歯科医学

会第 16 回学術大会 2022.5.15. （横浜） 

〇阿南英明．神奈川県におけるコロナ対応

戦略【特別講演】第 72 回日本病院学会 

2022.7.8. （松江） 

〇阿南英明．病院薬剤師の役割が求められ

たコロナ医療体制【シンポジウム】日本病

院薬剤師会関東ブロック第 52 回学術大会 

2022.8.21. （横浜） 

〇阿南英明．COVID-19 の災禍発生時に構

築した保健医療体制を修正変更するロード

マップの必要性【シンポジウム】第 81 回

日本公衆衛生学会総会 2022.10.7. （山

梨） 

〇阿南英明．救急医としての危機的対応～

必要なことを提供できないときの医療・高

カリウム血症への対処～【イブニングセミ

ナー】第 50 回日本救急医学会総会・学術

集会 2022.10.19. （東京） 

〇阿南英明．COVID-19 の体験は日本の医

療構造改変を導き出せるか【専門家セッシ

ョン】第 50 回日本救急医学会総会・学術

集会 2022.10.21. （東京） 

〇阿南英明．FUTURE CASTING【FUTURE 

CASTING】第 50 回日本救急医学会総会・学

術集会 2022.10.21. （東京） 

〇阿南英明．新型コロナウイルス感染症で

見えた地域包括ケアシステムの課題【特別

講演】国際リンパ浮腫フレームワーク・ジ

ャパン研究協議会第 11 回学術集会 

2022.11.5.  

○阿南英明．救命という目的達成のために

動き出した CBRNE 災害・テロ対応の改変～

病院での対応を中心に～【特別企画 7】第

28 回日本災害医学会総会・学術集会 

2023.3.10． （岩手） 

○阿南英明．COVID-19 対応経験から見た健

康危機管理対応の人材と組織の在り方【シ

ンポジウム】第 28 回日本災害医学会総

会・学術集会 2023.3.9.（岩手） 

○阿南英明．本邦における CBRNE 災害対応

の新たなトリアージ【シンポジウム６】第

28 回日本災害医学会総会・学術集会 

2023.3.10.（岩手） 

○阿南英明．神奈川県における小児周産期

リエゾンを活用した COVID-19入院調整体

制の教訓【小児周産期委員会企画】第 28

回日本災害医学会総会・学術集会 

2023.3.9.（岩手） 

○教えて先生！学生×専門家【DMAS企画

（座談会）】第 28 回日本災害医学会総会・

学術集会 2023.3.11.（岩手） 

○阿南英明．MCLS-CBRNEコースの改訂につ

いて、MCLSの新たなコースの照会【MCLS

委員会企画】第 28 回日本災害医学会総

会・学術集会 2023.3.10．（岩手） 

（三村 誠二） 

１．論文発表 

・徳島県における COVID-19クラスター対

応：日本災害医学会雑誌, vol 27, 

2022.9, p108-112 

２．学会発表 

・徳島県における新型コロナウイルス感染

症対応第 22 回日本プライマリ・ケア連合

学会四国ブロック支部地方会, 11/19/2022 

徳島県医師会館 

・大規模災害時の対応と BCP〜医療機関と

企業の連携、地域の籠城〜 

大塚製薬・大塚グループ社内勉強会, 

11/24/2020 

（湯浅 恭史） 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

（佐々木宏之） 

１．論文発表 

１） Abimibayo Adeoya A, Sasaki H, Fuda 
M, Okamoto T, Egawa S. Child 

Nutrition in Disaster: A Scoping 

Review. Tohoku J Exp Med. 2022 

Feb;256(2):103-118. doi: 

10.1620/tjem.256.103. PMID: 

35173109 

２） Hirokazu Kamata, Shuji Seto, 
Anawat Suppasri, Hiroyuki Sasaki, 
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Shinichi Egawa, Fumihiko Imamura. 

A study on hypothermia and 

associated countermeasures in 

tsunami disasters: A case study of 

Miyagi Prefecture during the 2011 

Great East Japan earthquake. 

International Journal of Disaster 

Risk Reduction, Volume 81, 15 

October 2022. 

https://doi.org/10.1016/j.ijdrr.20

22.103253 

３） Hung KKC, MacDermot MK, Chan EYY, 
Mashino S, Balsari S, Ciottone GR, 

Della Corte F, Dell'Aringa MF, 

Egawa S, Evio BD, Hart A, Ishii T, 

Ragazzoni L, Sasaki H, Walline JH, 

Wong CS, Dalal S, Kayano R, 

Abrahams J, Huda Q, Graham CA. 

Health Emergency and Disaster Risk 

Management Workforce Development 

Strategies: Delphi Consensus 

Study. Prehosp Disaster Med. 2022 

Dec;37(6):735-748. doi: 

10.1017/S1049023X22001467. Epub 

2022 Nov 3. 

４） Junko Okuyama, Shin-Ichi Izumi, 
Shunichi Funakoshi, Shuji Seto, 

Hiroyuki Sasaki, Kiyoshi Ito, 

Fumihiko Imamura, Mayumi 

Willgerodt, Yu Fukuda. Supporting 

adolescents' mental health during 

COVID-19 by utilising lessons from 

the aftermath of the Great East 

Japan Earthquake. Humanit Soc Sci 

Commun. 2022;9(1):332.  doi: 

10.1057/s41599-022-01330-1. Epub 

2022 Sep 23. 

５） Mas, E., Egawa, S., Sasaki, H., 
Koshimura, S. (2022). Modeling 

search and rescue, medical 

disaster team response and 

transportation of patients in 

Ishinomaki city after tsunami 

disaster. E3S Web of Conferences, 

340, 05001. 

https://doi.org/10.1051/e3sconf/20

2234005001 

６） Dong, L., Bai, Y., Xu, Q., Mas, E. 
(2022). Optimizing the Post-

disaster Resource Allocation with 

Q-Learning: Demonstration of 2021 

China Flood. Lecture Notes in 

Computational Science, 256–262. 

https://doi.org/10.1007/978-3-031-

12426-6_21 

７） Hachiya, D., Mas, E., Koshimura, 
S. (2022). A Reinforcement 

Learning Model of Multiple UAVs 

for Transporting Emergency Relief 

Supplies. Applied Sciences, 

12(20), 10427. 

https://doi.org/10.3390/app1220104

27 

８） Moya, L., Mas, E., Koshimura, S. 
(2022). Sparse Representation-

Based Inundation Depth Estimation 

Using SAR Data and Digital 

Elevation Model. IEEE Journal of 
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令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

分担研究報告書 

「病院避難や病院支援におけるDMATや医療班との連携に関する研究」 

研究分担者 小井土雄一（独立行政法人国立病院機構本部DMAT事務局/DMAT事務局長） 

研究要旨

本分担研究班の目的は、病院避難や病院支援において保健医療活動チームとの連携を如何に行うかという

指針を示すことである。最終年度は令和２年度の熊本水害において病院避難を余儀なくされた医療機関に

対してヒアリング研修会を実施し、被災医療機関が受援に際して重点的な対応を要する項目を抽出する。

これらの抽出された項目に加え、過去の研究報告書やDMAT活動報告書、日本DMAT隊員養成研修資料等

を参照し、風水害にて浸水リスクのある被災医療機関を対象とした病院対応マニュアルの項目を整理し、

「発災直後の病院対応チェックリスト」を作成した。風水害にて浸水リスクのある被災医療機関において

は、防ぎえた災害死を減らすためにこれらのチェックリスト項目に沿った対応を平時から確立しておくこ

とが期待される。

研究協力者
〇 増留流輝（国立病院機構本部DMAT事務局） 
〇 赤星昂己（国立病院機構本部DMAT事務局） 

A. 研究目的
阪神淡路大震災以降、災害拠点病院における事業
継続計画（BCP）の策定が進められ災害拠点病院の
指定要件にも「被災後、早期に診療機能を回復でき
るよう、業務継続計画の整備を行っていること」が
記載された。現在では一般病院においてもBCP策
定が地域医療基盤開発推進研究事業（21IA1003）
（本間研究班）にて研究が進められ、全国各地で策
定が促進されている。
一方で、我が国における自然災害の被害額の内訳
を地震が８割を占めることからBCPは地震を中心
に策定されてきた。しかし、発生件数では台風や洪
水等の風水害が70％以上を占め、温暖化の影響を
受けてこれらの発生件数は増加傾向にある。風水
害では、特に医療機関が浸水した場合には、その医
療機関へのアクセスだけでなく、ライフラインや
人員・物資のリソースが一定期間途絶することか
ら病院避難を迫られるケースも少なくなく、甚大
な被害をもたらす。そのため、風水害による浸水に
備え、発生時の対応やDMAT等の災害派遣医療チ
ームとの連携や受援に関し事前に整理することが
求められる。
そこで、本分担研究班では、風水害の浸水被害によ

って病院避難を余儀なくされた場合の医療機関の

受援やそれらの医療機関に対する支援、保健医療

活動チームとの連携に関する病院対応マニュアル

の項目の整理を行い、風水害において浸水リスク

のある医療機関を対象とした発災直後の病院対応

チェックシートの作成を目的とする。

B. 研究方法
以下の手順にて研究を実施した。
1.重点的に調査を実施する風水害の選定
まず我が国に発生した過去の風水害の災害の内、
・DMAT等の災害派遣医療チームが支援を実施し

ていること
・風水害による浸水被害が広範囲、長期にわたって
いること
・病院避難を実施した医療機関が複数見られたこ
と
を条件に、DMATが作成した過去の風水害の報告
書を用いた文献調査によって重点的に調査を行う
災害を1つに選定した。 
2.選定された災害で病院避難が実施された施設に
対するヒアリングの実施
DMATが作成した報告書から、その災害において
病院避難が実施され、かつ、DMAT等の災害派遣医
療チームの支援を受けた施設をリストアップする。
リストアップされた施設に対しコンタクトを取り、
ヒアリング研修会における情報提供への協力を依
頼する。同意が得られた施設に対してヒアリング
研修会を実施し、病院避難の経緯、対応における課
題等をヒアリングし、記録した。
3.病院避難における受援に際して重点的な対応を
要する項目の整理
ヒアリングの記録から、被災医療機関が受援に際

して重点的な対応を要する項目を抽出する。これ

らの抽出された項目に加え、過去の研究報告書やD
MAT活動報告書、日本DMAT隊員養成研修資料等

を参照し、風水害における被災医療機関の対応マ

ニュアルを作成する。

C. 研究成果
1.重点的に調査を実施する風水害の選定
・DMAT等の災害派遣医療チームが支援を実施し
ていること
・風水害による浸水被害が広範囲、長期にわたって
いること
・病院避難を実施した医療機関が複数見られたこ
と
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これらの３条件を満たす過去の災害は、「平成30年
7月豪雨」、「令和元年房総半島台風」「令和元年
東日本台風」「令和2年7月豪雨」であった。この内、
「平成30年7月豪雨」に関しては昨年度既に扱って
いたことから、直近で発生した「令和2年7月豪雨」
を重点的調査を実施する災害として選定した。

2.選定された災害で病院避難が実施された施設に
対するヒアリングの実施
令和2年7月豪雨では、熊本県を中心に7月4日未明
から朝にかけて、線状降水帯がかかり続け、局地的
に猛烈な雨が降った。その結果、熊本県球磨村で球
磨川が氾濫した。DMATが作成した「令和2年7月
豪雨」の支援報告書からは、DMATは県外から71
チーム、県内から6チーム以上が派遣され、DMAT
ロジスティクスチームからは81名の派遣が行われ
たことがわかった。また、本災害で病院避難が実施
され、DMATが支援した施設は４施設であったこ
とが明らかとなった。
病院避難が実施され、かつ、DMAT等の災害派遣医
療チームの支援を受けたこれらの４施設に対しコ
ンタクトを取り、ヒアリング研修会における情報
提供への協力を依頼したところ、「A医院」、「B
介護老人福祉施設」の２施設から同意が得られた。 

＜ヒアリング内容＞
「A医院」、「B介護老人福祉施設」へのヒアリン
グ内容は以下の通りである。
・「A医院」
入院患者17名全て、ヘリ搬送及び陸路搬送にて熊
本労災病院に転院となった。
― 本施設が病院避難を実施することとなった大
きな要因としては、浸水による孤立、それに伴う電
源喪失が主な原因として挙げられた。
― 病院避難に向けた対応時の課題としては、電源
喪失により医療機器や電子カルテなどが機能しな
くなったことと、紙カルテが院内浸水により扱い
が困難になり病院避難での転院搬送時に情報の受
け渡しが出来なかったことが挙げられた。
― 受援体制における課題としては、受援の体制を
平時から行なっていなかったことから作業空間の
確保が出来ておらず支援隊を入れた活動に遅れが
生じたことが挙げられた。

・「B介護老人福祉施設」
入所者69名のうち14名の入所者が浸水により死亡
した。残りの55名の内、近隣災害拠点病院に20名、
近隣一般病院に35名が転院となった。

― 本施設では、平時から周辺の地域避難支援協力
者、消防団、ボランティア等と共助の体制を作って
いた為、被災当時は消防や自衛隊よりも先に地域
避難協力者や消防団が本施設に自主的に駆けつけ
て、入所者の垂直避難等が行われた。

3.病院避難における受援に際して重点的な対応を
要する項目の整理
＜被災医療機関が受援に際して重点的な対応を要
する項目の抽出＞
ヒアリングの結果からは、
・風水害においては緊急対応を要すると判断し、緊
急対応体制へ切り替えるタイミングの判断が困難
であること

・施状況が刻一刻と変化する中で設内の情報の整
理が困難であること
・患者を垂直避難も含めて、安全な場所へと早期に
移送することが救命に極めて重要であること
・災害時の対応において事前の地域内での連携体
制の構築が重要であること
・診療や搬送等において最も重要な患者情報が風
水害による浸水では、機器や紙カルテの水没によ
り参照できなくなることで診療や搬送に弊害をも
たらすこと
などが抽出された。

＜マニュアルの項目＞
上記の抽出された項目に加え、過去の研究報告書
やDMAT活動報告書、日本DMAT隊員養成研修資
料等を参照し、風水害における被災医療機関の対
応マニュアルの項目を整理した結果を以下に示す。 

＜CSCAの確立＞ 
–災害による緊急対応を要すると判断し、緊急対応
体制へ切り替える

＜ダメージコントロール＞
–被害拡大防止
•浸水対策
–区画管理
•危険な建屋（浸水、倒壊の恐れ等）の使用制限
•安全な建屋への患者移動
–使用資源の抑制
•使用資源の制限
•診療レベルの変更
•患者の一部避難：多くの資源を必要とする患者の
避難
–補給の要請

＜現状分析と課題の整理＞

＜病院行動評価群に沿って判断＞
– 籠城、病院避難のタイミングを適切に判断

する

文献：令和３年度厚生労働行政推進調査事業費補
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助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「国土強靭
化計画をふまえ、地域の実情に応じた災害医療提
供体制に関する研究」（研究代表者小井土雄一）分
担研究報告書「DMATの効果的な運用に関する研
究」（研究分担者 阿南英明） 
 
＜マニュアルの項目説明＞ 
前述したマニュアルの項目の説明を下記に示す。 
＜ダメージコントロール＞ 
–被害拡大防止 
•浸水対策 
風水害において浸水は医療機関に大きなダメージ
を与える。そのため浸水の被害を可能な限り最小
限に止めるための対策は必須である。 
具体的に、浸水の対策として有効とされているも
のには、止水版が挙げられている。止水板の設置に
関しては建物の開口部に設置することで浸水が院
内に広がるまでの時間を伸ばすことや泥の流入を
堰き止めることに繋がり、限られた時間の中で患
者を避難させる必要性のある中ではひいてはそれ
が患者の救命にも直結する。 
 
–区画管理 
•危険な建屋（浸水、倒壊の恐れ等）の使用制限 
•安全な建屋への患者移動 
風水害により建屋が浸水することで、インフラ設
備の機能停止に陥る。また、河川の氾濫や土砂災害
に備える必要がある。これは、人工呼吸器を使用し
ている患者や介助の必要な患者にとっては、水深
の浅い浸水でも命取りになる。使用制限、患者移動
としては、垂直避難および水平避難を視野に入れ
る必要がある。 
 
–使用資源の抑制 
風水害による河川氾濫では病院施設が孤立する可
能性がある。その場合、支援が入るまでの間資源を
節約する必要がある。 
•使用資源の制限 
水-透析患者の頻度を減らすことや実施手術の制限
を実施する。 
電気-冷暖房を重症患者の病床優先させることを考
慮する。 
酸素-投与患者の制限、投与量の制限、目標酸素飽
和度の低下を考慮する。 
医薬品-輸液量の制限、投薬頻度の低下を考慮する。 
•診療レベルの変更例 
外来：休診（ウォークインは対応する） 
救急外来：受けるがオペが必要であれば転院 
オペ：中止（帝王切開のみ対応） 
透析：一部対応 
•患者の一部避難：多くの資源を必要とする患者の
避難 
病院に籠城するとなった際に、多くの資源と労力
を要する患者の転院搬送を考慮する。 
–補給の要請 
•病院としての機能が維持されており、籠城を選択
した場合には資源の枯渇が生じる可能性がある。
その場合、燃料や医薬品問わず補給の要請を行う
必要性がある。 
＜現状分析と課題の整理＞ 
赤枠は、翌日までに対応をすべき項目、緑色の枠線
は、数日以内での対応を求められる。 
 

＜病院行動評価群に沿って判断＞ 
昨年度から病院行動評価群が更新され、発災後のS
tep1は場所（施設）の安全評価である。建物の倒壊、

火災、浸水などから診療の継続が不可と判断され

た場合は、緊急避難を実施する。Step2では、病院

施設に機能障害があり、入院患者への診療を継続

することが難しく、機能の回復も見込まれない場

合には避難を実施する。Step3では、病院施設に機

能障害があるが回復の可能性または機能障害が一

部に限られており、診療を継続する事が可能なも

のは、機能維持として現状を維持することを求め

られる。また、Step3の内、制限なく機能を維持す

ることができ、診療も継続して行う事が出来てい

る場合には、通常運用に加えて病床の拡張を求め

られる。病院の被災状況に沿って類型化すること

で、被災施設だけでなく支援側も判断が容易にな

る。 
 
D. 考察 
＜気象水害におけるマニュアル＞ 
気象水害は地震災害と違い、限られた時間はある
が予測可能であり準備の期間を持てる。台風や豪
雨は、気象庁の公開している天気図を用いること
により、数日前から予測することが可能である。そ
の為、準備の期間を利用し対策を講じることが出
来るはずである。河川の洪水や病院施設の浸水が
見込まれる場合は、転院搬送を視野に入れて早期
の病院避難を講じる必要がある。その為には、予測
して避難方針を策定する必要がある。事前の準備
の期間を持てる一方で、災害による緊急対応を要
すると判断し、緊急対応体制へ切り替えるタイミ
ングが難しく、大きな課題にもなっている。 
これらの、準備を行うためにも事前に施設として
タイムライン（防災行動計画）、マニュアルを定め
ておく事が重要である。 
＜マニュアルの課題＞ 
自助、公助、共助の観点からマニュアルを実災害時

に機能させるためにも、平時から周辺地域を含め

て訓練を実施するべきである 
 
E. 結論 
病院避難における受援に際しての重点的な対応を

要する項目の整理を行い、被災医療機関の対応マ

ニュアルを作成した。 
 
G. 研究発表 
１．論文発表 
英文原著 
1. Asaoka H, Koido Y, Kawashima Y, Ikeda 
M, Miyamoto Y, Nishi D. Association between
 clinical decision for patients with COVID-19 
and post-traumatic stress symptoms among h
ealthcare professionals during the COVID-19 
pandemic. Environmental and Occupational H
ealth Practice. Environmental and Occupation
al Health Practice, 4（1）2022  
https://doi.org/10.1539/eohp.2022-0018-OA 
著書 
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○2. 小井土雄一:災害医療の課題と将来 座談会 災
害医療-今後の災害医療を考える- カレントテラピ
ー 株式会社ライフメディコム Vol.40 No.12 202
2.12 86‐92
3. 小井土雄一:3 DMAT隊員になるためには 月
刊レジデント 研修医が知っておくべき災害医療の
知識 医学出版 ♯136 Vol.15 No.3 2022.11 16‐
22 
4. 小井土雄一:19 災害派遣医療チーム(DMAT)-保
健・医療・福祉の一元化を目指してみんなで取り組
む 災害時の保健・医療・福祉活動 南山堂 1 版1刷
2022.3 253‐254 
○5. 小井土雄一、岬美穂:総論:日本の災害医療体制
実践!小児・周産期医療現場の災害対策テキスト
メディカ出版 2021.9 14‐21 
6. 小井土雄一:12 災害派遣医療チーム 臨床透析
日本メディカルセンター Vol.37 no.8 2021.8 87
‐807 814‐94
7. 小井土雄一: 災害医療派遣チーム(DMAT)と広
域災害救急医療情報システム(EMIS)臨床婦人科産
科 第75巻第6号別冊 517‐524 2021.6
○8. 小井土雄一、近藤久禎、若井聡智、小早川義貴、
市原正行、岬美穂:東日本大震災におけるDMAT活
動とこの10年 災害医療行政・体制10年 救急医学
第45巻第3号 2021.3 318-325
○9. 小井土雄一、小早川義貴、豊國義樹、高橋礼子、
久保達彦、阿南英明： 病院として如何に洪水災害
に備えるか 麻酔 第70巻 2021年増刊号 S149
‐165 克誠堂出版 
10. 小井土雄一:2020 年東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会における CBRNE テロ災害へ
の対 策-科学・生物・放射線物質・核・爆発物によ
るテロの備え- 内科総合誌 MedicalPracticevol.37
no.6 2020.6 958-960
11.小井土雄一:DMAT(災害医療派遣チーム) セイ
フティエンジニアリング 第47巻・第2号
通巻199号 2020.6 22-26
○12.小井土雄一:災害医療2020大規模イベント、テ
ロ対応を含めて III章災害時の医療対応 DMAT
日本医師会雑誌 日本医師会 第149巻・特別号(1) 2
020.6 106-108

２．学会発表

○13.小井土雄一:特別講演「南海トラフ地震にお

ける医療活動の課題」 第 17 回日本病院前救急診

療医 

学会総会・学術集会 2022.11 東京 

14. 小井土雄一:講演 I災害時におけるパーキンソ

ン病患者への影響 「備え」あれば憂いなし?-脳神

経内科医が取り組むべき災害への「備え」とは- 第

63回日本神経学会学術大会 イブニングセミ

ナー03 2022.5 東京

15. 小井土雄一:BCP 対策と病院設備 HOSPEX

Japan 2022 (WEB)2022.10 東京

16. 小井土雄一:【災害時、命を守るために知って

おくべきこと】2022 年度大田区災害医療フォーラ

ム

2022.9 東京

17.小井土雄一:国際活動へのいざない シンポジ

ウム 4 第 27回日本災害医学会総会・学術集会 広

島 2022.3

18. Yuichi Koido, Yoshi Toyokuni: Impact of

the ARCH project in Japan ASEAN Academic

Conference2021 2021.12 WEB 開催

19. Yoshi Toyokuni, Yuichi Koido: Experiences

of Disaster Health Management in Actual

Disasters

in Japan ASEAN Academic Conference 2021

2021.12 WEB 開催

20. 小井土雄一:講演 II 災害時要配慮者を医療連

携でどう救うか パーキンソン病と災害医療

2021.11 WEB 開催

21. 小井土雄一:病院 BCP から地域包括 BCP へ

HOSPEX Japan 2021 2021.11 東京

22.小井土雄一:特別シンポジウム 2「東日本大震災

後 10年を経た災害医療の変遷」概説講演 第 75

回国立病院総合医学会 2021.10 WEB 開催

23.小井土雄一:病院として如何に洪水災害に備え

るか 日本麻酔科学会第 68回学術集会 2021.6 WEB

開催

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
  （予定を含む。） 

特になし
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□ 浸水対策を実施した

□ 危険な建屋（浸水、倒壊の恐れ等）の使用制限を行なった
□ 安全な建屋への患者移動を実施した

□ 使用資源の制限を行なった
□ 診療レベルの変更を行なった　
□ 患者の一部避難：多くの資源を必要とする患者の避難を実施した
□ ライフラインの燃料等の補給の要請を行なった

□ 本部の設置をした
□ 定時でミーティングが実施されている
□ 現場職員間の情報共有を行なった

□ 建物の危険状況を把握した
□ ライフラインの状況(電気・水 etc.)を把握した

□ 通信手段の確保（院内外）を行なった

□ 患者受診状況を把握した
□ 在院患者数（外来＋入院）把握した

□ 稼働病床数の把握をした
□ 受入れ可能人数の把握をした
□ 手術・透析の状況を把握をした
□ 外来受付状況、および外来受付時間の把握をした

□ 職員の不足を確認
□ 職員数を把握した

□ サプライ状況(衛生資材、薬剤 etc.)の把握をした

□ 今後、転送が必要な患者数の把握を行なった

□ 食事、廃棄物、リネン、洗濯、清掃の状況整理を行なった

□ 職員の宿泊施設確保、ストレスケアを行なった

□ 患者・患者家族への情報共有を行なった
□ メディアや一般への状況説明を行なった

□ 病院行動評価群を決定した

＜人的資源管理＞

＜物資（物的資源管理）＞

発災直後の病院対応チェックシート

病院行動評価群

ダメージコントロール

＜区画管理＞

＜使用資源の抑制＞

＜指揮系統の確立（C）＞

＜安全管理 （S）＞

＜被害拡大防止＞

現状分析と活動方針の整理

＜搬送活動・支援＞

＜生活支援＞

＜メンタルケア ＞

＜リスクコミュニケーション＞

＜通信と情報伝達（C）＞

＜被害状況の確認＞

＜診療活動・支援（医療提供）＞
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令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

 

分担研究報告書 

「学術専門家連携とBCPに関する研究」 

 

研究分担者 大友 康裕 （東京医科歯科大学大学院 救急災害医学分野 教授） 

 
研究要旨 
防災対策は、専門分野の枠をこえて、理工系だけでなく社会経済や医療も含めて総合的かつ持続的に取り組

む必要がある。これらの研究は専門分野ごとに深めるだけでなく、異なる分野との情報共有や平常時の交流

を活発化させる必要がある。 
本研究の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強化するために、医学分野以外の領域、例えば気象学、土
木学、建築学などの最新の知見や専門家の意見を加味し、浸水被害を想定した病院BCPを策定することであ
る。令和5年3月10日に盛岡で開催された第28回日本災害医学会総会。学術集会にあわせて災害学術連携体特
別セッションを実施した。 
平時から防災学術連携体との連携を強化することは、わが国の防災力を高めることにつながり、さらに大

災害時の人的被害を減少させることが出来るであろう。今後は、本研究の成果を、防災学術連携体に向け

て発信していきたい。 
 
研究協力者 
○米田雅子（防災減災学術連携委員会委員長、東京
工業大学 環境・社会理工学院 特任教授、防災学術
連携体代表幹事、日本学術会議会員） 
○吾妻崇（国立研究開発法人産業技術総合研究所 
活断層・火山研究部門 日本地震学会） 
○杉安和也 （岩手県立大学総合政策学部 地域
安全学会） 
○西村太志（東北大学大学院理学研究科地球物理
学専攻 日本火山学会） 
○宗像雅広 （日本原子力研究開発安全研究・防災

支援部門原子力緊急時支援・研修センター 日本原

子力学会） 
 
A. 研究目的 
防災対策は、専門分野の枠をこえて、理工系だけでな
く社会経済や医療も含めて総合的かつ持続的に取り
組む必要がある。これらの研究は専門分野ごとに深め
るだけでなく、異なる分野との情報共有や平常時の交
流を活発化させる必要がある。 
本研究の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強化

するために、医学分野以外の領域、例えば気象学、土

木学、建築学などの最新の知見や専門家の意見を加味

し、浸水被害を想定した病院BCPを策定することであ
る。 
B. 研究方法 
令和 5年 3月 10 日に盛岡で開催された第 28 回日

本災害医学会総会。学術集会にあわせて災害学術

連携体特別セッションを企画した。災害時の学術

連携のあり方について提言を行う。 

C. 研究成果 
防災学術連携体に参画する学協会のうち、日本地

震学会、地域安全学会、日本火山学会、日本原子

力学会を選び、「災害から国土と命を守る専門家

をどう育てるか」をテーマにシンポジウムを開催

した。学会・学術集会・研究班会議を通じて、最

新の研究知見を収集した。特に各学会から提供さ

れた人材育成についての情報は、医療機関の浸水

災害に対する BCP 策定に有益であると考えられ

た。 

日本地震学会「大地震から我が身と社会を守るため

の人材育成」（別添資料 1） 

吾妻崇（国立研究開発法人産業技術総合研究所 活

断層・火山研究部門） 

日本列島は自然災害の頻度が高いと言われている。

その中でも大地震は被害の規模と被害が発生する

範囲が広く、昔から人々に恐れられていた自然災

害である。また、地震は揺れによる被害だけではな

く、地すべりなどの斜面災害や津波といった二次

的な自然災害を誘発する可能性を含んでいる。こ

のような大地震による被害を少しでも減らすため

に、地震がいつ・どこで・どの程度の大きさで発生

したのかを調査・観測・記録し、地震が発生するメ

カニズムの科学的な解明に取り組む学問分野が地

震学である。日本地震学会は、地震に関する学術の

振興と社会への貢献を一層推進するため、研究発

表会・シンポジウム等や一般公開セミナー，各種講

演会・講習会・サマースクール等を開催して地震学

の進歩と普及に努めている。また、地震学を志す若

手研究者を育成することを目的として、学生・院生

による研究発表を奨励し、優秀な研究業績を表彰

する活動を行なっている。 
 
日本火山学会「次世代火山研究・人材育成総合プロ
ジェクト」（別添資料2） 
火山研究人材育成コンソーシアム事業の概要 
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西村太志（東北大学大学院理学研究科地球物理学
専攻） 
文部科学省委託事業）の一環として、平成28年（2
016年）から10年間の計画で、火山人材育成コンソ
ーシアム構築事業が始まった。最先端の火山研究
を実施する大学や研究機関、火山防災を担当する
国の機関や地方自治体、学協会や民間企業からな
るコンソーシアムを構築し、多様で複雑な火山現
象の理解をもとに、高度社会の火山災害軽減を図
る災害科学の一部を担うことのできる、次世代の
火山研究者を育成することを目的としている。火
山学セミナーや国内活火山でのフィールド実習、
地方自治体の職員らとの火山防災セミナー、海外
研修などの魅力ある授業を、全国18大学から参加
する受講生に提供している。基礎・応用コースおよ
び発展コースに1学年あたり、それぞれ20名、5名
ほどの受講生が参加し、そのうち6割は火山研究や
防災に関係する職業に就職している。 
 
日本原子力学会「原子力災害対応に係わる人材育成」
（別添資料3） 
宗像雅広 （日本原子力研究開発安全研究・防災支

援部門原子力緊急時支援・研修センター） 

 
原子力災害に関連する専門人材の育成は、他の自

然災害に対応する人材育成とは若干異なる点があ

る。なぜなら、原子力災害は非常に稀な災害である

ため、その専門知識と経験が重要な意味を持つた

めである。それ故、実際の原子力災害に対処した経

験を持つ人々が得た技術や教訓を継承し、将来の

世代に受け継いでいく人材育成が必要となる。ま

た、原子力災害に適切に対処するためには、原子力

発電所などでの事故対応に関する知識、適切な防

護措置に関する技術、放射線の影響による住民の

避難行動に関する判断能力等が必要となる。すな

わち、事故発生直後から中長期にわたる様々な状

況において適切に対応できる人材を育成していか

ねばならない。よって、原子力災害に対応する人材

育成においては、広範な知識と視野を身に付け、緊

急時に適切な判断能力と行動能力を備えた人材を

継続的に育成していく必要がある。 
D. 考察 
近年、世界中が様々な災害に見舞われている。地震

や津波、火山噴火をはじめとした自然災害に加え、

感染症や原子力などCBRNE災害も増加し、毎年世

界で約1億6千万人が被災、約10万人の命が奪われ

ている。そため多分野の学会が英知を集結し、連携

することで災害に対する脆弱性を減らし、災害に

よる健康被害を軽減していくことは国際社会の最

重要課題の一つである。本邦では高まる災害外力

から国土と生命を護るために、学会をこえて議論

し、学会間の連携を深め、防災減災・災害復興に関

わる諸課題に取り組むために「防災学術連携体」が

活動している。世界に類をみない災害大国、日本。

一度災害が起きれば、様々な人材が要される一方

で、災害は希少現象であり平時からの専門家の育

成は非常に難しい。本セッションでは、防災学術連

携体と共同し、各分野で日本を牽引される専門家

から、それぞれの分野における人材育成の課題や

取り組みを共有し、これからの人材育成のあり方

についてディスカッションが行われた。 
平時から防災学術連携体との連携を強化すること

は、わが国の防災力を高めることにつながり、さら

に大災害時の人的被害を減少させることが出来る

であろう。今後は、本研究の成果を、防災学術連携

体に向けて発信していきたい。 
E. 結論 
防災対策は、専門分野の枠をこえて、理工系だけで

なく社会経済や医療も含めて総合的かつ持続的に

取り組む必要がある。これらの研究は専門分野ごと

に深めるだけでなく、異なる分野との情報共有や平

常時の交流を活発化させる必要がある。 
本研究の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強
化するために、医学分野以外の領域、例えば気象学、
土木学、建築学などの最新の知見や専門家の意見を
加味し、浸水被害を想定した病院BCPを策定するこ
とである。令和5年3月10日に盛岡で開催された第2
8回日本災害医学会総会。学術集会にあわせて災害
学術連携体特別セッションを実施した。 
平時から防災学術連携体との連携を強化すること

は、わが国の防災力を高めることにつながり、さら

に大災害時の人的被害を減少させることが出来る

であろう。今後は、本研究の成果を、防災学術連携

体に向けて発信していきたい。 
Ｆ．健康危険情報 
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学会発表 

 ・第 49 回日本救急医学会総会・学術集会；

防災学術連携体連携企画「水害を含む国土強靱

化に関して」（2021 年 11 月 23 日） 

・第 27 回日本災害医学会学術集会・総会；防

災学術連携体特別セッション 「浸水被害、土

砂災害に対する病院の備え」（2022 年 3 月 4

日） 

・第 28 回日本災害医学会学術集会・総会；防

災学術連携体特別セッション 「災害から国土

と命を守る専門家をどう育てるか 」（2023 年 3

月 10 日） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
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1984年日本医科大学医学部 卒業, 日本医科大学救急医学教室入局
1994年日本医科大学付属千葉北総病院 救命救急部医局長
1995年国立病院東京災害医療センター 第2外科医長 2002年同 救命救急センター長
2006年東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科 救急災害医学教授
2015年日本救急医学会理事
2016年日本Acute Care Surgery学会 理事長

厚生労働省日本DMAT検討委員会 委員長
2019年日本災害医学会 代表理事

防災学術連携体
Japan Academic Network for Disaster Reduction

特別企画

『災害から国土と命を守る専門家をどう育てるか』

日時：3月10日(金) 14：10～16：10
会場：第1会場（盛岡市民文化ホール 大ホール)

座長のご紹介

東京工業大学 環境・社会理工学院 特任教授、防災学術連携体代表幹事

日本学術会議会員、防災減災学術連携委員会委員長 米田雅子先生

地域建設業、農林業、防災減災、地方公共政策など幅広い分野で、フィールドワークを重視し、分
野横断的な研究に取り組む。2002年に「建設帰農」、2003年に「林建協働」を提唱。2007年から規制
改革会議委員として補助金適化法の弾力運用、酒税法・森林法の改正に寄与。2008年に「複業に
よる地方産業創出」「森林施業の基幹作業道」提案、2010年に「次世代林業システム」｢平成検地｣、
2011年から日本学術会議の防災関連30学会連携、釜石市・大槌町・遠野市の森林再生・復興住宅
に取組む。2012年に「インフラの町医者」「異種の道ネットワーク」を提言、2013年に国産材マーク創
設。2016年1月に防災学術連携体（現61学協会）創設、2018年6月に代表幹事に就任。2016年3月
に「森林・農地の有効利用と自然地の公有化」を提言。2016年阿蘇山頂観光復興に取り組む。

プロフィール

山口県生まれ、1978年お茶の水女子大学数学科卒業、1978年新日本製鐵株式会社入社、1995年東京大学建築学専攻
研究生・研究員、1998年 NPO法人建築技術支援協会設立、2006年 東京工業大学特任教授、2006年 建設トップラン
ナー倶楽部設立、2007年 慶應義塾大学特任教授、2007年 建設業の新分野進出支援に関して内閣総理大臣表彰、
2012年東京大学から博士（環境）取得、2016年日本学術会議会員、2021年東京工業大学特任教授に就任。

略歴

近年、世界中が様々な災害に見舞われている。地震や津波、火山噴火をはじめとした自然災害に加え、感染
症や原子力などのCBRNE災害も増加し、毎年世界で約1億6千万人が被災、約10万人の命が奪われている。そ
のため多分野の学会が英知を集結し、連携することで災害に対する脆弱性を減らし、災害による健康被害を軽
減していくことは国際社会の最重要課題の一つである。本邦では高まる災害外力から国土と生命を護るために、
学会をこえて議論し、学会間の連携を深め、防災減災・災害復興に関わる諸課題に取り組むために「防災学術
連携体」が活動している。
世界に類をみない災害大国、日本。一度災害が起きれば、様々な人材が要される一方で、災害は希少現象
であり平時からの専門家の育成は非常に難しい。本セッションでは、防災学術連携体と共同し、各分野で日本
を牽引される専門家から、それぞれの分野における人材育成の課題や取り組みを共有し、これからの人材育成
のあり方をディスカッションする。

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科 救急災害医学 教授

防災学術連携体幹事 大友康裕先生
略歴
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演者のご紹介（敬称略）

防災学術連携体
Japan Academic Network for Disaster Reduction

特別企画

『災害から国土と命を守る専門家をどう育てるか』

②地震の専門家 吾妻崇

③津波の専門家 杉安和也

④火山の専門家 西村太志

平成6年東北大学大学院理学研究科地球物理学専攻博士（理学）、平成24年東北大学大学院理学研
究科教授、平成28年文部科学省「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」実施責任者、令和
元年建議「災害の軽減に貢献する地震火山観測研究計画（第2次）」企画部戦略室長、令和2年日
本火山学会会長

①災害医療の専門家 高橋昌

昭和63年新潟大学医学部医学科卒業、平成26年新潟大学大学院医歯学総合研究科特任教授、新
潟医療人育成センター長、平成26年11月新潟大学医学部災害医療教育センター副センター長、文
部科学省課題解決型高度医療人材養成プログラム事業責任者、令和4年北越地域医療人養成セン
ター新潟分室室長、文部科学省「ポストコロナ時代の医療人材養成拠点事業」養成事業プログラ
ムコーディネーター（兼任・現職）
統括DMAT、DMATインストラクター、JPTEC世話人、MCLS世話人、MCLS-CBRNEインストラクター、

BHELP世話人、CPMSトレーナー、PFA for Childrenトレーナー

日本災害医学会

⑤原子力の専門家 宗像雅広

平成元年日本原子力研究所入所、環境安全研究部、平成29年日本原子力研究開発機構、安全研
究・防災支援部門原子力緊急時支援・研修センター緊急時対応研究課長、令和4年日本原子力研究
開発 安全研究・防災支援部門 原子力緊急時支援・研修センター長

新潟大学医学部災害医療教育センター

地域安全学会
岩手県立大学総合政策学部

日本火山学会
東北大学大学院理学研究科地球物理学専攻

 

 

日本原子力学会

日本原子力研究開発安全研究・防災支援部門原子力緊急時支援・研修センター

神奈川県出身、平成10年通商産業省工業技術院地質調査所入所、国立研究開発法人産業技術総合
研究所活断層・火山研究部門主任研究員、令和２年日本地震学会理事、災害調査委員会委員長

日本地震医学会

国立研究開発法人産業技術総合研究所 活断層・火山研究部門

平成19年 筑波大学 第三学群 社会工学類都市計画主専攻 大学 卒業
平成21年 筑波大学 システム情報工学研究科 リスク工学専攻 博士前期課程 修了
平成24年 筑波大学 システム情報工学研究科 リスク工学専攻 博士後期課程 修了
筑波大学 システム情報工学研究科 大学等非常勤研究員、東北大学 災害科学国際研究所 グローバル安全学トップリーダー
育成プログラム 助教、東北大学 災害科学国際研究所 災害科学・安全学国際共同大学院プログラム 助教、東北大学 災害
科学国際研究所 変動地球共生学卓越大学院プログラム助教
岩手県立大学 総合政策学部 講師（現職）
岩手県立大学 地域政策研究センター 防災研究部門長（現職）
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本間正人
本特別セッションは、厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究）事業
「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」より補助を受けています。



令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

分担研究報告書 

「BCPの考え方に基づいた災害対応マニュアルに関する研究」 

研究分担者 堀内義仁 （国際医療福祉大学熱海病院・病院教授） 

研究要旨

令和4年度は、令和3年度に作成した水害対策BCP策定に必要なチェックリストの項目（チェック項目）を、

前年度に続き実際に行われた県主催のBCP策定セミナー（広島県、計3回）で応用し、さらに重要なものへ

の絞り込みと追加をおこない、スリム化した。また同セミナーは、チェック項目の内容（意味、ポイント）

を理解して、仮想病院でのBCPを提示したフレームに当て込むことで、BCPの全体像を把握するとともに、

自施設のBCPに応用して最終的には漏れのない質の高いBCP策定につなげることを目的しているが、この

形式の研修（セミナー）の効果を確認するとともに、研修手法の改善を試みた。

厚労科研費の先行研究ならびに実際のBCP策定研修事業を通じて以前から感じていたBCPを関連するチェ

ック項目を集めた「ユニット」として捉え、ユニットを組み上げることで様々な自然災害に対するBCPを
構築するという考え方に対する考察を加えた。さらに、このユニット化を複数の災害で応用できるかにつ

いて、「病院避難」と「籠城」に焦点を置いて若干の考察を行った（予備的研究）。

今回は、先行研究で作成した、地震版BCPチェックリストの項目の見直しを行い、時代変化に合わせた若

干の変更を行った。

A. 研究目的

自然災害（特に風水害）が頻繁かつ甚大な被害を

もたらしている地球温暖化の中、医療機関におけ

る地震や水害に対するBCPの策定は必須であり、

急務であることは疑いの余地はない。質の高い、実

効性に優れたBCPを策定、改善（BCM）してゆく

必要があり、厚生労働省も全国医療機関にむけた

策定研修事業を推し進めているところである。こ

の研修を手掛ける立場としてもBCPをどのように

捉え、各施設に必要なBCP策定を促していけるの

かを模索して、具体的なものとして提示していく

必要がある。本年度の研究はこれまで地震対策か

ら始まり、水害対策へと進めてきた研究を見直し、

改善するとともに、対象とする災害以外の災害に

も簡便で漏れのないBCP策定を可能にするための

考え方を提示することを目的に行った。

B. 研究方法

研究①：昨年度から行っている「水害対策チェック

項目カードから組み上げるBCP策定研修（セミナ

ー）」のために昨年度作成した、チェック項目を見

直す。さらに研修における、チェック項目カードの

運用を見直し、実研修での効果を評価する。

研究②：昨年度研究報告にも少し触れた、複数の災

害におけるBCPの重複部分ともいえる同等の内容

をユニットして捉え、他の災害用BCP策定に応用

できる可能性について考察する。

研究③：昨年度の水害対策BCP策定のための考察

の中で混沌としていた「病院避難」という用語とそ

の意味合いについて整理するとともに、他の災害

での病院避難や籠城について、前述のユニット化

を念頭に置いた考察を行う。

研究④：先行研究（厚労科研費研究 東日本大震災

における疾病構造と死因に関する研究、本間正人分

担研究（2013）で示した震災対策BCPのチェックリ

スト中のチェック項目を、時代変化を加味して見直

しする。

C. 研究成果

研究① 水害対策BCPに必要なチェック項目の見

直し

項目の整理は、類似の内容は一つにまとめる、削

除することで行った。新規に加えたものも合わせ

て、総項目数は、43項目とした。項目とそのポイン

トについては、別添資料（堀内義仁分担研究①-１）

に挙げ、本文には項目のみを示す。

昨年度 今年度 
総項⽬数 62 43 
⽔害特有項⽬数 40 28 

フェーズ別項⽬数
事前準備関連 18 17 
避難関連 20 11 
籠城関連 15 11 
受⼊れ/⽀援 9 4 
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今年度（2023年度）に使用した水害対策BCP策定

のためのチェック項目（43項目） 
⽔⾊：⽔害対策項⽬（28 項⽬） 
⽩：地震・⽔害対策共通項⽬（15 項⽬） 

種類 チェック項⽬ （⽔⾊：⽔害特有）

事前 
準備 対策本部の設置基準は定められているか？ 

事前 
準備 災害対策本部要員は決まっているか？ 

事前 
準備 本部に転院避難先を決める機能はあるか？ 

事前 
準備
０１ 

⽔害対策関連職員を規定しているか？ 

事前 
準備 

⾃院の⽔害をハザードマップで確認してい
るか？ 

事前 
準備 内⽔氾濫による被害を想定しているか？ 

事前 
準備 EMIS/（GMIS）の活⽤を想定しているか？ 

事前 
準備 

外来・検査・予定⼿術・リハビリを中⽌す
る基準は決めているか？ 

事前 
準備 

夜間・休⽇の対応職員の確保計画はある
か？ 

事前 
準備 

職員を宿泊させる場所は確保されている
か？ 

事前 
準備 

帰宅できない外来患者への対応は決められ
ているか？ 

事前 
準備 ⽔の侵⼊を阻⽌する⽅策はあるか？ 

事前 
準備 ⼟嚢やその代⽤品の備蓄は必要数あるか？ 

事前 
準備 

⾵による窓ガラス破損対策のための養⽣テ
ープは必要数あるか？ 

事前 
準備 診療データのバックアップ体制はあるか？ 

事前 
準備 

重症者（ICU、⼈⼯呼吸器）、その他の担送
患者の転院先はあるか 

事前 
準備 

酸素の必要量と耐久時間を把握している
か？ 

避難 
関連 

気象状況の情報収集担当者（部署）は決め
られているか？ 

避難 
関連 避難準備開始基準は定められているか？ 

避難 
関連 避難開始基準は定められているか? 

避難 
関連 

避難準備には何時間かかるか（⽇中/夜間・
休⽇）? 

避難 
関連 具体的な避難場所の設定はあるか？ 

避難 
関連 

避難搬送は誰が⾏うのか？また搬送要員の
増員は可能か？ 

避難 
関連 

避難時持ち出し物品リスト（病棟⽤）はあ
るか？ 

避難 
関連 

避難時持ち出し物品リスト（病院事務⽤）
はあるか？ 

避難 
関連 

避難時持ち出し⽤の連絡先リストはある
か？ 

避難 
関連 

病院避難決定を伝える連絡先を定めている
か？ 
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避難 
関連 避難準備を解除する基準を定めているか？ 

籠城 籠城後の対策本部の場所は決めているか？ 

籠城 籠城後の看護体制は決めているか？ 

籠城 1階の物品を階上に上げる要員を決めている
か？ 

籠城 ⾷料・⽔を階上に上げる要員は確保できる
か？ 

籠城 1階の患者の階上搬送先を決めているか？ 

籠城 籠城後の照明はあるか？ 

籠城 籠城後の寒冷対策はあるか？ 

籠城 携帯ラジオはあるか（含、電池）？ 

籠城 スマホのバッテリーは充電済みのものが複
数個準備できるか？ 

籠城 籠城後に救出される順位は決めてあるか？ 

籠城 救出後の避難先は決めてあるか？ 
受⼊

/ 
⽀援 

患者受⼊/⽀援を⾏う施設として⾃院は⽔害
に対して本当に安全か？（外⽔氾濫） 

受⼊
/ 

⽀援 

患者受⼊/⽀援の対象となる施設を把握して
いるか？ 

受⼊
/ 

⽀援 

患者受⼊/⽀援の対象となる施設との約束事
は取り付けているか？ 

受⼊
/ 

⽀援 

患者受⼊/⽀援の対象となる施設との連絡体
制は確保されているか？ 

 
このチェック項目の実際のBCP策定研修への活用

に関する研究は、「水害対策 BCP チェック項目か

らの BCP文書策定研修の試み」として、昨年度に

引き続き、広島県が主催で開催された令和４年度

広島県事業継続計画（BCP）アドバンス研修[2023
年 1月に 1 回（福山市）、2月に 2 回（広島市）、い

ずれも集合研修]で実習として実施した。研修の概

要は、既に BCP が策定済み、策定中の医療施設を

対象として、水害対策 BCP の内容を「チェック項

目」題材に、少人数のグループに分かれて項目ごと

のポイントを研修指導者のアドバイスを受けなが

らグループ内で吟味、討議してそれぞれの内容を

BCP 文書化するならどのようになるかを決めてい

き、グループとして想定病院での BCP文書にそれ

ぞれのチェック項目をはめ込んでBCP全体を理解

するという方式とした。想定病院での BCP を作り

つつ、他施設での対応や自施設での不足分を確認

して、自施設での BCP 策定、改善につなげること

を目標に行った。3 回の研修で 18 施設、38名の少

数の参加者であったが、一施設、各人に対する密度

が高く、また実践的であること、他施設との討議が

できたこと、ひな形と自施設の BCP の違いが再確

認できたことなど、研修に対する参加者の評価は

高く、今後この形式での研修は、全国での BCP 策

定を進める上で、有用な手段となりうることが示

された。なお、 
研修方法とその成果については、別添資料①-2、研

修に用いた実習の説明と想定病院の設定は別添資

料①-3、想定病院での水害対策 BCP のフレーム（ひ

な形）は別添資料①-4 に挙げる。 
 
研究③ BCPのユニット化に関する研究 
本研究については、「BCPのユニット化に関する考

察」として、別添資料②に挙げる。結論としては、

災害種類別のBCPを策定する場合、一つの災害で

構築した準備や体制は、他の災害にも共通の部分

が多く、ユニット化して、それを災害特異性に合わ

せて修正、加減することで、簡便なBCP作成につな

げることができる、と言いうものである。研究②の

チェック項目についても、その内容に重複はあり、

複数の災害を網羅するチェック項目を各種災害共

通するユニットと災害特異的なものとを、大きな

チェックリストとして作成して活用できることも

述べた。 
 
研究③：各種自然災害に対する「病院避難計画（B
CP）」についての考察と避難BCP策定のポイント 
 国内で様々な表現がなされている「病院避難」に

ついて、その意味合いを整理し、複数の災害に共通

する項目を挙げ、複数の災害に対応する病院避難B
CPのポイントを挙げた（別添資料③）。 
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研究④：2013年に、「東日本大震災における疾病構
造と死因に関する研究」小井土雄一 厚生労働省
科学研究費補助金 健康安全確保総合研研究 地
域医療基盤韓発推進研究 本間正人分担研究の中
で挙げた、震災に対するBCPのチェックリストの
見直しを当時分担研究者であった今研究主任研究
者とともに10年ぶりに行った。内容は、別添資料④
のとおりである。10年は経ているものの概して、現
在も変更の必要がないものがほとんどであった。
時代の変化によって「WEB会議システムの常設に
ついて」を追加、2項目を削除した。また項目とし
ての追加は必要ではなかったが、「電子カルテのデ
ータの保管の二重化については、クラウド化も進
んでいるのではと憶測された。2013年当時のチェ
ック項目数は、116項目であるが、今回の項目数は
115項目となった。 

D. 考察

考察については、C.結果と、別添資料の中で述べた

ものに替える。

E. 結論
結論についても、それぞれの研究の中で述べた。 

G. 研究発表

１．論文発表：なし

２．学会発表

・本間正人、堀内義仁、近藤久禎、大友康裕、森野

一真、阿南英明、中山伸一：「BCPに基づいた災害

計画作成の手引き」作成の現状と課題．第16回日本
臨床救急医学会総会（東京，2013．
・堀内義仁：第25回日本災害医学会学術集会パネル

ディスカッション13「これでいいのだ、BCP」，2
020． 
３．研修会講師・指導
・堀内義仁、本間正人：医療機関のBCPの考え方と
課題、令和4年度厚生労働省事業継続計画（BCP）
策定研修（年間16回）、東京（WEB開催） 
・堀内義仁：「チェック項目」カードから作る水害
対策BCP、令和4年度広島県事業継続計画（BCP）
アドバンス研修（集合研修）、2023.1.28（福山市）、
2023.2.11（広島市）、2023.2.25（広島市）
・堀内義仁：「病院におけるＢＣＰの考え方と作り

方」、令和4年度医療機関向け事業継続計画（BCP）
啓発セミナー、2023.3.1.高知市（WEB開催） 

H. 知的財産権の出願・登録状況：該当なし
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⽔害ＢＣＰチェック項⽬（43）
⽔⾊：⽔害対策項⽬（28項⽬） ○：はい、△：ある程度、×：いいえ、ー：対象外
⽩：地震・⽔害対策共通項⽬（15項⽬）

種類 チェック項⽬ （⽔⾊：⽔害特有） ポイント・コメント・選択肢 ☑

事前
準備

対策本部の設置基準は定められているか？
・情報収集体制からの移⾏の基準
・警戒レベル４での発動？

事前
準備

災害対策本部要員は決まっているか？ ・震災対策本部との異同はあるか？

事前
準備

本部に転院避難先を決める機能はあるか？

・要避難者（医療機器付担送、担送、護送、
独歩）の情報収集
・搬送⼿段の調整
・避難先決定後の連絡、指⽰

事前
準備

⽔害対策関連職員を規定しているか？ ・病院への居残り、参集要員

事前
準備

⾃院の⽔害をハザードマップで確認している
か？

事前
準備

内⽔氾濫による被害を想定しているか？
・地下への浸⽔
・内⽔氾濫時の⽔位の想定

事前
準備

EMIS/（GMIS）の活⽤を想定しているか？ ・EMISの取得、⼊⼒者の確保、研修

事前
準備

外来・検査・予定⼿術・リハビリを中⽌する
基準は決めているか？

・何が起きたらそうするのか？
・誰が決定し、誰に指⽰するのか？
・患者への連絡はどうするのか？

事前
準備

夜間・休⽇の対応職員の確保計画はあるか？
・帰宅せず待機
・関連職員の招集体制

事前
準備

職員を宿泊させる場所は確保されているか？
・どこに、何⼈分
・男⼥の別の考慮

事前
準備

帰宅できない外来患者への対応は決められて
いるか？

・どこに、何⼈分
・男⼥の別の考慮

事前
準備

⽔の侵⼊を阻⽌する⽅策はあるか？
・排⽔溝の掃除
・⽌⽔版、⼟嚢など
・調整池の設置、排⽔ポンプなど

事前
準備

⼟嚢やその代⽤品の備蓄は必要数あるか？ ・何個必要で、必要数が保管されているか？

事前
準備

⾵による窓ガラス破損対策のための養⽣テー
プは必要数あるか？

・すべての窓に予防策を施す場合の必要数
と、要所への対応の場合の試算

36



事前
準備

診療データのバックアップ体制はあるか？
・データの2重化
・（紙カルテなら）保管場所は安全か？

事前
準備

重症者（ICU、⼈⼯呼吸器）、その他の担送
患者の転院先はあるか

・転院先との約束事は取り付けているか？
・転院先の連絡窓⼝（部署、担当者）の把握

事前
準備

酸素の必要量と耐久時間を把握しているか？
・臨時の補給体制はあるか？
・補給が途絶えた際の使⽤量の制限⽅法を決
めているか？

避難
関連

気象状況の情報収集担当者（部署）は決めら
れているか？

・情報収集体制をとる基準は決めているか？

避難
関連

避難準備開始基準は定められているか？

・警戒レベル４になる可能性が⾼いとき
・対象となる河川が警戒⽔位を越えたとき
・対象となる河川が警戒⽔位を越える可能性
が⾼いとき

避難
関連

避難開始基準は定められているか?
・難題かつ最重要！
・段階的避難も考慮
・個別なスイッチはないか？

避難
関連

避難準備には何時間かかるか（⽇中/夜間・
休⽇）?

・最難題！
・優先度に準じたやるべきことの抽出と個々
の事項の所要時間とマンパワーでの調整
・シミュレーション、訓練が必要！

避難
関連

具体的な避難場所の設定はあるか？
・難題かつ重要！
・院内？敷地内？近隣施設（転院以外）？

避難
関連

避難搬送は誰が⾏うのか？また搬送要員の増
員は可能か？

・職員待機、呼び出し
・近隣施設からの応援（協定？）
・⾃衛隊、消防団などの協⼒

避難
関連

避難時持ち出し物品リスト（病棟⽤）はある
か？

・リストの保管場所とスタッフへの周知
・リスト上の物品の準備者、運搬者は決まっ
ているか？

避難
関連

避難時持ち出し物品リスト（病院事務⽤）は
あるか？

・リストの保管場所とスタッフへの周知
・リスト上の物品の準備者、運搬者は決まっ
ているか？

避難
関連

避難時持ち出し⽤の連絡先リストはあるか？
・保管場所とその周知
・そのリストの防⽔対策（パウチなど）

避難
関連

病院避難決定を伝える連絡先を定めている
か？

・SOSの発信先（EMIS、消防、⾏政、マス
コミなど）

避難
関連

避難準備を解除する基準を定めているか？

・気象情報（今後の降⽔の⾒通し）
・基準としている⽔位の低下
・地理的条件（ダム放流、時間が経ってから
の今後の増⽔可能性がない）
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籠城 籠城後の対策本部の場所は決めているか？
籠城 籠城後の看護体制は決めているか？

籠城 1階の物品を階上に上げる要員を決めている
か？

・何⼈でどれくらいの所要時間か？

籠城 ⾷料・⽔を階上に上げる要員は確保できる
か？

・何⼈でどれくらいの所要時間か？

籠城 1階の患者の階上搬送先を決めているか？ ・対象となる病院では必須で重要！

籠城 籠城後の照明はあるか？
・停電時の夜間を想定
・ライト、懐中電灯のほか、照明機器と発電
機と燃料があれば役⽴つ

籠城 籠城後の寒冷対策はあるか？
・電気ストーブ、⽯油ストーブ、⽑布、寝
具、保温シートなど

籠城 携帯ラジオはあるか（含、電池）？

籠城 スマホのバッテリーは充電済みのものが複数
個準備できるか？

・スマホ各社、機種別の対応が必要
・災害担当者の個⼈管理？

籠城 籠城後に救出される順位は決めてあるか？
・動ける⼈からが原則か？
・スタッフの順位は、患者をすべて搬出して
から？

籠城 救出後の避難先は決めてあるか？ ・すべて救助側に任せるのか？

受⼊/
⽀援

患者受⼊/⽀援を⾏う施設として⾃院は⽔害
に対して本当に安全か？（外⽔氾濫）

・ハザードマップの確認

受⼊/
⽀援

患者受⼊/⽀援の対象となる施設を把握して
いるか？

・ハザードマップの確認
・地域災害対策連絡協議会での確認

受⼊/
⽀援

患者受⼊/⽀援の対象となる施設との約束事
は取り付けているか？

・施設間での取り決め、協定

受⼊/
⽀援

患者受⼊/⽀援の対象となる施設との連絡体
制は確保されているか？

・連絡窓⼝（部署、担当者）は分かっている
か？
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⽔害対策 BCP チェック項⽬からの BCP ⽂書策定研修の試み 
-令和４年度広島県事業継続計画（BCP）アドバンス研修（集合研修、2023.1.28、2.11、2.25、
広島市）実施報告- 
（別添資料 4-1：研修実施報告書、ワード⽂書、別添資料 4-2：研修での諸設定、パワーポ
イント）
【はじめに】 
 本研究の成果としての有効性を確認するために、昨年度も⾏った県内病院の BCP 策定関
係者に対する BCP 策定研修（アドバンスコース）を⼀⽇研修として広島県が県内医療施設
に対して 3 回（広島市 2 回、福⼭市 1 回）開催した。その研修内容を昨年度と照らし合わ
せて報告する。 
【研修の⽬的】 
 研修⾃体の⽬的は、広島県内医療機関の BCP 策定済み、あるいは策定中の病院を対象に，
特に⽔害発⽣時の事業継続計画の策定，改修を促進することであるが、本分担研究の⽬的と
しては、「研究成果で得られた BCP 策定に必要なチェック項⽬を吟味することから、より
実効性の⾼い BCP ⽂書作成につなげることができるかどうかを実際の作成担当者に対する
研修を通じて検証する」こととした。そのため、研修者の到達⽬標として、以下の実習⽬的
を設定した。 
・⽔害に対する BCP 策定のノウハウを習得するために、「想定病院における想定された⽔

害に対する BCP ⽂書」を作成する。その作成の過程において、「⽔害に対する BCP 作成
におけるチェック項⽬」を整理する。

・チェック項⽬の位置づけ（優先度/重要度、時間軸上の順位）を⾏うことで、BCP 全体の
構築の概要を理解する。

・チェック項⽬ごとの内容を検討し、より具体的な記載とすることで、BCP ⽂書につなげ
る。

・実習で作成した BCP 項⽬を⾃院の BCP に盛り込むことで、BCP のチェックと改善につ
なげる（研修後）。

・BCP のない施設には、実習で作成した BCP ⽂書を参考として⾃院の BCP を作成する（研
修後）。 

・⽔害が想定されない医療機関での備えについても理解する。

【研修の⽅法】 
1. 研修参加者には事前に各施設で、「ＢＣＰの考え⽅」「⽔害ＢＣＰの基本」についての説
明ビデオを聴講してもらい、基礎的な内容を把握してもらったうえで当⽇の集合研修を
⾏った。

2. 研修時間：県内各所から会場への移動時間を考慮して、開始は 10 時、研修は昼⾷の 1
時間の休憩を挟み、５時間（実質 4 時間）に設定した。
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3. 研修参加者：広島県内の 18 病院（ＢＣＰ策定済み 4、策定中 11、未策定３）、からのＢ
ＣＰ策定担当者 38名（事務 23、医師 0、看護師 7名、理学療法⼠ 5名、栄養⼠１、医
療相談員１）。研修参加者を、同⼀施設の参加者がなるべく重ならないよう、4，5名の
少⼈数グループに分けグループワークを⾏った。研修の運⽤スタッフは、全体進⾏役を
1名たて、グループワークでは、昨年の反省を⽣かし密になるように、各グループに対
して１名の助⾔者・補助者がついて⾏った。

4. 研修の流れ：まず、⽔害ＢＣＰを策定する上で基本的に理解が必要な知識についての事
前学習についてのポイントの確認と研修で作成する想定病院の設定（別添資料①-3）に
ついての説明を⾏った。その後グループに分かれ、グループ内での⾃⼰紹介とグループ
名の決定、ワークにおける担当（司会、読み上げ係、書記）を決めてもらいアイスブレ
ークを⾏った。45枚（昨年度の 62 項⽬を類似の内容、不要なものを整理して減数）の
チェック項⽬（別添資料①-2）とそのポイントを記したカードをグループ内で読み上げ
係が読み上げそれらの内容を共有してもらい、昨年とは変えて、準備した内容をアクシ
ョンに起こすタイミングとそと優先度・重要度を表すようにしたホワイトボード上に、
①事前準備、②避難関連、③籠城、④受⼊/⽀援のいずれかに分類しつつ貼付けてもらっ
た。この作業により全項⽬を網羅しつつ、それぞれの項⽬の「⽴ち位置」をイメージし
てもらった（図１）。次に、時間をかけて⼀つひとつの項⽬を⽂章化するイメージで内
容をグループ内で討議してもらい、最終的には、別添資料①-4 の BCP ⽂書のフレーム
の中に落とし込んでもらうようにした。研修時間内の作業はここまでとし、ＢＣＰ⽂書
のフレームの解説を加え、⾃施設のＢＣＰの⾒直し（あるいは作成）を研修の記憶が新
しいうちに⾏ってもらうことをお願いして研修を終えた。研修については直後にアンケ
ートを⾏い、フィードバックに活⽤した。 
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図１ 研修で使⽤したホワイトボードの下絵 

図２ 研修で使⽤したホワイトボード 
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【研修の結果（研修参加者 38名へのアンケート結果）】1 
１．研修評価：⼤いに参考になった（7施設）、参考になった（9施設）、あまり参考になら
なかった（０施設）、参考にならなかった（0 施設）。 
２．本研修で特に参考になった点。 
カード⽅式による BCP 策定⽅法は参考になった。 
カード⽅式の BCP 策定事例は⼤変参考になった。配布された資料もわかり易かった。 
BCPや避難⾏動の発動時期を病院ごとに検討して決めるという考え⽅が参考になった。 
（⾃治体が出す）避難指⽰＝避難開始と考えていたが、周辺状況を進⾏にして判断するな
ど、より現実液な避難基準について検討していきたい。 
被災状況別による BCP 策定は現実的であると思う。被害の程度により⾏うべきことが明
確となり、スタッフ間での情報共有もやりやくなる。 
現在、BCP は策定中であるが、完成後の⾒直しを含めた検証のやり⽅が参考になった。 
チェック項⽬が参考になり、抜けている部分への対応の必要性が分かった。 
優先順位が避難カテゴリーを決めることで明確になった。 
チェック項⽬は⾃院の BCP の確認資料として有難い。 
作成例の紹介があったのでわかり易かった。 
（グループワークをしたことで）他の施設がどの程度まで BCP を策定しているのが分か
り良かった。 

以上の結果であった。 
 
【本研修の意義、有⽤性、今後についての考察】 
 研修参加者の満⾜度は、アンケート結果では、参加した全施設が「⼤いに参考になった」
「参考になった」との結果であり、実際には研修時間内には各施設での BCP 策定あるいは
書き直しには⾄らないものの、研修そのものは有意義なものであると考える。昨年度からチ
ェック項⽬数を減らしたことにより、⼀つひとつ、特に時間をかけて検討する項⽬にもある
程度の時間を割くことができ、その分グループ内での討議を通じて、こえまでの⾃施設での
考え⽅が曖昧なものから現実を睨んだものに変わったのではないかと考えられる。この点、
少⼈数グループ制は研修⼿段としては有⽤である。チェック項⽬をその後に⽰す、想定病院
での BCPフレームに落とし込む作業は、項⽬すべてがフレーム⽂書の空欄に１：１に対応
しているのではなく、まだ改善の余地はあるかもしれないが、この⽅式の研修での⽬論⾒は、
必要事項の認識と抽出、その順位付けという BCP の基本を学んでもらうことであり、⽂章
化はあとから⾁付けをして完成するという⽴ち位置にある。この点は昨年度、今年度の研修
を通じて、この⽅式は有⽤であることは、実地の参加者の雰囲気、意⾒からのアンケート結
果からも⽰された。 
 昨年度の反省として、冒頭に⾏うチェック項⽬をホワイトボードに貼り付ける⼯程にお
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いて参加者が、どのようにそれぞれを貼り付けるのか混乱していたことが挙げられた。これ
は、カードに書かれている項⽬が BCP として準備すべき「計画」であるのに、ホワイトボ
ードには、その計画を⾏動するタイミングに時間順に貼り付けるような仕組みとしたこと
によるものである。研修⼿法としてこれを改善すべく、「書かれている計画を実⾏するタイ
ミングに貼り付け」てもらうように、全体説明、グループ説明をおこなったが、それでも多
少の混乱とその混乱による参加者の不満⾜感は残された。今後は、ホワイトボードには、そ
れを実⾏するタイミングで貼付できるよう、貼付⽤の「アクション⽤のカード」を準備する
ことによって、解決できるのではないかと考えている。この⽅式であれば、今年度から変更
した、タイムライン重視のホワイトボードによりマッチしてすっきりとした研修になるこ
とが期待される。 

これまで 2 年間にわたって、広島県内の医療施設を対象として⾏ってきた本研修ではあ
るが、この⽅法は今後の同様な研修のモデルとなるものであると考えている。実際に研修に
当てはめることでこの２年間でもいくつもの研修⽅法の改善点が明らかとなり、それを改
善してきたが、今後も必要な改善と、対象施設などの条件の変化に合わせてゆけば、本⽅式
は広く全国的に応⽤が利くものであると考える。またさらに、対象とする災害は⽔害に限ら
ず他の災害に対しても適応できるものと思われる。 

【まとめ】 
・チェック項⽬に⽬を向けることから始めたことにより、⾃施設での⽔害対策に必要な事項

の⾒落としが少なくなることが期待された。 
・チェック項⽬を、⽔害のフェーズと関連付けてその重要性、緊急性を考えることは、BCP

の質の向上につながるものと考えられた。
・複数の施設、職種でのグループディスカッションによって、「気づき」がより多く得られ

た。
・本形式の研修は、同時に複数の施設に対して、完成度、実効性の⾼い BCP の策定・⾒直

しに⼤いに寄与するものであり、有⽤であると考えられた。
・本研修⽅式は、広島県以外の同様な研修に、あるいは他の災害に対しても概ねこの⽅法で
応⽤できるものと考えられた。
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「チェック項⽬」カード
から作る⽔害対策BCP

国際医療福祉⼤学熱海病院

堀内 義仁

BCP策定研修・アドバンスコース実習⽤
（研究報告版）

実習の⽬的
• ⽔害に対するBCP策定のノウハウを習得するために、「想
定病院における想定された⽔害に対するBCP⽂書」を作成
する。その作成の過程において、「⽔害に対するBCP作成
におけるチェック項⽬」を整理する

• チェック項⽬の位置づけ（優先度/重要度、時間軸上の順
位）を⾏うことで、BCP全体の構築の概要を理解する

• チェック項⽬ごとの内容を検討し、より具体的な記載とす
ることで、BCP⽂書につなげる

• 実習で作成したBCP項⽬を⾃院のBCPに盛り込むことで、
BCPのチェックと改善につなげる（研修後）

• BCPのない施設には、実習で作成したBCP⽂書を参考とし
て⾃院のBCPを作成する（研修後）

• ⽔害が想定されない医療機関での備えについても理解する
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実習の⽅法
• ⽔害に対するBCPに必要なチェック項⽬をカードにして、各グ
ループに配布

• グループは、カードの内容を共有（誰かか読み上げる）しながら、
４つのカテゴリ（事前準備・避難関連・籠城・受援/⽀援）ごと
に優先度/重要度に応じて⼀旦「事前」の欄に上から下に並べ、
その後、それぞれの項⽬を⾏動に起こすタイミングを右の欄の時
間軸に合わせて貼りなおす。

• グループで各チェック項⽬を検討して、項⽬ごとの内容を固める
• 別に提⽰されたBCP⽂書のひな形に検討内容を反映した⽂書を作
成

• 最後に、⽔害が想定されない医療機関としての役割について別建
てのチェック項⽬を参考にして考える

• 以上の内容を参考にして、⾃院でのBCPを⾒直す（作成する）
（研修後の宿題）

ホワイトボードとカードの運⽤

事前準備

避難関連

籠城

受⼊/⽀援

優
先
度
・
重
要
度

時間

優先度⾼い
急ぎタスク

優先度低い
不急タスク

事前 3⽇前 前⽇ 発災前後 発災後
ハザードマッ
プの確認

EMIS/GIMSへの⼊
⼒者の確保

EMIS/GIMSへ
の⼊⼒

EMIS/GIMSへ
の⼊⼒

通常外来・検査・予定⼿
術・リハビリの中⽌

対応職員の確
保

避難準備開始 避難開始

避難準備開始

基準決定

避難開始基準
決定
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集合研修実習における皆さんの⽴場
• ⼀昨年、県内の別の場所で、⼤⾬による⼩規模な浸⽔被害
があり、病院の地下にも浸⽔して、ボイラー設備と⾃家発
電装置が使⽤できなくなり、病院機能に⽀障をきたし、す
わ病院避難か、という事例があった。

• 皆さんは、浸⽔被害の想定区域内にある「みずの病院」に
勤めている災害対策の担当者。

• ⽔害対策についての「にわか作りの計画（ＢＣＰ）」は、
⼀応作成済みであるが、その実効性については検討もして
いないし、多くの疑問、問題を抱えている。また訓練もお
こなっていない。

• そんな時、この研修への参加する機会を得た。

気象・河川の状況①
• 5⽇前：季節は7⽉初旬、もうすぐ梅⾬明けという時期に、
⼤型で強い台⾵が⽇本の南⻄から接近中。台⾵は⽇本の太
平洋側海岸付近に⻑く伸びる梅⾬前線の影響でしばらく沖
合いで停滞し、前線に向かって南からの温かい湿った⼤気
が流れ込み続けるため、局所的に激しい⾬が降り続く⾒込
み。

• 2⽇前：あふれ川上流のアルファ地域には、明後⽇の未明
から線状降⽔帯が発⽣し、未曾有の⾬が⻑時間に亘って降
り続き、⼟砂災害、河川の氾濫が発⽣する可能性が⾼くな
る。

• 前⽇18時（発災18時間前）：夜半から未明、さらに明⽇の
⽇中にかけての⻑時間にわたり、アルファ地⽅に、線状降
⽔帯による⼤⾬が降る可能性が⾼くなる。
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• 当⽇朝2時：「あふれ川」流域に、氾濫警戒情報（レベル
3）が出された。

• 当⽇朝6時：地域に線状降⽔帯発⽣情報が出され、当院か
ら５００ｍ離れた⼀級河川、「あふれ川」では、「がんこ
橋」で氾濫危険⽔位を超えている、今後上流のダムの放流
もあり、堤防が決壊する危険性があるとのことで氾濫危険
情報（レベル４）。「研修市」は、市内全域に、避難指⽰
（レベル4）を発令し、住⺠の避難を呼びかけている。⼟
砂災害警戒情報も出された。

• 当⽇午前11時：すでに災害が発⽣している状況とのことで
本県に⼤⾬特別警報が出される。

• １１：30：近隣のあふれ川で、堤防の決壊、随所で越⽔が
発⽣との情報。

• １２：00：病院敷地への浸⽔が始まる。

気象・河川の状況②

みずの病院周辺図（+浸⽔ハザードマッ
プ）

あふれ川

浸⽔1〜2ｍ 浸⽔0.5〜1ｍ

むこうおか
病院

100床
内科中⼼の
救急告⽰病院
空床：20床
（レスピ：4可）

みずの病院

250床
地域拠点病院
災害拠点病院

やまの病院

120床
慢性期病院
空床：30床（レスピ：2可）
＊⼟砂災害の恐れ無し

こだか⼩学校
（広域避難所）

（多数の住⺠が避難予定）

おおき⼯場
空き倉庫あり
（30×20ｍ）
（空間のみ）

やすらぎ公園

イベント会場
（屋根有30×10ｍ）
（借り切れば45ベッド可）

公会堂（300⼈収容）
（平⾯は少ない！）

公園事務所（会議室）
（４ベッド可、会議可能）

２ｋｍ、⾞両搬送10分

がんこ橋

500ｍ

300ｍ

２
ｋ
ｍ
、
⾞
両
搬
送
10
分

500ｍ 200ｍ
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みずの病院
• ２５０床の地域拠点病院
• 災害拠点病院
• ⼊院診療棟：地上３F建て
（地下はなし）+外来診療・
管理棟

• ICU：４床、⼿術室：6室
• 病棟：5病棟（各５０床）
• あふれ川から 500ｍ

⼊院棟 外来棟

⼊⼝

渡り廊下

みずの病院 （１F平⾯図）

１A病棟

透析
セン
ター

リハ
ビリ
室

外来

事
務

待
合

検査
I
C
U

⼿
術
室

救
急

薬
局

E
V

E
V

階
段

階
段

正⾯
⼊⼝連絡通路

E
V

階
段

救急・時間外
⼊⼝

裏⼝

時間
外

備
蓄
倉
庫

駐⾞場

駐⾞場

E
V

詰
所

ラウ
ンジ
8×８
ｍエネル

ギー棟

・給電
・⾃家発電機
・ボイラー

・飲料⽔
・⾮常⾷
・災害⽤備蓄
・ストレッチャー
・⾞イス・松葉杖
・台⾞
・⽑布・マットレス

検
査
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２A病棟

２B病棟

医局

院⻑
室⼤会議

室

連携
室

事務
室②

事務
室①

当直
室

E
V

E
V

階
段

階
段

渡り廊下
E
V

階
段

会議
室②

みずの病院
（２F平⾯
図）

看護
事務

看護
部⻑

事務
部⻑

応接

会議
室①

休憩室

３A病棟

３B病棟

E
V

階
段

みずの病院
（３F平⾯
図）

E
V

E
V

詰
所

ラウ
ンジ
8×８
ｍ

ラウ
ンジ
8×８
ｍ

詰
所

ラウ
ンジ
8×８
ｍ

詰
所

ラウ
ンジ
8×８
ｍ

詰
所

みずの病院の⼊院状況（発災前⽇）

病棟 使⽤病床
数 呼吸器

酸素吸⼊
５L以上/
分

酸素吸⼊
1-4L/分

担送
（医療機
器有）

担送
（点滴） 担送 護送 独歩

１Ａ病棟 40/50 2 0 1 2 8 6 10 11

２A病棟 40/50 1 2 2 2 8 10 5 10

２B病棟 40/50 - 1 1 1 4 7 6 20

３Ａ病棟 40/50 1 - 1 - 4 6 15 13

３B病棟 40/50 - 1 0 1 3 8 10 17

ICU病棟 4/4 2 - - 2 - - - -

計： 204/254 6 4 5 8 27 37 46 71
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みずの病院スタッフ（時間帯別）
職種 時間内 時間外 オンコール

事務（総務） 10 1 1
事務（管理） 10 0 1
事務（医事） 10 1 1
事務（委託） 20 0 0
医師（常勤） 60 3 8
医師（研修医） 10 1 4
医師（⾮常勤） 20 0 2
看護師（病棟） 140 34 20
看護師（外来） 30 0 4
検査技師 20 2 8
リハビリ 20 0 6
ME 5 0 2
警備・防災 4 2 2
施設管理 6 0 2
駐⾞場管理 4 0 0
⼩計 389 44 61

50



みずの病院⽔害対策 BCP（報告書版） 
作成日：2023 年 4 月 25 日 
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１． 本 BCP の位置づけ・目的 

本 BCP は     病院（以下、当院）における、近い将来に起こりうる浸水被害に

備えるもので、病院の被害を軽減するとともに、入院患者の生命を守り、通常診療への早

期の復旧を目的に作成されたものである。 

 
２． 事例の分析 

当院では、地球温暖化による異常気象のために、近隣の     川が氾濫することが

予測されている。その場合、浸水ハザードマップでは当院には最大    ｍの浸水が起

こることが示されている。この浸水が起これば、当院の 1F 部分は水に浸かり、一般外来

診療が不可になる他、診療を継続するために必要なライフラインも被害を受け、IF の入院

患者、事務室の物品の移動を余儀なくされる。なお、あふれ川上流の「うえのダム」の水

が放流される等による堤防の決壊においては、浸水は速く、1 時間もかからずに最大浸水

レベルとなることが想定されている。 

 
３． 基本方針 

 浸水が発生してから対応するのでは病院の被害は大きく膨らみ、診療不能に陥るのみな

らず、入院患者の生命に関わる事象が数多く発生する恐れがある。そのため、本 BCP で

は、日頃からの備え（事前準備）として、チェック項目を設定して、項目に挙げられてい

るものを減災効果、時間的な優先度を念頭に置いて整理、整備しておくものとする。災害

は夜間などのマンパワーの少ない時間帯にも発生することも考慮して、前倒しでの準備に

も対応可能な計画を策定した。浸水の食い止めには限界があることから、浸水の可能性が

ある程予想される際に行うこと（避難準備）、浸水を免れないと判断されたときに行うこ

と（避難）、そして浸水が起きてしまった場合に行うこと（籠城）を、段階（ステップ、

フェーズ、警戒レベルなど）に分けて、それぞれの段階ごとに行うべきことを優先度とマ

ンパワーを考慮した所要時間を考慮してまとめている。重要なことは、これらのフェーズ

の決定を行う判断基準である。 

本計画では以下（表 1）のようにフェーズと判断基準、基本的対応内容を定めた。当院の

浸水被害が見込まれる際には、水害対策本部を設置して各フェーズに合わせた対応を行う

ものとする。 

 階上避難後（籠城）には、普段の病院の体制を基本として、限られたリソースを有効に

活用しながら、救助を待ち、救助態勢に合わせて、避難患者を安全な場所に避難させる必

要がある。そのために、本計画には籠城時の本部機能として、患者の救助順の原則と、二

次避難場所の候補場所についても含めた。 
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表 1 対応フェーズと判断基準、基本的行動計画 

対応フェーズ 判断基準 対応時

期 

主な対応内容 

0 事前準備 

（平常時） 
  平常時 ・BCP管理（チェック項目の点検/

是正） 

・関連職員への周知・訓練 

・浸水対応グッズの整備（購入・備

蓄） 

1 警戒フェーズ 

（浸水の可能

性あり） 

気象情報 3 日前 ・情報収集部門・担当者の決定と確

認 

2 避難準備・早

期避難フェー

ズ 

（浸水の可能

性大） 

・警戒レベル４（避難

指示、氾濫危険情報、

土砂災害警戒情報、線

状降水帯発生情報） 

・がんこ橋の氾濫危険

水位 

1 日前 

（休日

をはさ

む場合

は前倒

しで） 

避難準備体制 

・対策本部設置 

・浸水防止措置 

・発災当日の診療体制の決定 

・対応者への周知、対応開始 

・避難場所の確保 

・1F 物品の階上移動 

・転院避難または早期階上避難

（ICU、1A 重症、他）（1A 病棟避

難準備、2F/3F 病棟受入れ準備） 

・1A 病棟担送患者の階上病棟への

転棟開始 

3 計画的階上避

難フェーズ 

（浸水が確

実・決定的） 

・警戒レベル５（特別

警報、あふれ川氾濫情

報） 

数時間

前 

・計画的階上避難（1A 病棟護送患

者避難開始） 

４ 緊急避難フェ

ーズ 

（堤防決壊） 

・堤防決壊情報 発災 ・緊急階上避難（独歩患者、スタッ

フ） 

５ 籠城フェーズ ・院内浸水時 
 

籠城体制 

・本部機能の維持 

６ 救助/二次避

難フェーズ 
    ・救助順位の決定 

・二次避難先の決定 

７ 復旧       
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【情報収集体制】浸水被害の可能性がある場合には、●●課あるいは個人が担当となり、情

報収集班として気象庁や国土交通省の降水予測、河川氾濫情報を頻回に確認して、通常診療

体制から避難準備体制へ移行するタイミングを監視する。なお、情報収集班は、次の避難準

備体制で水害対策本部が立ち上がる際には、本部内の情報収集班としてさらなる情報を収

集する。 

【水害対策本部】 

浸水による院内被害が生じる可能性が高く、避難準備体制を敷く際に設置する。具体的に

は以下の条件を満たすときに○       ○に設置する。 

ア）あふれ川の河川氾濫危険情報が警    報となったとき。 

イ）うえのダムが増水による緊急放流を行う可能性が高まったとき。 

ウ）がんこ橋の水位が、氾濫危険水位を越えたとき。 

・本部構成要員 

 本部長：院 長、副本部長：副  院長、事務部長、看護部長、情報収収集班：管理課

○○   係、本部要員：総務 課長、管理課長    、医事 課長、施設管理長 

・本部の役割 

ア）避難準備体制の宣言と職員への周知 

イ）河川の増水状況、氾濫の有無の情報収集 

ウ）以下の病院機能の中止・停止の判断と関連職員への周知 

一般外来（翌日以降の予約外来受診を含む）・予定手術・予定検査・透析・リハビリテ

ーション 

▽本部の指示を受けた職員は、該当する患者、家族に連絡する。翌日以降の外来中止に

ついては、マスコミ、HP、地域の情報伝達網などを駆使して地域に伝達する。（時間的

猶予またはマンパワーがあれば、可及的に予約患者に個々に連絡をとる。） 

エ）職員の時間外勤務、待機要請：非常態勢での職員勤務体制の決定と関連職員への要請の

連絡。 

オ）職員の待機場所・宿泊場所の決定と指示：該当する職員の把握と、待機・宿泊場所がな

い職員に対する対応。男性宿泊場所：●    ●、女性宿泊場所：●     ●   

カ）帰宅できない患者、家族対応：待機場所を決定・指示。待機場所：●     ●  

キ）転院避難患者の調整と当該部署への指示 

ク）避難判断と具体的な指示 

 
水害時には、事前の対応が重要なことから、本部は職員に対して早期からの院内待機など

の協力を求め、職員は一丸となって対応する。また、事前対応、避難に関わる関連部門から

は、日頃から本部関連、設備関連、搬送関連（人・物）、患者関連の担当者（水害担当要員）

を決めておくことで、院内の居残りや参集を円滑に行えるようにした。 
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４． 平時からの事前対策 

事前に準備しておくものとして、まず浸水対策が挙げられる。建物の立地条件は変えられ

ないことを前提にできることは、止水対策である。代表的な措置としては、止水板の設置や

土嚢による水の侵入の食い止め、排水溝の詰まりの防止や排水装置の設置などである。浸水

が食い止められなければ、次は被害を最小限にとどめ、動けない患者や、物品の移動、ライ

フラインの確保が必要となる。建物の外への避難は、リスクを伴いマンパワーを要するので、

移動の対象となる入院患者を絞り優先順位をつけるための基準も必要となる。浸水すれば、

入院診療以外の診療はすべて中止し、全職員を挙げて避難体制をとる必要がある。外来診療、

予定手術、検査の中止は、浸水に先だって決定するべきであり、これに対しての基準も設け

る。階上に避難した場合、水が引く、救助が来るまでの間、一定時間安全な場所にとどまら

ねばならない（籠城）が、この場合、患者の移動とともに、必要物品の移動も伴うこととな

る。以上の考え方の下、チェック項目にも挙げた項目を中心に当院での対策を示す。 

●風水害対策止水対策（止水板・土嚢） 

１）浸水対策 

・止水板・土嚢：病院敷地内

の      、      、      、      、      、             

      、に開閉可能な止水板を設置、さらに上記の内側に高さ 50cm までに積め

るように、土嚢を準備（計：    個）し、備蓄倉庫に保管する。これらの準備開始

は、●    ●の判断のもと、●     ●が行う。 

・排水対策 

[浸水前] 

・排水溝の定期清掃を業者との契約により徹底する。 

・浸水の可能性がある場合は、遅くとも 24 時間前には、詰まりがないかの点検を行う。 

・この点検は、休日をはさむ場合はさらに前倒しで行う。 

・浸水の危険が続く場合はこの点検を 3  時間ごとに繰り返す（特に風による落ち葉や小

枝などの飛来物がある場合） 

・外部の気象状況が悪い場合や夜間で見にくいときは、点検者にも危険が及ぶので、点検者

は病院敷地を熟知したものが行う。 

（[浸水後]  排水ポンプを使用して地下に設置している排水槽に排水する：非現実的か） 

２）風対策 

当院は耐震性の高い鉄筋コンクリート造りであるので、風による建物の倒壊は想定しな

い。ただし、院内に多数ある窓ガラスについては、破損によってガラスが飛び散り、院内が

風雨にさらされる危険はある。その防止策としては、院内の南、東に面するガラス面への養

生テープの貼付を事前に行う（風速○○ ｍ/秒以上の風が予想されるとき）。養生テープは

必要数（○○ 個）を備蓄倉庫に保管する。なお、日常の紫外線防止、断熱、震災時のガラ

スの飛散防止などの多目的用途も含めて窓ガラスシートを貼っておけば、台風などの強風
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時に特段の対策を講じる必要はなくなる。 

 
５． 避難体制 

 時間的猶予がある場合と無い場合において、あるいは夜間・休日でマンパワーや周囲の受

入れ状況が大きく変わることも勘案して、当院での避難体制を対応フェーズに分けて以下

のように計画した。 

 
図：対応フェーズと部署対応の概略（タイムライン） 

 
入院患者の避難は患者の病態、身体能力によって移動時の安全性、マンパワー、所要時間

が異なることを勘案して、避難のためのカテゴリーを以下のように定めた（表 2）。 

 
表 2：避難カテゴリー（入院患者の移送/搬送の観点からみたカテゴリー） 

 

対応#$%& '(警戒 +(避難準備0早期避難 3(計画的階上避難 9(緊急避難 <(籠城

行動 情報収集 避難準備EFGHI0J避難 緊急避難

自治体警戒NOP QR防災体制V WR高齢者等避難V 9R避難指示V <R緊急安全確保V

開始defgHh 数日前l '日前lR休日n前倒pV 数時間前l 浸水開始

ufvw xyz橋水位 堤防決壊情報

透析

薬局

中材

事務室

備蓄倉庫

åçéå

風水害対策

本部

îïñEóI病棟

階上病棟

手術室

外来

ûüó転院R¢GHAV/階上転棟

ûüQ患者転院R¢GHBV/転棟

避難受入準備

予定手術中止

中止決定©連絡

中止決定©連絡

中止決定©連絡

護送Rûü3Æ4V避難受入

情報収集班設置 本部設置0対応指示

薬剤d保全0搬送準備 薬剤d搬送

資機材保全0搬送準備 資機材搬送

資機材保全0搬送準備 資機材搬送

資機材保全0搬送準備 資機材移動

情報収集0対応指示 緊急避難指示 本部機能継続

最重症避難受入開始R他院不能時V

重症受入開始R担送V

護送避難受入

護送避難受入

ûüó転院

護送Rûü3Æ4V避難 独歩Rûü5V避難

階上避難準備

独歩避難受入

排水溝点検 止水板/土嚢設置

窓 Gu対策

止水板/土嚢点検

避難

カテゴリー
患者の状態

1 医療機器付き担送患者

2 担送患者（点滴、酸素４Ｌ以下）

3 護送患者

4 独歩（自力階段歩行不可）

5 独歩（自力階段歩行可）
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避難準備・早期避難（フェーズ 2 対応）：時間的猶予があり、かつ浸水被害が確実な場合

の生命の維持に重きを置いた予防的、選択的避難プラン（屋外避難および階上避難） 

◆プラン A：重症者転院避難 

重症（挿管等の医療機器による管理が必要な患者）、重症患者（酸素投与や持続点滴が必

要な患者）を、近隣の近隣施   病院 、近隣施   病院に避難させる（浸水の前日ま

で、近隣病院との平時からの取り決めが必要）。具体的には 1F の ICU 入院患者と各病棟の

重症患者（挿管、酸素吸入、精密持続点滴など、避難カテゴリー1）が相当する。受け入れ

てくれる医療機関がない場合には 2F の病棟に転棟させる。 

◆プラン B：その他の転院避難 

上記ほどの医療的な管理は必要ないが、寝たきり等で、避難にマンパワーを要する患者

（搬送カテゴリー2）の避難。近隣施   病院への依頼と搬送方法の決定（平常時から協

定などで取決めをしておく）。当院では、1A 病棟入院患者が相当。 

物品については、階上に運搬するものをまとめ、運びやすい状態に準備をしておく。 

 
計画的階上避難（フェーズ 3 対応）：浸水数時間前、残された患者と必要物品の階上搬送 

 事前に屋外避難できなかった患者は院内の安全な場所に移動しなければならない。特に

1A 病棟の入院患者は階上への移動・搬送が必要となる。避難準備開始基準を満たした場合

に、各部署で、優先度に従ったマニュアル（アクションカード）を基本として準備を開始し、

本部からの指示で、1A 病棟の護送患者（自力で階段を上がれない患者を含む、搬送カテゴ

リー3，4）の避難を開始する。なお、停電、漏電等でエレベータが使用不能となる事態が見

込まれる場合は、本部は避難指示の発動を早めるものとする。また、各部署では、停電に備

えた事前措置（表：各部署における停電に備えた事前措置（割愛！））を行う。準備した物

品は必要なものから順次、階上に運搬する。 

  
●入院患者の移動時の取り決め： 

・移動の順位：原則、搬送カテゴリーの順とするが、水没による命の危険が迫る緊急避難

では、順位は逆転するものとする。 

・1A 病棟に残っている患者のうち、ベッド移動の患者は 2A、2B 病棟へ、独歩、車イス

患者は 3A,3B 病棟に移動する。 

・2F,3F では、1A 患者受け入れのためのベッド調整を行う。 

 
●その他の部門の対応の概略（詳細は部門別対応、アクションカードによる、割愛！） 

・リハビリ室：リハビリの中止、病棟へのもどり移動 

・透析センター：透析中止、病棟へのもどり移動 

・薬局：薬剤の階上搬送 

・中央材料：医療資器材の階上搬送 
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・栄養部門：備蓄装荷から、最低入院患者、職員の 1 食分の非常食と水を備蓄倉庫から外

来棟 2F に移動する。 

・事務：1F 物品の外来棟 2F への搬送、備蓄倉庫内の物品を高い棚に移動。 

・その他の 1F 診療部門（ICU、手術室、救急外来、外来） 

各部署であらかじめ決めてある移動の優先順位に従い、必要物品を外来棟 2F に階上搬

送する。 

 
６． 籠城体制／救助体制 

【災害対策本部】 

災害対策本部は引き続き運営し、避難者（院外、院内）の状況を把握し職員、患者の安全

が維持できるよう機能する。院内の状況を踏まえた救助のための発信を行う。また、救助の

態勢に準じた、救助対象者の選定を行い、当該患者の屋外への搬出を指示する。 

【病棟】 

・階上避難を終えた患者は各病棟で、避難患者を確認してリスト化して、本部（患者情報

管理、1A 病棟師長）に報告する。 

・避難患者の管理は、避難先の病棟が行う。 

・本部の指示により、該当する患者の搬出を行う 

 
７． 各部門別対応の詳細（部門別マニュアル、アクションカード）（割愛！） 

  
８． 関連資料・一覧表（例、割愛！） 

・水害時連絡先一覧表（地震時との差異） 

・周辺組織との水害時協定一覧 

・病棟持ち出し物品一覧 

・患者搬送時の措置方法 

・酸素消費量の実態調査と耐久時間の試算 

・条件別 1A 病棟階上搬送時間の試算 
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BCP のユニット化に関する考察 

堀内 義仁（分担研究者）

【はじめに】

われわれはこれまで、医療機関における BCP 策定を推し進めるために、災害拠点病院を

対象とした、地震災害に対する策定のための「指針」、「手引き」、「ひな形」（平成 28 年度

厚生労働省科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「地震、津波、洪水、土砂

災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP 及び病院避難計画策定に関する研究（主任研究

者 本間正人」の分担研究））、さらに拠点病院以外の医療機関における策定の「手引き」、「ひ

な形」（同 29 年度分担研究）を作成 1)してきた。この中で、策定が進まない要因を分析し、

BCP の基本を備えているものであれば、「小さな BCP」で構わないので実効性のある、簡

便 な も の の 早 期 策 定 を 促 し て も き た 。 さ ら に 令 和 3 年 度

厚生労働省科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「浸水被害も含めた、新たな

医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」では、水害対策 BCP の策定を推進する

ための研究も加えてきた。これらは、小さな BCP を大きなものにする、あるいは BCP の

チェック項目に重きを置いて、標準的あるいは施設の現状に見合った BCP 策定の補助とし

ての活用につなげてもらうことを目指してきたところであるが、その過程で見えてきたこ

とは、一つの BCP をその要素ごとに分割して組み上げることで、別の BCP への応用が可

能であるということである。つまり、いくつかの項目をまとめた BCP の一部分をユニット

（モジュール）化して、取捨選択あるいは災害特有のユニットを加え、災害種別に多少の修

正を加えることで、種々の災害に対する BCP の策定を簡便にできるのではないかという発

想である。以下にこの方法論を具体化するための考察を記述する。 

【BCP の構成要素の分析】 

BCP には何が必要であるかについては、これまでの研究で示してきたところではあるが、

その内容は、

① 目的・位置づけ：何の災害に対する、どのような BCP であるのか

② 基本方針：施設としてどのような姿勢で対応するのか

③ 事例の分析：その災害によってもたらされる、備える、対応すべき事象の分析

④ 事前準備：その災害に対して、事前に準備しておくことは何か

⑤ 初動体制・ダメージコントロール：災害対策本部と各部門対応（アクションカード）

⑥ 急性期・亜急性期・慢性期対応：災害対策本部と各部門対応（アクションカード）

⑦ 収束まで

に加えて、⑧関連資料、帳票類、一覧表、そして、BCP の進捗を確認し質を担保する⑨「チ

ェック項目（チェックリスト）」
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である。これらの内容のうち、①以外は部分的なユニット化が可能と考える。 

たとえば、③の事例の分析であれば、ライフラインが途絶える、アクセスが失われる（物

流・人流が途絶える）、そのために起きる事象としての「停電」「水・食糧対策」は災害の種

類、規模によって回復するまでの時間は異なるが、基本的に行うことは同じである。④の事

前準備においても、備えておくべき水、食糧、燃料、保管場所などは災害の種類ごとに変え

る必要はない。上の項目にはないが、避難を余儀なくされる事態は、火災、地震、浸水被害、

土砂災害被害においても、避難のタイミングが異なるとはいうものの、基本的な準備や行動

には共通するものが多い。⑤の初動体制の災害対策本部も自然災害を対象とするのであれ

ば、本部長、本部長代行をはじめとしたメンバーは基本的に変わらず、初期対応も共通する

ものが多い。各部門についても同様のことがいえる。⑥の患者受け入れの急性期から慢性期

までの対応も然りである。 

 以上のことから、地震に対する BCP が策定されているのであれば、それらを分解して、

対象とする災害に対するものを組み上げ、その災害独自の項目を加えれば、BCP が出来上

がる。 

 

【ユニット化のチェック項目への応用】 

このユニット化と必要なユニットを組み合わせる方式は、BCP の要素であるチェック項

目についても同様の応用が可能である。地震災害用のチェックリストを基本とするのなら

ば、それに別の災害独自の項目を追加してすべてを網羅する大きなリストとして作成する。

項目ごとに、どの災害で必要となる項目であるのかがわかるようにしておけば、機械的に抽

出することで、対象とする災害のチェック項目として活用することが可能である。項目の追

加や変更、削除はこの大きなリスト上で行い、必要時に抽出できるようにすれば、複数の災

害別リストに容易に反映できる（データベースから必要なものをかたまりで、あるいは個別

に抽出するイメージ）。この方式であれば最初に作成した災害用BCPが地震用でなくとも、

その災害のチェック項目に、地震に必要なものを追加していけば結果的に、同じである。

個々のチェック項目は BCP を組み上げる際に必要な項目で、上述の BCP の構成内容ごと

に分類され、それぞれの内容に複数のチェック項目が含まれていることになる。つまり、チ

ェック項目もユニット化して分類しておけば、災害別の BCP に連動させることが可能とな

る。 

 

【実際の応用方法と展望について】 

 具体的にどのようなイメージであるのかについて地震による震災と、洪水による浸水を

例に挙げて比較を行った（図、表）。ここでは、「事前準備」「災害対策本部」「避難・籠城」

に絞って検討を行った。 
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表 震災対策と浸水対策の比較 

 

 

表に示すように、両者の BCP の内容は異なる点もあるが●が示している項目は、ほぼ同

様の内容である。両者をユニットとして捉え、内容の違いを色分けして模式的に示したもの

が、図である。 

 

事前準備 震災対策BCP 浸水対策BCP

事前対策（設備・建物） 補強 浸水対策

停電対策 ● ●
備蓄（食料・水） ● ●
備蓄（燃料） ● ●
窓ガラス対策（フィルム） ● ●
転倒防止対策 ● ✖

止水対策 ▲ ●
災害対策本部 震災対策BCP 浸水対策BCP

設置前 暫定本部 情報収集班

設置基準 震度6以上 河川の氾濫が濃厚

設置のタイミング 発災後 発災前

設置場所 ● ●
本部長 ● ●
副本部長 ● ●
本部要員 ● ●
本部必要物品 ● ●
避難・籠城 震災対策BCP 浸水対策BCP 津波（参考） 備考

即時避難 ● ●
全病院避難 ● ● ✖ 浸水は籠城

段階的/計画的避難 ● ● ✖

籠城 ● ● ▲
受援 ● ● ▲
支援 （●）✖ （●）✖ ✖ （災害拠点病院）

転院受入れ （●）✖ （●）✖ （災害拠点病院）

多数傷病者受入れ （●）✖ ✖ （災害拠点病院）

：図中の●、▲、✖はイ
メージ

●：BCPに取り上げる項目

（チェック項目と置き換

えても良い）で震災と

浸水とでほぼ同様であ

ることを表している

▲：場合によっては必要

となる

✖：不要
( )：病院によっては必要
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図 震災対策と浸水対策のユニットの比較 

・各項目はユニットとしての BCP の部分を表現 

・左右同色は内容がほぼ同様 

・浸水対策では、発災に前倒しで遂行する項目が多い 

 

同色の部分はほぼそのまま組み入れることが可能である。表には参考として、地震による

津波災害に対してはどうかを避難・籠城の観点から挙げている。待ったなしに限られた対応

しかできない、津波対策は、二つの対策とは大きく異なっている。時間的猶予がない点では、

火災時の消防計画に近いものといえる。また、水害が顕著に増えていることを受け、平成 29

年に浸水区域や土砂災害区域にある医療機関に作成と訓練が義務化された「避難確保計画」

は災害対策 BCPや消防計画（BCP）に必要項目が盛り込まれていれば、作成したものとみ

なされることも、BCP をユニットとして考えることの合理性を示唆しているといえよう。

ここでは取り上げていない、土砂災害や火山災害に対する BCP も火災や津波対応との共通

性も多く、ユニットの応用が作成や変更に役立つものと考えられる。 

 

【まとめ】 

 BCP を大項目ごとに必要なチェック項目をまとめ上げることで、BCP全体を組み上げる

方法を模索し、実際の BCP 策定研修に応用してきたが、大項目にあてはまるチェック項目

を BCP のユニットとして捉え、そのユニットを組み上げることで複数の災害に対しての

BCP 策定が簡便になる可能性を考察した。この方式はすべての自然災害に応用が利くもの

と考えた。 
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各種自然災害に対する「病院避難計画（BCP）」についての考察と避難 BCP 策定のポイン

ト

堀内義仁（分担研究者）

【はじめに】

 近年、国内において、震災や浸水などの自然災害のために医療機関・療養所等の在院・在

所患者が施設外への避難を余儀なくされる事態が増えてきている。「病院避難」という言葉

が使われるようになって久しいが、その避難の形態や方法については、建物の耐震性、立地

条件、地理的条件、施設の特性などから、あるいは災害の種類によって被害は様々であり、

どのような施設がどのような計画や対策を講じておくべきであるのかについては、まとま

った見解が示されておらず、個々の施設での BCP 策定の障壁になっているものと推察され

る。そこで、本稿では、これらを整理して避難 BCP 策定のポイントを示す。 

【病院避難の原則】

 「病院避難」は、被災後の診療体制を早期に復旧するためには、できるだけ避けたい事態

である。ただし避難のタイミングを、それを余儀なくされるまで引き延ばすことは、入院患

者の避けられた死亡や重篤な合併症を生じせしめる結果につながる。それゆえ病院避難の

決定と実行については、「適切な判断基準・評価基準」に基づく「適切な判断」が求められ

る。 

 院内の患者、職員全員の避難は余程の時間と労力がなければ短時間内には無理であり、そ

のため、部分的に行う「早期避難」「段階的避難」が求められる。一方、火災や津波の直撃、

洪水による急な浸水が始まってしまってからでは、逃げられる人だけが逃げる（「緊急避難」

「即時的避難」）という状態となるので、避難計画は、その前の段階でできることを主軸と

して作成すべきである。

避難場所については、安全な場所に安全に避難させることが原則であるが、実際にそのよ

うな場所があるだろうか。風水害であれば、ある程度の予測と猶予時間があり、安全なうち

に搬送困難となる入院患者を他の医療機関に転院させることは可能であるが、多くの災害

では待ったなしに籠城を余儀なくされる。逃げた方が安全なのか、籠城が良策なのかは、多

くの条件によって左右される。これらの原則の中、どの災害が起きたら、何ができなくなり、

その結果が人命に与える影響はどれくらいなのか。何か方策を取っておけばどれだけの減

災が可能となるのか、回復までの損失がどれくらいですむのかをしっかりとイメージする

ことが、避難計画をたてるためのポイントである。

【避難に関する用語の混沌】

 上にも述べたが、一口に「避難」と言っても、時間的、空間的に様々な用語が使われてい

て、本稿をすすめる上でも混乱が生じるので、ここで、様々な「避難」用語を挙げて整理し

てみる（表１）。
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表１：様々な「避難」の呼び方とその内容 

分類 避難の呼び方 意味・内容 

時間的 計画（的）避難 事前の他の施設への避難（転院など）、垂直避難 

事前避難 上記とほぼ同義 

一時（的）避難 一時的な安全な場所への避難 

段階的避難 状況に応じた段階的な避難 

準緊急避難 時間的余裕のないときの避難 

緊急避難 命を守るための避難（「てんでんこ」） 

空間的 水平避難（屋外避難） 院内または院外の安全な場所への避難 

垂直避難（階上避難） 籠城を前提とした階上への避難（計画的/緊急） 

避難後 救助避難（二次（的）避難） 籠城後の避難 

 
表１の中にも（ ）でしめすほぼ同義語もあり煩雑であるが、統一された呼び方は決まって

いないので、本稿ではその意味・内容がなるべくわかるように言葉を補いながら使用してい

く。 

一方で、院内にとどまることを「籠城」と表現する。場合によっては、「院内待機」「入院継

続」などとも言い換えられるが、「籠城」が一般的でわかり易いということで、この言葉は

統一されているようである。 

 
【各種災害で必要となる避難と籠城】 

 避難には種々のものがあるが、計画を立てられるもの、立てなければならないものは時間

的な猶予がある場合に限られる。つまり、救助者であるスタッフの生命が守られる場合であ

る。この限られた場合でも、災害の種類や病院のロケーションによっては、時間的猶予が異

なる。例えば、火山噴火の溶岩流と病院の位置、洪水の浸水想定域であっても浸水深や堤防

の決壊の有無などである。時間的に避難することが可能な場合には、被災状況によってどれ

程の時間の猶予があるのかによって、避難の仕方が異なる。例えば地震によってライフライ

ンだけが途絶した場合は、避難のタイミングを左右するファクターは、食糧や水の枯渇が先

立つが、自家発電が稼働せず、酸素が枯渇する、人工呼吸器などの重要医療機器の使用が不

能となる場合は一部の患者を緊急に避難させる必要に迫られる。余震による建物崩落に対

しては安全な建物への移動で済むかもしれない。土砂災害（土石流、崖崩れ、山崩れ）であ

れば、危険な場所は、山側の一部であるので、火災と同じく水平避難で済むかもしれない。 

籠城は、建物が倒壊する、水没する危険性が高い場合にはできない。このような複雑な条件

は施設の地理的条件や立地条件、周辺状況によって大きく変わるものなので、起こりうる状

況に合わせた避難計画を立てる必要がある。どの災害で、どのような建物被害、ライフライ

ン被害が出て、その場合避難の形態がどうなるのか、籠城になる可能性についての一覧表を
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作成したので参照されたい（表 2）。 
表 2：各種災害と想定される被害、避難の形態、籠城の要否 

 
 
【避難に関わる BCP共通検討事項と避難マニュアル作成へのポイント】 

１）災害対策本部：病院の総力を挙げての対応が求められる災害時には、指揮命令機能、高

次判断機能を持つ、対策本部が必須となる。対策本部は災害の種類に左右されず自然災害用

の本部として規定しておく。 

２）避難基準：災害種によって異なる。災害の混乱の中、本部長に判断をゆだねるのではな

く、「しかるべき基準」を規定しておけば、本部長（あるいは本部長代行が）は冷静に避難

の判断を下すこと出来、その後の迅速な避難関連の組織的行動につながる。 

３）避難方法の決定と関連部門への連絡：状況によって変わることも想定し、本部が決定、

伝達する。状況別を想定した対応が計画に盛り込まれることが重要。 

３）本部決定後の組織的行動：避難に特化した関連組織がなすべきことを BCP で対策本部

の指揮下に規定して確実に遂行する。関連する部門は、防災、エネルギー、病棟の医療者、

ベッドコントロール担当者など。 

４）優先避難者の決定と本部での掌握（時間的猶予があれば）：各部門（病棟）で、避難に

関わる優先度（避難カテゴリー、表 3）を掌握して、本部に報告、本部はそれを掌握する。 

 
表 3：避難カテゴリー（入院患者の移送/搬送の観点からみたカテゴリー） 

 

この基準を、どう運用するのかは、あらかじめ決めておく必要がある。それは、状況（時間

的猶予）によっては、搬送（転院）順位が逆転するからである（極端な話「津波てんでんこ」）。

このカテゴリーを時間的猶予や状況によってどうするのかを BCP として規定しておく。 

５）災害退院：呼び方は災害退院でなくとも良いが、その意味は、震災などで、比較的軽い

病態で入院している患者が、自宅や家族の状態が心配なので一時帰宅したい、あるいは医療

地震 風水害 津波 土砂災害 火山弾 溶岩流 火砕流 火山灰 火災

病院被害
部分的/

倒壊

浸水/

水没
壊滅 部分的 部分的

火災

消失

部分的/

火災消失
軽微

部分的/

消失

ライフライン ✖ ✖ ✖ ▲ ▲ ✖ ▲ ✖/▲ ▲
避難 段階的 事前/部分的 一部 水平 水平/垂直 全病院 水平/垂直 － 水平/屋外

籠城 ● ● ● ● ● － ● ● ●/－

✖：被害甚大　▲：場合によって被害　－：なし

避難

カテゴリー
患者の状態

1 医療機器付き担送患者

2 担送患者（点滴、酸素４Ｌ以下）

3 護送患者

4 独歩（自力階段歩行不可）

5 独歩（自力階段歩行可）
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者側としても、病状の安定している患者のケアをしている余裕がないとの理由から、「災害

退院」あるいは「一時退院」、「一時帰宅」の手続きをして、病院の入院患者数を少なくする

方策。簡易的な同意書やその運用、病院の免責（入院パンフレットに記載や、入院同意書に

その文言が必要）をとっておくことで運用可能となる。 

 
【籠城についての共通項目】 

水害では籠城すれば、あとはあるもので何とかする、SOS を発して、救助・支援を待つ

だけである。BCP として大切なことは、安全に持ちこたえられる策を講じておくことであ

る。ライフラインは途絶えていることが前提であり、その中でできることは、水・食料、寒

冷対策、暗さ対策である。そして組織的な動きとしては、対策本部機能と籠城先での患者管

理（支援）体制である。通常の病棟体制をどう変換するのかも決めておく必要がある。 

 
【籠城からの救助を想定】 

 救助が来たとき、病院として何もしなくて良いわけではない。どのくらいのペースで出す

毛出されるのか、その際に誰から救助してもらうのか。これも決め事が必要となる。さらに

救助された入院患者はどこに移送されるのか。すべて救助者任せではなく、日頃からの決め

事が求められる。 

 
以上、総論的で簡単ではあるが、「病院避難 BCP」に関わる問題点と、基本的な考え方と

策定に向けたポイントを述べた。これらのポイントは、種々の災害に共通する項目であり、

ユニットとして捉えれば、複数の災害に備えた計画に当て込むことが可能である。病院避難

計画を立てるのであれば、病院のハザードやリスクの実情に合わせてこれらの項目に対し

ての実効性のある内容を固めて、応用していただければ、病院避難の BCP 策定に役立てて

いただければと思う。 
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設問 選択枝 追加回答

1 地域の中での位置づけ

地域での位置づけ
あなたの病院は、地域防災計画や防災業務計画の中で地域内での位置づけが

明確ですか？
□はい　　□いいえ

2 組織・体制

常設委員会 あなたの病院には災害対応に関する常設の委員会がありますか？ □はい　　□いいえ

その委員会の規程がありますか？ □はい　　□いいえ

予算 その委員会は、災害対応の予算について審議する権限がありますか？ □はい　　□いいえ

3 災害対策本部

本部長 災害対策本部長とが 災害計画等に明記されていますか？ □はい　　□いいえ

本部要員 本部要員が明記されていますか？ □はい　　□いいえ

本部長代行 対策本部長が不在や連絡が取れない場合、代行者は決められていますか？ □はい　　□いいえ

役割分担 本部要員それぞれの役割が、あらかじめ決まっていますか？ □はい　　□いいえ

事前準備・心構え 対策本部長や本部要員は日頃から研修・訓練を受けていますか？ □はい　　□いいえ （はい→具体的研修・訓練名　頻度　 　）

設置基準 災害対策本部の設置基準が決められていますか？ □はい　　□いいえ （はい→　具体的設置基準　 　）

設置場所は決められているか 災害対策本部の設置場所が決められていますか？ □はい　　□いいえ （はい→　具体的場所　 　）

通信・連絡機能
災害対策本部には、通常の固定電話や携帯電話が不通の場合にも外部と通信で

きる設備が備えられていますか？
□はい　　□いいえ （はい→　具体的通信設備　 　）

災害時インターネット環境
災害時にも使用できるインターネット回線（デジタル通信対応衛星携帯電話等）を

確保していますか？
□はい　　□いいえ （はい→　具体的設備　 　）

WEB環境 本部に常時使用できるWEB会議システムがありますか？ □はい　　□いいえ （はい→　具体的設備　 　）

EMIS
広域災害救急医療情報システム（EMIS）の入力担当者は複数決まっています

か？
□はい　　□いいえ （はい→　担当者職名　 　）

記録管理機能 本部活動を行うための十分なホワイトボード等が確保されていますか　? □はい　　□いいえ

外部連絡先のリスト化 必要な外部連絡先が検討され、明示されていますか？ □はい　　□いいえ

4 診療継続・避難の判断

診療継続・中止の判断
診療（外来診療・手術等）の中断の判断基準が決まっていますか？

□はい　　□いいえ (はい→　具体的基準　 　）

病院避難の判断
入院患者を避難させるための判断基準が決まっていますか？

□はい　　□いいえ (はい→　具体的基準　 　）

5 安全・減災措置

建物 建物の地震対策はなされていますか？ □はい　　□いいえ （□耐震補強　□耐震　□制震　□免震 　）

耐震・安全性診断（発災前） 耐震・安全性診断を受けていますか？ □はい　　□いいえ

応急危険度判定（発災後）
災害発生後に迅速に被災建築物の応急危険度判定（発災後の耐震評価）を受け

ることが検討されていますか？
□はい　　□いいえ

転倒・転落の防止措置
医療機器や棚の転倒・転落物の防止措置について検討され、実施されています

か?
□はい　　□いいえ

6
本部への被害状況の報

告

報告の手順 災害対策本部への報告手順が決まってますか？ □はい　　□いいえ

報告内容の吟味 被災状況を短時間で必要な情報を本部に報告できるよう、その報告内容を吟味

し、わかりやすく整理していますか？
□はい　　□いいえ

報告用紙
災害対策本部に報告すべき被害状況書式が、統一され職員に周知されています

か？
□はい　　□いいえ

設問 選択枝 追加回答

7 ライフライン

自家発電 自家発電装置はありますか？ □ある □ない 　ある（→　 　kVA 台）

停電試験を定期的に行っていますか？ □はい　　□いいえ

大項目

大項目
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自家発電の供給量は通常の１日あたりの電力使用量の何％ですか？ （　　　　　　　　　％） 通常の１日あたりの電力使用量　　　　　　　ｋVA

非常用電源が以下の設備に接続されていますか？

救急部門 □はい　　□いいえ

エレベータ □はい　　□いいえ はい（→何台　　　　　　　　台　）

CT診断装置 □はい　　□いいえ

災害対策本部 □はい　　□いいえ

燃料 自家発電装置の備蓄燃料は十分にありますか？ □はい　　□いいえ はい（→何日分ですか？　（　　　　　　　　　日分）

燃料を優先的に供給を受けるための契約または協定がありますか？ □ある　　□ない

受水槽 受水槽は設置されていますか？ □ある　　□ない ある（→　受水槽の合計容量はどれくらいですか？（　　　KL）

→一日の上水道の使用量　　　　　KLの　　　　％

受水槽、配管には耐震対策が施されていますか？ □ある　　□ない

雑用水道（井戸） 上水道の供給が得られない場合に備えた貯水槽がありますか？ □ある　　□ない ある（→　貯水槽の合計容量はどれくらいですか？（　　　KL）

上水道の供給が得られない場合に備えた井戸等がありますか？ □ある　　□ない ある（→　ある（一日あたりの最大供給量　　　　KL）

下水 下水配管には耐震対策措置が施されていますか？ □ある　　□ない

トイレ
下水が使用不能で水洗トイレが使用できない場合のための計画はありますか（簡

易トイレ、仮設トイレ、マンホールトイレ等）
□ある　　□ない ある（→具体的に記載　　）

ガス
ガスの供給が停止した場合を想定して、プロパンガスボンベの備蓄はあります

か？
□ある　　□ない ある（→備蓄量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

医療ガス
外部からの液体酸素の供給が途絶えたことを想定すると、どのくらいの酸素備蓄

がありますか？
□ある　　□ない ある（→備蓄量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

院内の配管が損傷を受けた場合を想定して、酸素ボンベの備蓄はありますか？ □ある　　□ない ある（→備蓄量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

酸素ボンベの供給を優先的に受けるための契約または協定がありますか？ □ある　　□ない

 食料飲料水 入院患者用の非常食の備蓄はありますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　人分×　　　食分×　　　日分）

職員用の非常食の備蓄はありますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　人分×　　　食分×　　　日分）

非常食の献立は事前に決められてますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　　　　食分）

浄水機はありますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　　　　L/日）

エレ-ベーターが停止した場合の配膳の方法が検討されていますか？ □ある　　□ない

医薬品 医薬品の備蓄はありますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　　　　日分）

医療材料の備蓄はありますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　　　　日分）

医薬品が優先して供給されるための契約はありますか？ □ある　　□ない

医療材料が優先して供給されるための契約はありますか？ □ある　　□ない

通信 外部固定アンテナを有する衛星携帯電話はありますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　　　　回線）

電話が使用不能となった場合を想定して無線等の代替通信設備がありますか？ □ある　　□ない ある（→具体例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

上記の代替通信設備を用いて、定期的に使用訓練を実施していますか？ □はい　　□いいえ

エレベーター 自家発電装置に接続されているエレベータはありますか？ □ある　　□ない ある（→　　　　　　　　　　台）

エレベーター復旧の手立ては検討していますか？ □はい　　□いいえ

優先してエレベータ復旧が可能となるように、エレベータ管理会社と契約や協定

を結んでいますか？
□はい　　□いいえ

エレベータ使用不能時を想定した患者や物資の搬送方法について検討されてい

ますか？
□はい　　□いいえ はい（→具体的な方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

設問 選択枝 追加回答

8 緊急地震速報

緊急地震速報設備を有していますか？ □はい　　□いいえ

大項目
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緊急地震速報設備は館内放送と連動していますか？ □はい　　□いいえ

緊急地震速報設備はエレベータと連動していますか？ □はい　　□いいえ

9 人員

本部要員
緊急参集した職員や帰宅困難な職員のための休憩や仮眠が出来るスペースがあ

りますか？
□ある　　□ない

緊急参集した職員や帰宅困難な職員のための食料・飲料水の供給体制はありま

すか？
□ある　　□ない

参集基準・呼出体制 一斉メール等職員に緊急連絡を行う方法はありますか？ □ある　　□ない

徒歩または自転車で通勤が可能な職員数が把握されていますか？ □はい　　□いいえ
はい（→1時間以内　　　　％、3時間以内　　　％、6時間以内

％、12時間以内　　　　％、　　24時間以内　　　　％）

連絡が取れない場合の院外の職員の参集基準が明記されていますか？ □はい　　□いいえ

自宅にいる職員に対して、災害時に取るべき行動について明記されていますか？ □はい　　□いいえ

職員登録・配置 病院に在院あるいは参集した職員を把握する体制がありますか？ □ある　　□ない 停電時等でもそれは機能しますか

登院した職員の行動手順が周知されていますか？ □はい　　□いいえ

10 診療

マニュアル（手順） 災害時の診療手順を決めたものは整備されていますか？ □はい　　□いいえ

レイアウト
被災患者の受付から、治療・検査、手術、入院、帰宅までの流れと診療場所がわ

かりやすくまとめられていますか？
□はい　　□いいえ

以下の部署の場所、担当者、必要物品、診療手順、必要書式が整備されていま

すか？

トリアージエリア

赤エリア

黄エリア

緑エリア

黒エリア（遺体安置所）

搬送班（搬送担当）

診療統括者
診療統括者を配置し、患者の需要に応じて職員を適切に再配置できる体制にあり

ますか？
□はい　　□いいえ

救急統括者
救急統括者を配置し、手術やICU入院、転院の必要性について統括できるできる

体制にありますか？
□はい　　□いいえ

入院統括者
入院統括者を配置し、入院病棟の決定やベッド移動、増床を統括できる体制にあ

りますか？
□はい　　□いいえ

部門間の連絡方法 災害時の対応部門の電話番号が明示されていますか？ □はい　　□いいえ

通信手段と連絡方法
固定電話やPHSが使用困難な状況においても、無線や伝令等その他の通信手段

にて災害対策本部と統括間の情報伝達が行える体制にありますか？
□はい　　□いいえ

帳票類（伝票類を含む）災害時

カルテ

電子カルテが使用できない状況でも、帳票類を使用して診療機能が維持できます

か？
□はい　　□いいえ

患者情報
電子カルテが使用できない状況でも、入退院の管理や外来受け入れ数の把握が

できるように情報収集し掌握できる体制にありますか？
□はい　　□いいえ

防災センター 災害発生時の防災センターの役割が明確化されていますか？ □はい　　□いいえ

11 電子カルテ

電子カルテや画像システム等診療に必要なサーバーの転倒・転落の防止措置に

ついて検討され、実施されていますか?
□はい　　□いいえ

電子カルテや画像システム等診療に必要なサーバーに自家発電装置の電源が

供給されていますか？
□はい　　□いいえ

自家発電装置作動時に電子カルテシステムが稼働できることを検討・確認してい

ますか？
□はい　　□いいえ

電子カルテシステムに必要なサーバー室の空調は自家発電装置に接続されてい

ますか？
□はい　　□いいえ

電子カルテシステムが使用不能になった場合を想定して、迅速にリカバリする体

制が病院内外にありますか？

□ない　□ある（院内）　□

ある（院外）

設問 選択枝 追加回答

12 マスコミ対応・広報

入院・死亡した患者の情報公開について検討されていますか？ □はい　　□いいえ

大項目

□人（担当者）　□場所　□必要物品　□診療手順　□必要書式

□人（担当者）　□場所　□必要物品　□診療手順　□必要書式

□人（担当者）　□場所　□必要物品　□診療手順　□必要書式

□人（担当者）　□場所　□必要物品　□診療手順　□必要書式

□人（担当者）　□場所　□必要物品　□診療手順　□必要書式

□人（担当者）　□場所　□必要物品　□診療手順　□必要書式
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災害時のマスコミ対応について検討されていますか？ □はい　　□いいえ

記者会見の場所や方法について検討されていますか？ □はい　　□いいえ

13 授援計画

医療チームの受入（ＤＭＡＴ・医

療救護班）
DMAT・医療救護班等の受け入れ体制はありますか？ □はい　　□いいえ

DMAT・医療救護班等の待機場所はありますか？ □はい　　□いいえ

DMAT・医療救護班等の受け入れマニュアルはありますか？ □はい　　□いいえ

ボランティアの受入 医療ボランティアの受け入れ体制はありますか？ □はい　　□いいえ

医療ボランティアの待機場所はありますか？ □はい　　□いいえ

医療ボランティアの受け入れマニュアルはありますか？ □はい　　□いいえ

14 災害研修・訓練

職員を対象とした災害研修を実施していますか？ □はい　　□いいえ

年に1回以上の災害訓練（BCP訓練）を実施していますか？ □はい　　□いいえ

災害対策本部訓練を実施していますか？ □はい　　□いいえ

災害復旧や長期的な対応を検討するための机上シミュレーション等を実施してい

ますか？
□はい　　□いいえ

15 災害対応BCP

BCPの存在 災害時の対応BCP（行動計画、アクションカード）はありますか？ □はい　　□いいえ

BCPの維持管理体制
BCPは、訓練や研修を通じて、適宜改善されていますか？

□はい　　□いいえ

BCP管理部門 BCPを管理する部門が院内に規定されていますか？ □はい　　□いいえ

BCPの周知 BCPは、全職員に十分に周知されていますか？ □はい　　□いいえ

発災時間別の対応 発災時間別の対応について、明記されていますか？ □はい　　□いいえ

その他のBCPとの

整合性
火災時のBCP、地域防災計画との整合性はとれていますか？ □はい　　□いいえ
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令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

分担研究報告書 
 

「浸水被害を想定した病院避難に関する研究」 

 

研究分担者  阿南英明 （神奈川県庁理事 /藤沢市民病院副院長） 

 

研究要旨 

【目的】突発する地震被害とは異なる特性を有する水害に関して病院での患者避難に関

する判断のあり方について検討し、「水害における病院避難の受援および支援に関する指

針」を策定することを目的とした。【方法】水害を経験した有床医療機関や支援をした

DMAT との意見交換を通して病院避難に至る判断の進め方について検討した。また、災害

時の「病院行動評価群 Ver4」との整合性を踏まえて検討した。【結果】受援医療機関・

施設としての判断として平時の準備、水害発生前の事前の病院避難判断、事後における

判断と実施についてまとめた。また、支援組織の活動に関して、CSCATTT に基づき記載

した。【結論】浸水被害に特化して病院避難の考え方と手順をまとめ、「水害における病

院避難の受援および支援に関する指針」を策定した。  

研究協力者  

山崎元靖 済生会横浜市東部病院 

高橋礼子 愛知医科大学 

 

Ａ．研究目的 

平成 28 年 29 年度厚生労働科学研究費補

助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害

等の各災害に対応した BCP及び病院避難計

画策定に関する研究」(代表研究者 本間

正人)の分担「病院避難についての概念、

消防、自衛隊との連携についての研究」

（分担研究者 阿南英明）において、受援

および支援における各種災害に関して包括

的な病院避難判断のマニュアルを示した。

しかし、降雨気象情報や浸水危険域などの

ハザードマップとの対比検討を事前に可能

である点や回復の期間など、突発する地震

被害とは異なる特性を有する水害に関して

病院での患者避難に関する判断のあり方に

ついて検討し、「水害における病院避難の

受援および支援に関する指針」を策定する

ことを目的とした。  

 

Ｂ．研究方法 

水害を経験した有床医療機関や支援をし

た DMAT との意見交換を通して病院避難に

至る判断の進め方について検討した。ま

た、令和４年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（地域医療基盤開発推進研究事

業）大規模災害時における地域連携を踏ま

えた更なる災害医療提供体制強化に関する

研究 （研究代表者：小井土雄一）の分担

研究「DMAT の効果的な運用に関する研究」

（分担研究者：阿南英明）において示した

災害時の病院行動評価群 Ver4 との整合性

を踏まえて、受援、支援の判断の検討をし

た。 

 

Ｃ．研究成果 

水害被害を想定した場合の病院避難の判断

に関して、受援医療機関等および支援団体

各々の視点で「水害における病院避難の受

援及び支援に関する指針」としてまとめ

た。（別添資料） 

 

【受援医療機関・施設としての判断】 

１．平時における準備  

１）ハザードマップに基づく浸水危険性の

把握など自院脆弱性と想定浸水深度から建
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物階数など垂直避難の可否検討をする。 

２）実施時に都道府県や市町村の災害対策

本部に対して支援要請をするので連絡先と

連絡方法を把握する。 

３）停電によって電子情報抽出できない場

合を想定して患者一覧表を準備できる体制

を検討する 

４）電子カルテの情報抽出が困難なことが

ある。院外サーバーの利用などクラウディ

ング機能の活用を検討する。 

５）外部から支援者が来た際に示す院内地

図を準備する。 

６）本指針に基づいた訓練を実施してその

実効性を検証するとともに、必要に応

じて変更を行う。 

2．病院避難の判断手順 

１）危機切迫に際しての事前避難 

実際の災害が発生していないが、気象状

況から水害発生の危険性が切迫している場

合に、施設の管理者が危険情報や避難に関

する勧告・指示に基づいて、病院避難実施

を判断することがある。また、後述する水

害発生後の患者搬送は非常に多くの労力を

要するので、短期間の医療提供の途絶に対

する忍容性が低い患者を選定して事前に移

動することも重要な判断である。 

２）水害発災後の病院避難判断 

被災病院として、病院行動評価群 Ver4

に基づく自己評価を実施する。群 0または

１に相当する場合の中で、一部の患者の搬

送の必要性を判断する。短期間の医療提供

途絶が生命維持に影響する可能性が高い患

者を選別して搬送する選択と、全患者の避

難が必要だと判断する場合がある。 

3．病院避難の実施 

１） あらかじめ決められた手段で自力避

難を開始することは可能である 

２） 搬送支援の要請：人手や搬送車両な

ど外部からの支援が必要なことが多い

ので、自治体の災害対策本部等を通し

て DMAT 等を要請する。 

 

 

【支援組織の活動】 

C：command and control 指揮命令・連携 

１）実施依頼調整の主体として都道府県災

害対策本部または市町村災害対策本部など

の体制下で行う。消防、自衛隊、警察、海

上保安庁、DMAT 等は救助、医療介入、搬送

先調整などの役割分担と実務調整を明確化

する。 

２）現地の連絡指揮体制の確立 

・消防、自衛隊、警察、海上保安庁と DMAT

等医療チームの現地合同調整所を設置し

て、避難病院と都道府県災害対策本部との

連絡を一本化する。  

S：Safety 安全 

１）危険性の評価 

ハザードマップに基づく浸水域や深度な

ど立地条件や建物構造の確認をする。天候

予測、水位変化情報、浸水推定図（国土地

理院）を活用する。 

C：Communication 情報共有 

１）災害対策本部内で関係機関同士や、現

地合同調整所での情報共有に努める。 

２）EMIS を活用する。 

３）各患者情報（カルテ内容）をまとめて

印刷したり、DMAT の「災害時診療情報提供

書（医療搬送カルテ）」を利用するなど、

各患者と一体化させる。 

４）新たな状況や道路情報を常に共有す

る。 

A: Assessment 評価と計画 

１）断水・停電等ライフライン途絶など機

能喪失の判別をする。 

TTT：Triage Treatment Transport（トリ

アージ、治療、搬送） 

１）患者の病態と搬送手段、受け入れ病院

の状況から優先順位判断をする。 

２）可能な限り避難病院の資材を用いる

が、適宜 DMAT 資機材および消防その他の

機関の資機材を用いて医療を継続する。 

３）患者数と病態情報、道路情報、ヘリポ

ート確保状況から災害対策本部で搬送手段

の確保を行う。 

 

73



 

 

Ｄ．考察 

平成 29 年度に水防法および土砂災害防

止法が改正され、水害や土砂災害に際し

て、避難準備計画の作成が医療機関に義務

付けられた。ことを踏まえて、平成 28 年

29 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医

療基盤開発推進研究事業）「地震、津波、

洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対

応した BCP及び病院避難計画策定に関する

研究」として、病院避難の用語、概念、実

施指針をまとめた。しかし、地震を中心に

構築してきた内容に、種々の災害種別とし

ての浸水被害としての特性を盛り込んだ内

容であった。今回の研究では、その後得ら

れた知見に基づいて水害の特性をクローズ

アップして病院避難に関する指針をまとめ

なおした。病院避難は、病院の入院患者全

員を他の場所へ避難させることを指してお

り、実施に当たっては、非常に多くの支援

力と時間を要する。一方、災害によっては

停電や各種資材の途絶などの被害があって

も時間経過によって回復が見込める場合が

ある。「病院行動評価群 Ver4」では、こう

した事態を踏まえて、被害状況を自己判断

して、即時その場から避難すべき事態か、

復旧が見込まれるのか、損なわれた機能の

種類から生命の危険性が高い患者を選別し

て搬送することなどを示されている。この

考え方との整合性を踏まえて、水害におい

て受援医療機関等が病院避難の実施を判断

する考え方と手順を示した。また、支援組

織の活動は、被害発生前の活動も想定に加

えて CSCATTT に基づいて示した。水害は通

常、台風や線状降水帯などに伴う連続的な

大量降雨に伴って発生する。この場合気象

情報解析の進歩によって事前に様々な危険

性が示される。また、全国の水害発生時の

浸水予想域はハザードマップとして示され

ていることから、発生前にその危険性を予

測することの重要性が説かれている。こう

した観点から、水害発生の前に病院避難の

必要性を判断できる医療機関等が存在、発

災前の避難が実施される可能性がある。こ

の場合、支援組織としては、支援活動開始

前や活動中に浸水が始まり被害に巻き込ま

れる可能性を念頭に種々の判断をすること

が求められる。 

 

Ｅ．結論 

 浸水被害に特化して病院避難の考え方と

手順をまとめ、「水害における病院避難の

受援および支援に関する指針」を策定し

た。  

 
Ｆ．健康危険情報 
特になし 

 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 

〇阿南英明．新型コロナウイルス感染症の

医療提供体制の振り返りと将来展望－神奈

川県の取り組みを中心に－．保健医療科学 

2022.71;(4):324-334. 

〇阿南英明．災害医療の視点から見た

COVID-19 に対する公衆衛生システムの現状

と課題．公衆衛生 2022.7;86(7):612-619 

〇阿南英明．第 11 章自治体における医療

体制整備．令和 4年度地域保健総合推進事

業新型コロナウイルス感染症対応記録 正

林督章,和田耕治編．一般社団法人日本公

衆衛生協会,2023．297‐299． 

〇中森知毅  長倉秀幸  川村太一  村田沢

人  阿南英明  赤星昂己  小川理郎   萩

原鈴香 天野智仁. かながわ緊急酸素投与

センターの有用性と課題 Japanese Journal 

of Disaster Medicine. 

2022.10;27(Suppl.):139-142. 

〇阿南英明 山崎元靖 中森和毅. 神奈

川県におけるコロナ対策本部活動と戦略 

Japanese Journal of Disaster Medicine 

2022.10;27(Suppl.):35-39. 

〇阿南英明 山崎元靖 中森和毅 竹内一

郎 近藤久禎． 感染症事案から船内の災

害としての対応の転換による事態収拾 

Japanese Journal of Disaster Medicine 

2022.10;27(Suppl.):10-13. 
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〇Takayuki Ohishi, Takuya Yamagishi,  

Hitomi Kurosu, Hideaki Kato, Yoko 

Takayama,Hideaki Anan, Hiroyuki 

Kunishima.  SARS-CoV-2 Delta AY.1 

Variant Cluster in an Accommodation 

Facility for COVID-19: Cluster Report 

International Journal of Environmental 

Research and Public Health. 

2022.7;19(15):9270. 

 

2.  学会発表 

〇阿南英明． 戦略的な COVID-19 対応策と

災害時医療との接点～感染症流行期におけ

る法歯科学～【特別講演】日本法歯科医学

会第 16回学術大会 2022.5.15. （横浜） 

〇阿南英明．神奈川県におけるコロナ対応

戦略【特別講演】第 72回日本病院学会 

2022.7.8. （松江） 

〇阿南英明．病院薬剤師の役割が求められ

たコロナ医療体制【シンポジウム】日本病

院薬剤師会関東ブロック第 52回学術大会 

2022.8.21. （横浜） 

〇阿南英明．COVID-19 の災禍発生時に構

築した保健医療体制を修正変更するロード

マップの必要性【シンポジウム】第 81回

日本公衆衛生学会総会 2022.10.7. （山

梨） 

〇阿南英明．救急医としての危機的対応～

必要なことを提供できないときの医療・高

カリウム血症への対処～【イブニングセミ

ナー】第 50 回日本救急医学会総会・学術

集会 2022.10.19. （東京） 

〇阿南英明．COVID-19 の体験は日本の医

療構造改変を導き出せるか【専門家セッシ

ョン】第 50 回日本救急医学会総会・学術

集会 2022.10.21. （東京） 

〇阿南英明．FUTURE CASTING【FUTURE 

CASTING】第 50 回日本救急医学会総会・学

術集会 2022.10.21. （東京） 

〇阿南英明．新型コロナウイルス感染症で

見えた地域包括ケアシステムの課題【特別

講演】国際リンパ浮腫フレームワーク・ジ

ャパン研究協議会第 11回学術集会 

2022.11.5.  

○阿南英明．救命という目的達成のために

動き出した CBRNE災害・テロ対応の改変～

病院での対応を中心に～【特別企画 7】第

28回日本災害医学会総会・学術集会 

2023.3.10． （岩手） 

○阿南英明．COVID-19 対応経験から見た健

康危機管理対応の人材と組織の在り方【シ

ンポジウム】第 28回日本災害医学会総

会・学術集会 2023.3.9.（岩手） 

○阿南英明．本邦における CBRNE災害対応

の新たなトリアージ【シンポジウム６】第

28回日本災害医学会総会・学術集会 

2023.3.10.（岩手） 

○阿南英明．神奈川県における小児周産期

リエゾンを活用した COVID-19入院調整体

制の教訓【小児周産期委員会企画】第 28

回日本災害医学会総会・学術集会 

2023.3.9.（岩手） 

○阿南英明．教えて先生！学生×専門家

【DMAS企画（座談会）】第 28回日本災害医

学会総会・学術集会 2023.3.11.（岩手） 

○阿南英明．MCLS-CBRNE コースの改訂につ

いて、MCLS の新たなコースの照会【MCLS

委員会企画】第 28回日本災害医学会総

会・学術集会 2023.3.10．（岩手） 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

特になし
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水害における病院避難の受援及び支援に関する指針
【はじめに】

水害被害を想定した場合の病院避難の判断に関する受援および支援を実施する際の指針を示し

た。

【受援医療機関・施設としての判断】

1． 平時における準備

１）自院脆弱性に基づく判断基準

ハザードマップに基づく浸水危険性の把握が必要であり、浸水エリア内の場合に浸水深度から

建物階数など垂直避難の可否検討をする。

２）実施時に支援要請連絡先と連絡方法

災害対策本部：都道府県（            ）

市町村 （            ）

例）都道府県災害対策本部・DMAT 調整本部 等

連絡方法：固定電話、衛星携帯電話、MCA 無線、防災無線

３）患者一覧表を準備できる体制を検討する

停電によって電子カルテが停止するなど、情報の抽出ができない場合を想定して対策をする。 
４）患者情報（カルテ情報）アクセスのレジリエンス向上

電子カルテの普及によりカルテ情報抽出が困難なことがある。院外サーバーの利用などクラ

ウディング機能を導入している場合には情報を別手法で入手することができる可能性がある。

５） 院内地図の準備

外部から支援者が来た際に示す院内地図を準備する。地図に基づいて院内の避難経路を確定

しておく。

６）連絡・支援要請・実施に関する訓練

本指針に基づいた訓練を実施してその実効性を検証するとともに、必要に応じて変更を行う。 
２．病院避難の判断手順

１）危機切迫に際しての事前避難

実際の災害が発生していないが、気象状況から水害発生の危険性が切迫している場合に、施

設の管理者が危険情報や避難に関する勧告・指示に基づいて、病院避難実施を判断することが

ある。その場合、避難勧告や指示などレベル毎の行動が求められる。

準備：患者情報の集約と医療搬送カルテ等の準備

勧告：患者毎の医療情報を記載。避難先の抽出・連絡

指示：実施の決定。避難先への連絡。

後述する水害発生後の患者搬送は非常に多くの労力を要するので、短期間の医療提供の途絶

に対する忍容性が低い患者を選定して事前に移動することも重要な判断である。

２）水害発災後の病院避難判断

被災病院として、病院行動評価群 Ver4 に基づく自己評価を実施する。群 0または１に相当す

る場合の中で、一部の患者の搬送の必要性を判断する。短期間の医療提供途絶が生命維持に影

響する可能性が高い患者を選別して搬送する選択と、全患者の避難が必要だと判断する場合が

ある。

3．病院避難の実施 
３） あらかじめ決められた手段で自力避難を開始することは可能である

４） 搬送支援の要請：人手や搬送車両など外部からの支援が必要なことが多いので、

自治体の災害対策本部等を通して DMAT 等を要請する。

【支援組織の活動】
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C：command and control 指揮命令・連携 
１） 実施依頼調整の主体として都道府県災害対策本部または市町村災害対策本部などの体制

下で行う。 
・被災病院からの支援要請に基づいて、都道府県災害対策本部による支援計画を発動する。 
・役割分担：複数の組織が病院避難の支援活動を実施する場合、実務調整（医療介入・搬送先調

整）毎に消防、自衛隊、警察、海上保安庁、DMAT 等の医療チームの役割を明確化する。 
消防、自衛隊、警察、海上保安庁：病院内の救助活動と搬送活動 
DMAT 等：患者トリアージと搬送時の医療継続、搬送先病院とのマッチング 

現地合同指揮所・活動拠点本部・県調整本部間の情報共有を行う 
  ＊精神科病院の場合 DPAT による調整が行われる 
・搬送手段の確保に関する調整を関係機関で行う。 
  消防、自衛隊、警察、海上保安庁、DMAT 等の車両やヘリの確保；ヘリの場合はヘリポー

トの確認が重要である。ヘリの重量やサイズが異なるので、広さと重量に対する耐久性の確認

が必要である。 
２）現地の連絡指揮体制の確立 
・消防、自衛隊、警察、海上保安庁と DMAT 等医療チームの現地合同調整所を設置して、避難

病院と都道府県災害対策本部との連絡を一本化する。 避難病院の連絡担当者または管理責任

者との調整をするための人選や方法を確認する。 
 
S：Safety 安全 
１） 危険性の評価 
立地条件や構造の確認；事前情報が重要である。特に発災前の活動では、ハザードマップに基

づく浸水域や深度事前に把握しておくべき事項である。天候予測、水位変化情報、浸水推定図

（国土地理院）を活用できる。 
＊浸水推定図は、必ず作成されるとは限らないが、一般的にはヘリコプターによる写真撮影後、

６時間程度で完成する。被災都道府県の災害対策本部に提供され、国土地理院のホームページ

でも公開される。 
 
C：Communication 情報共有 
１） 関係機関同士や各機関内の情報共有 

災害対策本部内で関係機関同士や、現地合同調整所での情報共有は必須である。危険発生・

発見時に迅速な伝達をするように努める。 
２）活動全体の情報共有 

EMIS を活用した情報管理など、本部と現場が一元的に情報を共有することが重要である。 
３）患者情報管理 

各患者情報（カルテ内容）をまとめて印刷し各患者と一体化させる。 
DMAT の「災害時診療情報提供書（医療搬送カルテ）」を利用することは有用である。 
例）患者の体にカルテ情報をテープで固定したケースがある。 
＊電子カルテの普及によりカルテ情報抽出が困難なことがある。院外サーバーの利用などク

ラウディング機能を導入している場合には情報を別手法で入手することができる可能性が

ある。 
・患者トラッキングは重要である。搬送先一覧表を作成して管理する。 

４）新たな状況や道路情報を常に共有する。 
 
A: Assessment 評価と計画 
１） 断水・停電等ライフライン途絶など機能喪失の判別 

発災前の救助活動を開始する場合に、気象状況から水害発生の危険性が切迫度合を考慮し、
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施設の管理者と状況を共有し危険情報や避難に関する勧告・指示に基づいて、病院避難実施の

是非と接近の可否を判断する。その場合、避難勧告や指示などレベル毎の行動が求められる。

また、2 階建て以上の鉄筋コンクリート建築では垂直避難が可能な施設か否かを判断する。 
 

TTT Triage Treatment Transport トリアージ、治療、搬送 
１）優先順位付け 
 ・患者の病態と搬送手段、受け入れ病院の状況から優先順位判断をする。 
２）搬送に伴う経過の診療継続 
 ・必要な医療資源は可能な限り避難病院の資材を用いるが、適宜 DMAT資機材および消防そ

の他の機関の資機材を用いる。 
３）搬送手段 
・患者数と病態情報、道路情報、ヘリポート確保状況から災害対策本部で搬送手段の確保を

行う。 
・陸送：消防車両、自衛隊車両、警察車両、DMAT車両、バス 
・空路：ドクヘリ、消防防災ヘリ、自衛隊機、都道府県警ヘリ、海上保安庁ヘリ 
 
搬送手段によらず、診療継続の観点から必要に応じて DMAT同乗の要否の判断をする。 
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令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

 

分担研究報告書 

「浸水被害を想定した病院 BCP の遠隔研修にかかわる研究」 

 

研究分担者 三村誠二 （国立病院機構本部DMAT事務局 次長） 

 
研究要旨 
南海トラフ地震津波では徳島県は甚大な浸水被害が危惧されている。医療機関、行政、医師会等が

連携して図上訓練形式で病院避難シミュレーション研修を行ってきた。本研究では浸水被害のシナリ

オを新たに作成し、WEBで実施可能な研修プログラムや教材を作成し、それらの教材を用いて遠隔

研修会を試行し、BCP研修の今後のあり方に関して提言を行う。 
 

 
 
A. 研究目的 

新型コロナウイルス感染症災害によるコミ

ュニケーション方法の変化は、テレワークな

どの遠隔会議のリテラシーを大きく前進さ

せた。また、医療施設におけるBCP（事業継

続計画）はさらに現実性を帯び、またその重

要性を再認識させられた。また、近年の気候

変動による熱帯化により豪雨災害の危険性

も増している状況において、ライフライン関

係などBCP策定と改訂が各医療施設において

求められている。本研究ではBCP策定、改訂

のための研修用の教材作成、遠隔での研修方

法を検討する。 

 
B. 研究方法 
 研修が制限される中、オンライン会議、リモ

ートワークなどによる既存のWEB会議アプ

リケーションが普及した。前回では、遠隔集合

にあたってオンライン会議のアプリケーショ

ン使用を前提として研修内容を検討した。シ

ナリオを作成し、Eラーニングで事前勉強、シ

ミュレーションをユニット化し組み合わせ可

能とし、それぞれのユニット内容の検討を行

った。 
今回は研修方法として、普及している代表的

なアプリケーションのいずれでも開催が可能

かつグループワークが可能な研修方法を検討

した。また、事前に聴講可能なEラーニングシ

ステムに関しても検討した。またユニットの

内容に関しても、さらに組み合わせが柔軟に

行えるように、見直しを行った。 
① アプリケーションの機能に依存度の低い

ディスカッション方法 
② ワークショップ内容のユニット化の見直

し 
③ BCP策定のみならず改訂作業にも言及 
④ Eラーニングの策定 
 
C. 研究成果 
①ディスカッション方法について 
WEB会議アプリケーションには全体での会

議、個別グループ作成、時間管理、ファイル共

有、録画などの機能が搭載されているが、個々

に機能が異なっている。どのアプリケーショ

ンを使用しても行える研修方法を検討した。 

 
WEB研修システムとして、ハードウェアに関
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しては一般的なPC、通信環境の整備は最低限

必要と考えられた。PCもカメラ付きが必要で、

可能であれば独立型のカメラ（会議室全体を

映す）を使用。 

 

 
研修の流れは、プレゼンターが講義、想定付与、

設問提示を行う。参加者はグループで参加（病

院単位など）し、グループワークを行い全体で

代表者が発表を行う。プレゼンターが質疑応

答を受け、フィードバックを行う。実際にシス

テムを用いてシミュレート行った。結果、グル

ープワーク中にWEBアプリケーションでの

ファイル閲覧が行えるようにするアイデアが

出たが、オプションとして有用と考える。 
②ワークショップ内容のユニット化の見直し 

 
ユニット内容に関して、前回から見直しを行

った。前回の研究では業務別に重点をおいた

ユニット（本部、ロジスティクス、籠城、病院

避難）であったが、より内容が分かりやすくす

るために、タイムラインの概念と、具体的な内

容を主な柱とした。 
・BCPの意義 
BCPの実災害における実例を提示し、BCPの
意義を再認識できるようなディスカッション

を行う。 
・準備期：備蓄、施設の強靱化（レジリエンス）、

職員間のネットワーク、通信などの項目に関

して検討行う。 
・急性期：災害対策本部の立ち上げ、各部門の

急性期対応（従来の災害対策マニュアルにあ

たる）について検討する。 
・タイムライン・トリガー 
浸水被害においては、気象情報、河川氾濫情報

などから発災前から行動を開始する。そのた

めに重要なタイムラインとトリガーの概念を、

シミュレーションを通して伝える。 
・病院行動評価 
被災病院の行動に関しては、阿南らの「被災病

院の行動ステップと行動確定ver.4」に詳しい。

評価の流れをBCP策定に組み込む有用性を伝

える。 

80



 
そこから病院の行動としての、避難、籠城、通

常運用/病床拡張のフローをDMAT技能維持

研修でも伝えている。 

 
・指揮系統 
これは急性期の中でも本部運営に主眼をおい

たユニットである。本部の立ち上げから、現状

分析と課題・活動方針を立てるシミュレーシ

ョンを行う。 

 
この現状分析と課題もDMAT養成研修で伝え

ている内容であり、新型コロナウイルス感染

症対応の中で開発されてきたものである。都

道府県新型コロナウイルス感染症入院調整本

部、保健所、クラスター発生施設などを支援す

る中で、現状をまとめ活動方針を立てること

が有効であったことから、自然災害対応にも

その内容が反映された。 
 
・籠城支援 
ここでは施設のライフラインについてBCPに
まとめ、被災時の受援について検討する。ライ

フライン情報についてはEMIS（広域災害救急

医療情報システム）の基本情報入力が情報で

あることを伝えるため、その内容について検

討する。被災地域のライフライン情報のまと

めと活用については、高橋らの「DHCoS（災
害時病院対応と病院籠城支援シミュレーショ

ン）」に詳しい。 

 

 
・BCPの改訂 
多くの医療施設でBCPが策定されているが、

その改訂が行われていない、または改訂方法

が分からないという施設が多い。このユニッ

トでは、サンプルのBCPを用い、災害の想定

を提示、どのようにBCPに反映するかを討論

する。 
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D. 考察 
・遠隔研修：様々な会議、研修がWEBミーテ

ィング形式で開催されている。BCP研修にお

いても遠隔研修が導入されているが、グルー

プワークを主眼にすると、グループワークご

とをWEBで結ぶ方式が行いやすい。しかし、

場所、機材、通信環境などの問題がある。施設

単位で施設の会議室等からの参加が研修には

丁度良いと言えるが、このことがリミテーシ

ョンとなる可能性がある。 
・研修のユニット化：ユニット化は開催側、受

講側双方にとって有用な方法である。しかし

時間配分の見直し、ユニットの内容そのもの

の改訂などは継続的に必要と考える。 
 
E. 結論 
BCPの遠隔研修は有用である。数多くのWEB
研修、会議が行われる中、参加者のモチベーシ

ョンや参加しやすさを保ち、時間配分も自由

に変更ができるユニット化した遠隔研修を今

後も普及に努める。 
 
G. 研究発表 
１．論文発表 
・徳島県におけるCOVID-19クラスター対応：

日本災害医学会雑誌, vol 27, 2022.9, p108-
112 
２．学会発表 
・徳島県における新型コロナウイルス感染症

対応第22回日本プライマリ・ケア連合学会四

国ブロック支部地方会, 11/19/2022 徳島県

医師会館 

・大規模災害時の対応とBCP〜医療機関と企業

の連携、地域の籠城〜 

大塚製薬・大塚グループ社内勉強会, 11/24/2
020 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

特になし
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令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

 

分担研究報告書 

「徳島県内の医療機関におけるBCP連携に関する研究」 

 

研究分担者 氏名 湯浅 恭史 （徳島大学環境防災研究センター/講師） 

 
研究要旨 
地域の災害時医療体制の実効性確保を目的として、地域内の医療機関において策定されている BCP（事業

継続計画）を共通のタイムラインによって連携をするために必要な方策と BCP 策定手法について徳島県を

フィールドとして実践的に研究する。また、医療機関以外のライフライン事業者や行政等との必要な訓練

方法についても検討を行うため、令和 4年度は以下のとおり実施した。 

① 共通タイムラインに基づく BCP 訓練方法の検討 

② BCP 訓練の実施と改善方法の検討 

③ BCP連携を検討する上での課題 
 

A. 研究目的 
現在、医療機関でのBCP策定が推進されてい

るが、各医療機関が個別にBCP策定・運用を

進めていることから、内容にバラツキがある。

それらを最適化するために共通のタイムライ

ンに基づくBCP策定手法を検討し、それらに

より医療機関同士が連携をするための方策に

ついて検討することを目的とする。 
 
B. 研究方法 
以下の①〜③について徳島県をフィールドと
して、実践的に研究を行う。 
①共通タイムラインに基づくBCP訓練方法の
検討 
②BCP訓練の実施と改善方法の検討 
③BCP連携を検討する上での課題 
 
C. 研究成果 
令和4年度は、共通タイムラインに基づく訓練

手法の検討を行い、徳島県内の医療機関での

訓練の実施し、改善方法の検討とBCP連携を

検討する上での課題を抽出した。また、徳島県

内の医療機関を対象とした訓練手法の研修会

を実施した。 
 
 
D. 考察 
医療機関でのBCP連携を検討するために共通

タイムラインに基づく訓練手法を検討し、徳

島県内の医療機関での訓練を実施した。発災

後の医療機関での対応状況等を明確に把握し、

外部への情報発信を明確にする必要があるが、

訓練では医療機関内の対応に追われることと

なった。BCPにより医療機関での初動対応の

明確化と訓練等の習熟することにより、医療

機関の連携に進むことができる。 
 
E. 結論 

地域医療を継続していくためには、BCPに基

づく災害後の共通タイムラインをベースと

して、地域内での医療機関同士の連携が重要

であり、その実践が今後の課題となる。 

 
G. 研究発表 
１．論文発表 
なし 
 
２．学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

特になし
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令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

 

分担研究報告書 

「頻発・激甚化する豪雨水害とBCPのあり方に関する研究」 

 

研究分担者 佐々木宏之（東北大学災害科学国際研究所 災害医療国際協力学分野 准教授） 

 
研究要旨 
【目的】過去の豪雨水害と病院被害の様相について地理情報システム(GIS)的視点を加味して分析し、今後

の国内各病院や地域医療の災害時事業継続に資する対応策を検討する。【研究方法】①洪水浸水想定区域・

土砂災害ハザードエリアと病院マッピング：厚労省各地方厚生局及び都道府県の公開する病院所在地情報

と、国交省公開の国土数値情報（洪水浸水想定区域データ）からGISソフトウェア（ArcGISシステム、ES
RIジャパン社）を用いて、洪水浸水想定区域・土砂災害ハザードエリア内に立地する病院について解析。

②浸水病院事例解析：過去に浸水被害を経験した病院について報道ベース、「医学中央雑誌」文献ベースで

解析。③洪水・土砂災害を加味し病院BCPに含める要素について国交省「建築物における電気設備の浸水

対策ガイドライン」等をもとに建築工学、BCP研究者視点から検討。【結果】①災害拠点病院765病院中22
1病院（28.9%）、非災害拠点病院7406病院中2044病院（27.6%）が洪水浸水想定区域内に立地。また災害

拠点病院765病院中19病院(2.5%)、非災害拠点病院7406病院中405病院（5.5%）が土砂災害ハザードエリア

内に立地。②報道・文献ベースの解析では、浸水被害を経験したほとんどの病院が洪水浸水想定区域内に

立地。③既存・新規設置病院別、ハザードマップ上の想定浸水深別、さらにタイムラインとして、水害に対

する病院BCPに盛り込むべき項目を抽出した。【考察】国土数値情報（洪水浸水想定区域データ）内には全

ての二級水系データ、内水氾濫のデータが網羅されているわけではないため、洪水浸水想定区域内に含ま

れる病院数は本研究結果よりも多くなる可能性が高い。水害・土砂災害において脆弱なのは日頃ハザード

に曝露されていない地域であり、過去の水害・土砂災害歴、土地利用変遷を知ることでリスクを認識でき

ることもある。水害を念頭に置いたBCPに含めるべき要素も抽出したが、これら実践によっても全ての水

災を防ぐことはできない。しかし、被災する病院数、被災程度、復旧に要する時間・資金、被災住民への影

響を低減し、公的支援力の更なる有効活用を目指すことができる。 
 
【研究協力者】

○ 橋本雅和（東北大学災害科学国際研究所災害ジ

オインフォマティクス研究分野） 
○ Erick Mas（同研究所災害ジオインフォマティ

クス研究分野） 
○ 榎田竜太（同研究所地震工学研究分野） 
○ 丸谷浩明（同研究所防災社会推進分野） 
○ 森口周二（同研究所計算安全工学研究分野） 
 
A. 研究目的 
過去の豪雨水害と病院被害の様相について地理

情報システム(GIS)的視点を加味して分析し、今後

の国内各病院や地域医療の災害時事業継続に資す

る対応策を検討する。 
 
B. 研究方法 
図1に示す研究工程、役割分担よって研究を実施
した。 
〈洪水浸水想定区域及び土砂災害ハザードエリア
内に立地する病院分析〉 
過去の豪雨水害及び浸水シミュレーション等を
もとに国、自治体によって設定されたハザードマ
ップ内に立地する病院について地理情報システム
(GIS)的視点から分析した。具体的には、洪水浸水
想定区域（研究①）及び土砂災害ハザードエリア

（研究②）については「国土数値情報（洪水浸水想
定区域データ）」（国土交通省、https://nlftp.mlit.
go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-A31-v2_2.html#
prefecture04、2021年11月18日取得）を、病院位
置情報については「広域災害救急医療情報システ
ム(EMIS)」（厚生労働省）、厚労省各地方厚生局
及び都道府県ホームページ上で公開している病院
名簿の所在地情報（2022年8月15日~9月1日取得）
から算出した座標を用いた。研究所年度において、
商用データベース（PAREA Medical 病院・診療
所（2021年度版、国際航業社）を用いて研究を実施
していたが、研究に用いるための病院データに欠
損が多く、最終的にはEMIS及び各地方厚生局及び
都道府県公開データを用いて研究を実施した。ES

令和4年度令和3年度実施項⽬（担当）

GIS解析（洪⽔浸⽔想定区域or ⼟砂災害
ハザードエリア×病院プロット）
（佐々⽊、橋本、エリック、森⼝）

浸⽔病院事例分析（机上）
（佐々⽊、橋本、榎⽥、丸⾕）

洪⽔浸⽔or⼟砂災害に関し
病院BCPに含める構成要素の抽出
（佐々⽊、橋本、榎⽥、丸⾕）

最終成果物取りまとめ（論⽂？提⾔？）
（佐々⽊ほか全員）

研究①
研究②

研究③

研究④

図 1 研究計画⼯程 
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RIジャパン社「ArcGIS」システムを用いて洪水浸
水想定区域及び土砂災害ハザードエリア内に立地
する病院を明らかにした。担当：防水水工学橋本、
斜面災害森口、GISエリック、災害医療佐々木。 
 
〈過去の水害で浸水した病院の事例分析〉 
「医学中央雑誌」（医学中央雑誌刊行会、https://w
ww.jamas.or.jp）で入手可能な原著論文、インター
ネット上に公開されている報道記事をもとに事例
解析を行った（研究③）。担当：災害医療佐々木。 
 
〈水害及び土砂災害に関し病院BCPに含める構成
要素の検討〉 
「建築物における電気設備の浸水対策ガイドライ
ンガイドライン」（国土交通省住宅局、https://ww
w.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku
_house_tk_000132.html、2020年6月）、「防災拠
点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン」
（国土交通省住宅局、https://www.mlit.go.jp/com
mon/001292551.pdf、2019年6月）等をもとに、建
築工学、BCP研究分野の専門的視点から検討した
（研究④）。担当：建築工学榎田、BCP分野丸谷、
災害医療佐々木。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究においては研究対象に個人情報、動物実験
等を含まず、既に公開されている省庁データベー
ス、商用データベース、論文等を対象とすることか
ら倫理面への配慮を必要としない。 
 
C. 研究成果 
〈洪水浸水想定区域及び土砂災害ハザードエリア
内に立地する病院分析〉 
〇洪水浸水想定区域内に立地する病院（研究①） 
 2022年8月末時点において災害拠点病院765病院

中221病院（28.9%）、非災害拠点病院7406病院中

2044病院（27.6%）が洪水浸水想定区域内に立地し

た。洪水浸水想定区域内に立地する災害拠点病院2
21病院の地図プロット（図2）、都道府県別洪水浸

水想定区域内立地病院データ（表1）を示す。 

 
〇土砂災害ハザードエリア内に立地する病院（研

究②） 

2022年8月末時点において、災害拠点病院765病院

中19病院（2.5%）、非災害拠点病院7406病院中40
5病院（5.5%）が土砂災害ハザードエリア内に立地

した。土砂災害ハザードエリアに立地する災害拠

点病院19病院の地図プロット（図3）及び非災害拠

点病院405病院の地図プロット（図4）を示す。 

 
〈過去の水害で浸水した病院の事例分析〉（研究③） 
「医学中央雑誌」、インターネット上において検索

可能な文献において、浸水被害を報告した病院の 
ほとんどは浸水ハザードマップ内に立地していた。

また事前の防水対策が重要施設への浸水を防ぎ、

機能維持に奏功した事例も報告されていた（図5~
9）。 
 
〈水害及び土砂災害に関し病院BCPに含める構成

要素の検討〉（研究④） 
建築工学、BCP研究者等の検討においてハザード
マップのエリア外に病院が立地していることが望
ましいものの費用面その他で現実的ではないこと

図 2 洪⽔浸⽔想定区域内に⽴地する
災害拠点病院(221) 

図 3 ⼟砂災害ハザードエリア内に⽴地する
災害拠点病院(19) 

図 4 ⼟砂災害ハザードエリア内に⽴地する
⾮災害拠点病院(405) 
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から、既存病院における浸水対策と、新規病院建設
における浸水対策とに分けて検討した。このうち
既存病院における事前対策は、次に述べる浸水深

毎のタイムラインの建築工学的事前対策に合わせ
て言及する。 
新規病院建設における浸水対策（ハード） 

 
都道府県 災害拠点病院 ⾮災害拠点病院 全病院 都道府県 災害拠点病院 ⾮災害拠点病院 全病院
北海道 6/34 (17.6) 165/507 (32.5) 171/541 (31.6) 滋賀県 5/10 (50) 17/48 (35.4) 22/58 (37.9)
⻘森県 1/10 (10) 17/80 (21.3) 18/90 (20) 京都府 7/13 (53.8) 61/147 (41.5) 68/160 (42.5)
岩⼿県 2/11 (18.2) 14/81 (17.3) 16/92 (27.4) ⼤阪府 7/18 (38.9) 196/487 (40.2) 203/505 (40.2)
宮城県 7/16 (43.8) 40/119 (33.6) 47/135 (34.8) 兵庫県 7/18 (38.9) 82/329 (24.9) 89/347 (25.6)
秋⽥県 2/13 (15.4) 16/52 (30.8) 18/65 (27.7) 奈良県 2/7 (28.6) 17/68 (25) 19/75 (25.3)
⼭形県 2/7 (28.6) 13/60 (21.7) 15/67 (22.4) 和歌⼭県 3/10 (30) 24/73 (32.9) 27/83 (32.5)
福島県 0/8 (0) 14/121 (11.6) 14/129 (10.9) ⿃取県 4/4 (100) 18/39 (46.2) 22/43 (51.2)
茨城県 4/18 (22.2) 27/156 (17.3) 31/174 (17.8) 島根県 5/10 (50) 7/36 (19.4) 12/46 (26.1)
栃⽊県 3/13 (23.1) 17/96 (17.7) 20/109 (18.3) 岡⼭県 7/11 (63.6) 69/148 (46.6) 76/159 (47.8)
群⾺県 2/17 (11.8) 23/110 (20.9) 25/127 (19.7) 広島県 7/19 (36.8) 66/212 (31.1) 73/231 (31.6)
埼⽟県 11/22 (50) 142/322 (44.1) 153/344 (44.5) ⼭⼝県 1/15 (6.7) 17/124 (13.7) 18/139 (12.9)
千葉県 4/26 (15.4) 36/263 (13.7) 40/289 (13.8) 徳島県 6/11 (54.5) 44/95 (46.3) 50/106 (47.2)
東京都 18/85 (21.2) 169/541 (31.2) 187/626 (29.9) ⾹川県 2/10 (20) 27/77 (35.1) 29/87 (33.3)

神奈川県 11/35 (31.4) 52/303 (17.2) 63/338 (18.6) 愛媛県 1/8 (12.5) 17/126 (13.5) 18/134 (13.4)
新潟県 4/14 (28.6) 39/106 (36.8) 43/120 (35.8) ⾼知県 3/12 (25) 22/108 (20.4) 25/120 (20.8)
富⼭県 6/8 (75) 59/98 (60.2) 65/106 (61.3) 福岡県 4/31 (12.9) 66/422 (15.6) 70/453 (15.5)
⽯川県 2/11 (18.2) 16/80 (20) 18/91 (19.8) 佐賀県 4/8 (50) 31/88 (35.2) 35/96 (36.5)
福井県 6/9 (66.7) 31/58 (53.4) 37/67 (55.2) ⻑崎県 1/14 (7.1) 3/133 (2.3) 4/147 (2.7)
⼭梨県 3/10 (30) 18/50 (36) 21/60 (35) 熊本県 3/15 (20) 53/191 (27.7) 56/206 (27.2)
⻑野県 6/13 (46.2) 19/113 (16.8) 25/126 (19.8) ⼤分県 2/14 (14.3) 11/137 (8) 13/151 (8.6)
岐⾩県 8/12 (66.7) 35/85 (41.2) 43/97 (44.3) 宮崎県 4/12 (33.3) 22/120 (18.3) 26/132 (19.7)
静岡県 5/23 (21.7) 43/147 (29.3) 48/170 (28.2) ⿅児島県 2/14 (14.3) 38/217 (17.5) 40/231 (17.3)
愛知県 13/36 (36.1) 96/283 (33.9) 109/319 (34.2) 沖縄県 0/13 (0) 4/74 (5.4) 4/87 (4.6)
三重県 8/17 (47.1) 31/76 (40.8) 39/93 (41.9) 計 221/765 (28.9) 2044/7406 (27.6) 2265/8171 (27.7)

表1 都道府県別洪⽔浸⽔想定区域内⽴地病院データ
（50%以上を⾚字で⽰す）

〈浸⽔病院事例〉結果：内⽔氾濫（湛⽔型）＋外⽔氾濫
1. 事例：世⽥⾕記念病院
2. 所在地：東京都世⽥⾕区野⽑2丁⽬30-

10
3. 機能：⾮災害拠点
4. 病床数：146（2022.7.18)
5. ハザード：令和元年東⽇本台⾵
（台⾵19号）

6. 洪⽔タイプ：内⽔（湛⽔）＋外⽔
7. 概要：10/12 15時頃から病院内に浸
⽔。2階の⼊院患者約50名を3~5階
に垂直避難。10/13 4時半頃から⽔
が引き始めた。地下の厨房⽔没。8
時頃から全⼊院患者168名を転院さ
せた（東京都医療救護班、13医療
機関15チーム、10カ所以上の病院
へ）。朝⽇デジタル：

https://www.asahi.com/articles/photo/AS20191013000608.html?iref=pc
_photo_gallery_1

図 5 浸⽔病院事例：内⽔氾濫（湛⽔型）+外⽔氾濫 

〈浸⽔病院事例〉結果：外⽔氾濫
1. 事例：まび記念病院
2. 所在地：岡⼭県倉敷市真備町川辺2000

番地1
3. 機能：⾮災害拠点
4. 病床数：80（2022.7.18)
5. ハザード：平成30年7⽉豪⾬（⻄⽇
本豪⾬） ※真備町「⽔害常襲地」

6. 洪⽔タイプ：外⽔氾濫
7. 概要：7/7 0時近隣アルミ⼯場爆発→負傷

者複数搬送。8時院内に浸⽔開始。9時停
電・断⽔・電話不通。12時 1階ほぼ⽔没。午
後、救助された近隣住⺠がボートで搬送
（⾃衛隊）。⼊院患者76、附属施設利⽤者
16、近隣避難者212、職員31、計335名。7/8
救出開始。病院関連のクリニック2カ所が無
事。病院2階で無傷だった電カルサーバ、画
像サーバを関連クリニックに移設しカル
テ・画像復帰。https://www.jsce.or.jp/branch/seibu/symposium/pdf/ppt19_03.pdf

図 7 浸⽔病院事例：外⽔氾濫 

〈浸⽔病院事例〉結果：内⽔氾濫（湛⽔型）
1. 事例：国保丸森病院
2. 所在地：宮城県伊具郡丸森町⿃屋27
3. 機能：⾮災害拠点
4. 病床数：90（⼀般55,療養35。2022.7.23）
5. ハザード：令和元年東⽇本台⾵（台
⾵19号） ※丸森は伊達藩の「堀」

6. 洪⽔タイプ：内⽔氾濫（湛⽔型）
7. 概要：10/12午後、町内排⽔機能停⽌。

10/13 1:45頃病院への浸⽔開始。断⽔、
外部通信機能遮断。1階全域が約20cm
浸⽔。10/14 浸⽔した泥⽔が減る気配
なし。10/15 朝、浸⽔引き始め。⾞や
⼈が通⾏可能に。同午前、全患者55名
中、⾃宅退院者などを除く49名の移送
決定。DMAT12隊と消防14チームで、3
⽇問で仙南7病院へピストン移送を完遂。
10/28、3階で仮設外来診療再開。

http://search.jamas.or.jp/link/ui/2020402593

図 6 浸⽔病院事例：内⽔氾濫（湛⽔型） 

復旧⼯事
建物: 約 7.5 億円
医療機器: 約 3.1 億円
その他: 約 0.3 億円
合計： 約10.9 億円

（厚労省災害復旧費補助⾦
約5.2億円）

恒久的⽌⽔対策⼯事
約 5.0 億円

（郡⼭市⽴地企業事業継続対策補助⾦
約0.2億円）

〈浸⽔病院事例〉東⽇本台⾵による被害と対策（郡⼭、星総合病院）

【恒久的⽌⽔対策】建物周囲へのコンクリート擁壁
敷設、重要インフラ設備へのコンクリート擁壁敷設、
建物⼊⼝等への⽌⽔板設置、EVピット内排⽔溝設置、
逆流防⽌弁付配管、⾬⽔排⽔ポンプ増設、逆流防⽌
⽔⾨の設置、など。

図 8 浸⽔病院事例：被害と対策 
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1. ハザードマップ外の病院建設を考慮する。 
2. ハザードマップ内での建設 
① 嵩上げ 
② 高圧受電設備（変電設備を含む）や非常用

電源設備等は想定浸水高さ以上の場所に
設置する。 

③ 低層階や地下空間に機能継続に必要な室・
設備等を配置しない（設けざるを得ない場
合は、別途浸水対策が必要。） 

④ 緊急対応のための活動拠点室等は、エレベ
ーターの機能不全も考慮し、想定浸水高さ
以上の低層階に配置する。 

 
想定浸水深毎の病院事前対策（タイムライン） 
ハザードマップの浸水想定エリア内に立地する
既存病院の事前対策について、リスクを加味せず
押し並べてエリア外への病院移転や土地全体の嵩
上げ等を推奨することは現実的に困難なことから、
ハザードマップに示される想定浸水深毎の事前対
策及びタイムラインを、建築工学・BCPの専門的見
地から表2にまとめた。想定浸水深の区分について
は国土交通省「洪水浸水想定区域図作成マニュア
ル（第4版）」(https://www.mlit.go.jp/river/shish
in_guideline/pdf/manual_kouzuishinsui_1710.pd
f)を参考に①~0.5m、②0.5~1m、③1~3m、④3m~
の4段階に区分した。 
 
D. 考察 
 過去の豪雨水害と病院被害のリスクについて地
理情報システム(GIS)的視点を加味して分析し、学
際的・専門的見地から今後の病院水害対策、事業継
続に資する対応策について検討を行った。 
洪水浸水想定区域及び土砂災害ハザードエリア
内に立地する病院分析においては国土交通省「国
土数値情報（洪水浸水想定区域データ）」を用いた
が、このなかには全ての二級水系データ、さらには
内水氾濫による洪水浸水想定区域が網羅されてい
るわけではなく、本研究によって導き出された災
害拠点病院の28.9%、非災害拠点病院の27.6%より
も多くの病院が浸水リスクにさらされている可能
性が高いことが判明した。内水氾濫データ（シェー
プファイル）は国による一元的に管理・公開はなさ
れておらず、都道府県、市町村による公開が行われ
ているかも不明である。内水氾濫浸水調査の実施
主体が都道府県、市町村であることに起因するが
浸水想定に関するデータが一元管理されていない
ことは、国レベルで調査を遂行する上では不都合
だった。またポータルサイト「重ねるハザードマッ

プ」（国交省）にはすべての内水氾濫が反映されて
いないことから、各病院は「重ねるハザードマップ」
の閲覧のみでは自院の浸水リスク評価が不十分と
なり、都道府県、市町村によってPDF版として公開
されていることの多い各自治体のハザードマップ
を改めて閲覧する必要がある。 
各地域の水害の歴史を把握することでハザード
マップに反映されていない水害、土砂災害リスク
を認識できる、という指摘も研究協力者よりあが
った。 
土砂災害ハザードに関し、ハザードマップ「特別

警戒区域」、「警戒区域」、「危険箇所（危険渓流）」

の意味を医療従事者はしっかり把握すべき、との

指摘が研究協力者よりあがった。このうち、「特別

警戒区域」、「警戒区域」については土砂法、市町

村地域防災計画によって土地開発の制限や、避難

計画策定などを求められる。 
土砂災害ハザードを抑止または最小化する具体
的な事前対策（例、砂防堰堤、抑止杭、集水井、等）
は個々の病院で担当するのは難しくほとんどの場
合は行政の仕事となる。個々の病院単体では、①リ
スク回避、②発災後対応を考えておく必要がある。
既存病院、新規病院建設について分けて考える。 
既存病院における①リスク回避では、完璧でなく
てもできる範囲の対応を考える。被害の最小化を
図るため、リスクの高いエリアを駐車場として利
用する、非常用発電機などクリティカルな設備を
設置しない、緩衝地を設定する、等、人的・物的被
害を軽減させ得る敷地・施設利用を考える。 
既存病院の②発災後対応として、病院避難の可能
性を強く認識し、患者の避難先・治療分担をどの病
院に依頼するのか、想定を発災前に行政を巻き込
んで議論しておく必要がある。事後の受援、避難の
ために、周辺道路の被害想定を確認しておく必要
もある。 
新規病院建設や移築にあたって、①リスク回避と
して、造成地情報（切土/盛土）を得ておくことが
重要との指摘が研究協力者よりあがった。通常、土
地造成に関する情報は公開されていない。できる
限り造成地情報を得て病院新築、移築することを
推奨する。特に、高度成長期に造成された盛土内部
や切盛境界地においてはリスクが高い。②の発災
後対応に関しては上記既存病院の発災後対応を参
照されたい。 
病院を所掌する都道府県また市町村部局に、病院
の被災リスクを事前に認識してもらい、さらには
その認識を更新していける仕組みを提案すること
も重要である。都道府県、市町村での災害対応訓練
時に具体的な病院名とその病院の有するハザード
をハザードマップから読み取り、対応を検討する
訓練なども有用である。 
図3,4から土砂災害ハザードエリア内に立地する
病院は西日本に多いように見える。このことにつ
いて土砂災害ハザードを主として担当した森口研
究協力者から、「過去に西日本で大雨が降り大災害
が多くあったことから、土砂災害警戒区域等の指
定は西日本に多くなる。そのために警戒区域内に
立地する病院が多くなることも必然である」とい
う認識が示された。ただ、そのことによって東日本
に比して西日本の地形・地質が極端に弱く危険、と

防水壁等の設置により大学病院の機能停止を回避（京都大学）

３か年緊急対策 【令和３年８月の大雨で効果を発揮した事例】

〇 鴨川の浸水想定区域内にある京都大学医学部附属病院には、電気・水等を供給する重要なインフラ設備
があり、浸水被害により病院機能が停止するおそれ。

〇 建物内への浸水を防ぐため、建物の出入口に想定水位以上の高さまで防水板を設置。さらに、屋外へ設

置されている設備の周囲に防水壁と防水板を設置するとともに、浸水した場合にも排水できるよう排水
ポンプを整備。

○ 令和３年８月の大雨では附属病院構内で冠水が発生したが、特高受変電設備及び自家発電設備への浸水
被害はなく、病院への電力供給停止を回避し、医療提供を継続。

対策の概要

防水壁設置

防水板設置

P

P

排水ポンプ設置

⇒激甚化しつつある自然災害への対策を実施することにより、災
害発生時においても診療活動の継続性を確保

⇒これにより、災害時の患者受け入れ等、災害医療拠点として
地域社会への責務を果たす

鴨

川

浸水想定区域図

病院西

構内

病院東

構内

対策前 対策後（防水壁・防水板設置）

対策期間事業費対策内容事業

R2約0.4億円防水壁・防水板設置及

び排水ポンプ整備
３か年緊急対策

（mm）

京都大学

附属病院

位置図

京都府

京都市

左京区

※ 過去H26.8の大雨にて病院（左京区聖護院山王町）近隣
の同区聖護院山王町及び聖護院西町で床下浸水被害

【作成：文部科学省】

図 9 事例：事前対策による浸⽔防⽌ 
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いうことではなく、「大雨に対する耐性は圧倒的に
西日本の方が強い。その地域の雨に対する耐性は
過去に経験してきた雨の多さに比例する」という
指摘があがった。 
過去の水害で浸水した病院の事例分析において
は、被災について論文報告また報道をなされてい
た病院のほとんどがハザードマップ内に立地して
いた。事例として取り上げた福島県郡山市の星総
合病院は台風被害を経験し、その被害を凌ぐ水害
対策を実施した（図8）。被害額に対して対策に要
した費用は約半額で、その対策が将来にわたって
機能し続けた場合は東日本台風で被った被害額に
相当する被害を長期に渡って抑制もしくは低減で
きる可能性が高い。また、京都大学においては事前
の防水対策が重要施設への浸水を防ぎ、機能維持に
奏功していた（図9）。 
水害及び土砂災害に関し病院BCPに含める構成

要素の検討においては、従来、日本でハザードとし
て捉えられることの多かった地震ハザードとは異
なったアプローチでハード面・ソフト面の対策を検
討する必要があった。例えば地震対策では建物荷重
を考慮しレントゲン機器、非常用発電機等は下層階
への設置が原則となるが、水害対策の場合は逆に上
層階に設置することが望ましく、また地震に対して
は免震装置の導入が効果的でが、水害には免震装置
が奏功せず代わりに擁壁や止水板設置等に病院資
金を割り当てる必要がある。既存施設、新規病院設
置でも対策・考え方が異なることから分けてアプロ
ーチした。 
研究協力者からは、保険による経済的サポートが
期待出来れば、災害時の判断や事前対策に自由度
が生まれるかもしれないことから、保険を掛けて
おくことの重要性に関する指摘もあった。当研究
所地震津波リスク評価（東京海上日動）寄付研究部

建築⼯学的
事前対策

事前対策
直前対策
（6時間前）

直後対応 その後の対応

④ 3m〜
（床上浸⽔：
甚⼤被害）

□浸⽔ハザード外への移転
検討
□加えて①②③項

□全病院避難計画策定（⾏政
との連携体制構築）
□ボートやヘリによる患者搬
出、⼈的・物的資源受け⼊れ
の計画策定
□主要設備・資器材⽔没も避
けられないことから、病院移
転についても具体的に検討す
ることを推奨
□加えて①②③項

□全病院避難を想定した準備
開始
□加えて①②③項

□被害に応じた病院避難開始
□加えて①②③項

□被害状況及び復旧⽬途の情
報発信（HPその他）

③ 1m〜3m
（床上浸⽔：
電源喪失）

□嵩上げ（敷地全体・出⼊
⼝）
□外部電源接続盤（建物外
部）設置
□加えて①②項

□重症⼊院患者の病院避難計
画策定（⾏政との連携）
□周辺の広域洪⽔よる停波に
備え、衛星携帯電話などを設
置
□架台に乗せた⾮常⽤発電機
や通信機材の⽔没も想定した
対応の検討
□加えて①②項

□重症⼊院患者の転院準備開
始（紙カルテ準備を含む）
□⽀援者受け⼊れに向け準備
を開始
□加えて①②項

□被害に応じた病院避難開始
□加えて①②項

□被害状況及び復旧⽬途の情
報発信（HPその他）

② 0.5m〜1m
（床上浸⽔：
院内浸⽔）

□防⽔区画の形成
□耐⽔性の⾼い設備採⽤
□⾮常⽤発電機の上層階へ
の設置
□加えて①項

□低層階⼊院患者（独歩可
能）の垂直避難タイムライン
作成
□孤⽴解消後の⼀部⼊院患者
の転院⼿順検討
□⽀援者等をボートで病院内
に受け⼊れるための準備
□１⽇以上の完全孤⽴に備え
たBCP策定
□加えて①項

□⾮常⽤発電機の燃料切れ・
浸⽔による機能停⽌も想定し
ておく
□加えて①項

□⼀部機能のみの復旧または
周囲医療ニーズに合わせの対
応の検（代替診療設備の利⽤
検討を含む）
□加えて①項

□被害状況及び復旧⽬途の情
報発信（HPその他）

① 〜0.5m
（床下浸⽔：
敷地内浸⽔）

□⽌⽔板・⼟嚢設置、⽔防
ライン設定
□電気設備室の防⽔措置
（防⽔扉、機器の嵩上げ設
置）
□キュービクル式⾼圧受変
電設備の防⽔措置
□EV対策
□排⽔・貯留設備からの逆
流対策

□独歩不可患者を１階に⼊院
させない
□放射線・検査、通信交換
機、データサーバ等の重要機
器、備蓄庫（⾷料品・医薬
品）の上層階設置または防⽔
扉の設置等
□病院及び周辺道路の浸⽔継
続時間の推定と、それに⾒
合った備蓄の積み増し
□胴⻑、⻑靴などの個⼈装備
□⽀援・受援の連携訓練

□⾮常⽤発電機の残燃料の確
認
□情報バックアップシステム
再確認
□コンタクトリスト再確認
□不⾜している備蓄品の緊急
買い増し
□病院⾞両の⾼台移動（避
難）
□可搬⾼額機器の垂直避難

□EMISの確実⼊⼒
□被害状況の連絡と必要時の
⽀援要請（⾏政、医師会、各
ステークホルダー等へ）
□周辺道路状況の確認（病院
へのアクセスが可能か）

□被害状況及び復旧⽬途の情
報発信（HPその他）

表 2 想定浸⽔深毎の病院事前対策（タイムライン） 
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門の西依英俊特任教授（東京海上日動火災保険株
式会社より出向）によれば水災をカバーする火災
保険の年間保険料は、中小規模病院なら年間数万
円であろうとのことだった。保険料は建物構造に
よって変わり（例：鉄筋コンクリートなら保険料率
0.3~2‰ほど）、保険料は水害の頻度が増している
ことから年々上昇しているとのことだった。 
また被災後の運転資金への保険として利益保険
の勧奨もあった。営業資金、代替施設使用料、従業
員給与などがカバーされ、被災後の倒産リスクを
低減させる効果が期待されるものの、日本ではあ
まり普及していないとのことだった。被災によっ
て経営が悪化し病院が地域から消失することは、
被災者の生命・健康維持に直接的な悪影響を及ぼ
しかつ地域の雇用喪失、住民流出にもつながりか
ねない。 
最後に、水害ハザードを主として担当した橋本研
究協力者から、今後の気候変動について、定点での
気温・海水温上昇は21世紀末にかけて断続的に続
き、水害の頻度・規模は確実に増加する、という指
摘があったことを加え本研究の考察を終える。 
 
 

E. 結論 
病院の水害被災について学際的に研究した。日本
の病院は少なく見積もっても３割程度に浸水の恐
れがあり、また過去に被災した病院のほとんどが
浸水ハザードエリア内に立地していた。浸水によ
るリスクの再認識、対策が急務である。これら実践
によっても全ての水災を防ぐことはできないが、
被災する病院数、被災程度、復旧に要する時間・資
金、被災住民への影響を低減し、公的支援力の更な
る有効活用を目指すことができる。 
洪水・土砂災害において脆弱なのは、日頃ハザー
ドに曝露されていない地域であることを忘れては
ならない。 
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令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究」 

 

分担研究報告書 

「愛知県内の医療機関における BCP 策定状況調査と BCP 連携に関する研究」 

 

研究分担者  高橋 礼子 （愛知医科大学 災害医療研究センター 講師） 
 
研究要旨 
【目的】本研究では、愛知県西部の海抜0メートル地帯における医療機関のBCP策定状況・内容のアンケー

ト調査を行うと共に、先進的な取り組みを行っている施設のBCP内容の精査を行い、浸水地域BCPに必要

な事項についてとりまとめ、提言を行う。 
【方法】洪水・高潮による浸水期間のデータとEMIS施設情報より、浸水期間と自家発燃料・水の備蓄量の

比較行い、モデル地域内病院の現状をより正確に把握すると共に、アンケート回答施設より提供されたBC
P等の精査・具体的記載の確認を『水害対策BCPチェック項目』を用いて行い、浸水地域BCPの必要事項の

整理・提言を行う 
【結果】 
1. 浸水期間と自家発燃料/水の備蓄量の比較 
 自家発は、浸水期間よりも稼働時間の方が長い病院も一部あったが、高架水槽は使用可能時間の方が長

い施設はなかった。また浸水期間に関わらず、自家発は最大3～5日、高架水槽は最大3日（多くの施設は1
日未満）が限界であった。なお半数近くの病院で施設情報が不十分で、正確な現状把握が困難であった。 
2. 水害対策BCPチェック項目による精査及び具体的記載の確認 
 各チェック項目での達成・検討状況を確認し、このうち避難に関連する項目については、 
� 避難判断の情報収集や避難準備・開始の基準の設定は、施設毎のばらつきが大きい 
� 具体的な避難方法・避難先・必要時間や垂直避難の条件は、どの施設でも対応・検討が不十分 
という状況であった。 
また特に南海トラフ地震津波浸水エリアの病院では、元々津波浸水による籠城前提のBCPとなっており、

基本的に屋外避難は想定していなかった。また同様に、水害での浸水期間記載の有無にはばらつきがある

ものの、津波の最大浸水期間については明示されており、それを踏まえた具体的な対応戦略（時間軸を意

識した対応）の記載も見られた。 
【考察】 
 EMIS施設情報及び浸水期間を踏まえると、全ての病院で浸水期間以上の備蓄を十分備えるのは難しい

可能性が高い。一方で、そもそもEMIS施設情報の入力が無い・不備が多かったため、この点は浸水エリア

に限らず、入力促進・精度向上を実施する必要があると考えられた。またBCP等における項目精査・具体

的な内容確認においては、元々南海トラフ地震での津波の長期浸水が見込まれている地域でもあるため、

籠城をすることを前提にBCP等の作成をしている病院もあった。 
 これらを踏まえ、浸水地域BCPにおける追加項目（案）としては、 
Ø 最大浸水継続期間 
Ø 診療制限・生活機能制限等を行った上でのライフライン・食料等の対応可能期間 
Ø 上記を踏まえた医療機関の対応方針 
Ø （浸水エリアに限らず）事前準備としてEMIS施設情報の入力・更新 
の4点を提言する。 

 
（研究協力者） 
北川 喜己（名古屋掖済会病院） 
小澤 和弘（愛知医科大学） 
山田 秀則（名古屋掖済会病院） 
 
A. 研究目的 
愛知県西部の海抜0メートル地帯と呼ばれる地

域では、南海トラフ地震での津波浸水や、伊勢湾台
風での高潮浸水・長期湛水被害を受けてきた歴史
がある。これを踏まえ、地域の災害拠点病院を中心

としたローカルネットワーク内で、浸水被害に対
する備え・対策について検討が行われてきた。 
本研究では、愛知県西部の海抜0メートル地帯に

おける医療機関のBCP策定状況・内容のアンケー

ト調査を行うと共に、ネットワーク内外で浸水対

応について先進的な取り組みを行っている施設の

BCP内容の精査を行う。更に、これらを基に浸水地

域BCP（長期湛水に対する内容含む）に必要な事項

についてとりまとめ、提言を行う事を目的とする。 
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B. 研究方法 
1. 洪水・高潮による浸水期間のデータとEMIS施

設情報より、浸水期間と自家発燃料・水の備蓄
量の比較を行い、モデル地域内病院の現状を
より正確に把握する 

2. アンケート回答施設より提供頂いたBCP等を、
昨年度の本研究班成果物である『水害対策BC
Pチェック項目』（資料1）に基づき網羅的に
精査すると共に、特に垂直避難・水平避難や浸
水継続期間についての記載を抽出し、具体的
な検討状況を把握する 

3. 上記を踏まえ、浸水地域BCP（長期湛水に対す
る内容含む）の必要事項の整理・提言を行う 

※昨年度の研究にて行ったアンケート結果からは、 
� 自施設が被災すること自体の認識や、それら

へのハード面での対策は一定程度行われてい
たが、時間の概念が薄い、若しくは長期的な対
策は具体的な検討を行いにくく、後回しにな
っている可能性もあったため、予想される湛
水期間と、現実的な備蓄可能量を踏まえた対
応戦略の検討（≒BCPの作成）が必要である 

� 病院からの避難（入院患者の外部搬送）につい
ては、「対応していない・わからない」という
回答が大半であり、事前の病床確保・搬送ツー
ル確保含めてハードルが高いと考えられたた
め、多くの医療機関では水平避難よりも垂直
避難が現実的と思われる 

といった課題が抽出されため、研究方法について

も上記の内容をより具体的に調査・検討する形に

変更した。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究においては特定の個人、実験動物などを

対象とした研究は行わないため倫理的問題を生じ

ることは少ないと考えられる。 
 
C. 研究成果 
3. 浸水期間と自家発燃料/水の備蓄量の比較 
 中部地方整備局より、最大規模の洪水・高潮によ

る浸水高・浸水期間の最新版データ（図1）を入手

し、浸水地域に所在する医療機関をプロット・一覧

化した上で、当該医療機関のEMIS施設情報（下記

項目に限定）を抽出し、浸水期間と自家発稼働時間

/高架水槽使用可能時間との比較を行った。 
≪自家発電機関連≫ 
• 自家発電機の有無 
• 自家発電機の稼働時間 
• ハザードマップ考慮の有無 
≪水関連≫ 
• 高架水槽の有無 
• 高架水槽の容量 
• 休日の1日使用量（節水時の使用量と仮定） 
⇒容量と休日使用量より、高架水槽の使用可能時

間を概算 
※通常、受水槽は地上又は地下に設置されること

が多く、浸水にて使用不可となる可能性が高いた

め、高架水槽に限定して検討を行った。 

 
【結果】 
 図1にEMIS登録病院をプロットした結果、対象

病院は107施設、うち前述のEMIS施設情報項目が

全て登録されている病院は、自家発関連61施設/ 
高架水槽関連57施設であった。 
 自家発については、浸水期間よりも稼働時間の

方が長い病院も一部見られたが、高架水槽につい

ては使用可能時間の方が長い施設は見られなかっ

た。また浸水期間に関わらず、自家発燃料について

は最大3～5日分、高架水槽については最大3日分

（多くの施設は1日未満）が限界のようであった。 
 なお、半数近くの病院が施設情報の記載無し又

は不備があり、正確な現状把握が困難な状況であ

った。 
 
表1：浸水期間と自家発状況の比較 

 
表2：浸水期間と高架水槽状況の比較 

 
4. 水害対策BCPチェック項目による精査及び具

体的記載の確認 
BCP等提供施設は合計6施設であった。このうち

２施設は、簡易的な防災マニュアルや避難確保計

画のみの提出であったため、精査対象はBCP提出
のある４施設に限定した。なお４施設の概要・提供

状況は以下の通り。 
� A病院：災害拠点病院、南海トラフ地震津波浸

水エリア 
提供：BCP（地震・津波）、避難確保計画 

� B病院：災害拠点病院、南海トラフ地震津波浸

水エリア 
提供：BCP（地震・津波） 

� C病院：災害拠点病院、南海トラフ地震液状化

エリア 
提供：BCP（地震） 

� D病院：災害拠点病院、南海トラフ地震液状化

エリア 
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⇒BCP（水害）、避難確保計画 
 
【水害対策BCPチェック項目での精査】 
 各チェック項目での達成・検討状況から以下の

様に分類し、それぞれの内容を確認した。 
� 比較的達成・検討できている項目（○が2～3施

設又は△が3施設以上）⇒10項目 
� 施設毎のばらつきが多い項目⇒22項目 
� 対応・検討が難しそうな項目（全施設×、又は

×3施設・△1施設）⇒30項目 
 このうち、避難に関連する項目については、 
� 避難判断の情報収集や避難準備・開始の基準

の設定は、施設毎のばらつきが大きい 
� 具体的な避難方法・避難先・必要時間や垂直避

難の条件は、どの施設でも対応・検討が不十分 
という状況であった。（精査結果の詳細は資料2参
照） 
 
【垂直避難・水平避難についての具体的記載】 
� A病院：災害拠点病院、南海トラフ地震津波浸

水エリア 
⇒津波については、垂直避難の基準・移動先の

明記有（基本的に屋外避難は想定していない） 
� B病院：災害拠点病院、南海トラフ地震津波浸

水エリア 
⇒具体的な記載なし、但し津波では1～2mの

浸水が予想されるため、籠城前提のBCPでは

ある（基本的に屋外避難は想定していない） 
� C病院：災害拠点病院、南海トラフ地震液状化

エリア 
⇒具体的な記載なし 

� D病院：災害拠点病院、南海トラフ地震液状化

エリア 
⇒避難確保計画にて、垂直避難・水平避難につ

いて触れているが、具体的な基準・避難先等は

記載無し 
 
【最大浸水継続期間についての具体的記載】 
� A病院：災害拠点病院、南海トラフ地震津波浸

水エリア 
⇒津波：1週間以上 
※災害備蓄としては1週間分は必要（原則籠城

の方針）という認識有。但し、浸水状況により

自家発稼働可能時間は半日程度～10日前後ま

で大きく変動、水も4～5時間から1日程度のみ

使用可能。 
� B病院：災害拠点病院、南海トラフ地震津波浸

水エリア 
⇒津波：7.9日、高潮洪水：8日以上 
※病院の方針としては、3日間は備蓄対応・そ

れ以降は補給支援での籠城（支援が受けられ

ない場合のみ病院避難を考慮）を想定。 
� C病院：災害拠点病院、南海トラフ地震液状化

エリア 
⇒記載なし 

� D病院：災害拠点病院、南海トラフ地震液状化

エリア 
⇒水害：1～3日程度 

 
D. 考察 
 EMIS施設情報・浸水期間を踏まえた医療機関の

現状としては、正確な状況は把握困難ではあった

ものの、おおよその目安として自家発燃料は最大3
～5日分、高架水槽は最大3日分（多くの施設は1日
未満）が限界のようであった。またこのような規模

で備蓄できる病院は、災害拠点病院等の比較的規

模の大きい医療機関が多かったが、中小規模の病

院では備蓄スペース等の問題もあって十分な対策

が出来ない可能性もあると考えられた。 
 一方で、そもそもEMIS施設情報の入力が無い・

不備がある状況では、平時の状況把握のみならず、

災害時の個々の病院への支援の遅れ、更には地域

全体での効率的な医療機能継続の実施が出来ない

事に繋がってしまうため、この点は浸水エリアに

限らず、入力促進・精度向上を実施する必要がある

と考えられた。 
 またBCP等における項目精査・具体的な内容確

認においては、必ずしも水害に特化した項目まで

十分検討・対応できている訳ではなかったが、元々

南海トラフ地震での津波による長期浸水が見込ま

れている地域でもあるため、「籠城」をすることを

前提にBCP等の作成や具体的な対応戦略を検討し

ている病院もあった。これは、水害対応における

「籠城」にも繋がる内容であるため、大いに参考に

なると考えられた。 
以上を踏まえ、浸水地域（特に広範囲かつ長期湛

水が見込まれるエリア）BCPにおける追加項目（案）

については、以下を提言する。 
Ø 最大浸水継続期間 
Ø 診療制限・生活機能制限等を行った上でのライ

フライン・食料等の対応可能期間 
※倉庫等の広さ・所在階数として、現実的に備

蓄可能な量を踏まえて検討 
Ø 上記を踏まえた医療機関の対応方針 
≪例≫ 

• 発災○日目までは院内備蓄で籠城 
※可能な範囲で重症患者・リソースを多く

必要とする患者の転院搬送を実施 
• 発災○日目以降は補給支援を受けながら籠

城継続 
• 補給支援が困難な場合や、自家発・貯水施

設への浸水がある場合は、病院避難（全入

院患者の退避・転院）も含めて考慮する 
※重症者の救命に向けた搬送を優先するか、

軽症者の大量外部搬送による院内リソース

節約を優先するかは、搬送調整状況等も含
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めて検討が必要

Ø （浸水エリアに限らず）事前準備としてEMIS
施設情報の入力・更新

E. 結論

本研究では、EMIS施設情報・浸水期間を踏まえ

た愛知県西部の医療機関の現状把握と、各医療機

関のBCPの詳細分析を基に、浸水地域（特に広範囲

かつ長期湛水が見込まれるエリア）BCPにおける

追加項目（案）として、

Ø 最大浸水継続期間

Ø 診療制限・生活機能制限等を行った上でのライ

フライン・食料等の対応可能期間

Ø 上記を踏まえた医療機関の対応方針

Ø （浸水エリアに限らず）事前準備としてEMIS
施設情報の入力・更新

の4点を提言する。 

G. 研究発表

１．論文発表

なし

２．学会発表

○高橋礼子 他. 災害時病院対応と病院籠城支援シ

ミュレーション(Damaged Hospital Continuation
Support:DHCoS)の開発[第 2 報]～事前リストによ

る戦略的対応に向けて～. 【口演】第 28 回日本災

害医学会総会・学術集会. 2023.3.9（岩手）

○高橋礼子. DMATと災害医学研究. 【学会主導研

究委員会企画】第28回日本災害医学会総会・学術集

会 2023.3.11（岩手）

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
  （予定を含む。）
特になし
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図 1：濃尾平野海抜ゼロメートル地帯における⾼潮・洪⽔での浸⽔想定区域・浸⽔継続期間 

※本想定は東海ネーデルランド⾼潮・洪⽔地域協議会 WG で検討中の資料であり、今後内
容を変更する場合があります 
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資料２：BCP 等提供施設における『⽔害対策ＢＣＰチェック項⽬』の精査結果 
※下線付きは⽔害特有の項⽬

l ⽐較的達成・検討できている項⽬：10（○が 2〜3 施設⼜は△が 3 施設以上）
Ø 事前準備

� EMIS への⼊⼒を規定しているか？
� 職員を宿泊させる場所は確保されているか？
� ⽔の侵⼊を阻⽌する⽅策はあるか？
� 診療データのバックアップ体制はあるか？
� 夜間・休⽇の対応職員の確保計画はあるか？

Ø 避難関連
� 気象状況の情報収集担当者（部署）は決められているか？
� 対策本部の設置基準は定められているか？

Ø 籠城
� 籠城後の連絡通信⼿段は確保されているか？

Ø 受⼊/⽀援
� 患者受⼊れのための対策本部の想定はあるか？
� 受⼊患者の収容部署を決定する機能はあるか？

l 施設毎のばらつきが多い項⽬：22
Ø 事前準備

� ⾃院の⽔害をハザードマップで確認しているか？
� ⽔害対策本部の役割分担は決められているか？（地震との差異）
� 帰宅できない外来患者・患者家族への対応は決められているか？
� 酸素ボンベの総数と患者の使⽤状況を把握しているか？

Ø 避難関連
� 避難を決める情報の収集元（リソース）は？
� 避難準備開始基準は定められているか？
� 避難開始基準は定められているか?
� 病院避難決定を伝える連絡先を定めているか？
� 屋外避難となる条件を定めているか？
� 本部に避難者の屋外避難先を決める機能はあるか？
� 緊急避難時の患者の状態別避難順位（医療機器付き担送、担送、護送、独歩）

を決めているか？
Ø 籠城

� 籠城後の対策本部の場所は決めているか？
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� 籠城後の看護体制は決めているか？ 
� 階上搬送物品リストはあるか？ 
� 籠城時連絡先リストはあるか？ 
� 1階の患者の階上搬送先を決めているか？ 
� 籠城後の照明はあるか？ 
� 携帯ラジオはあるか（含、電池）？ 
� 籠城後に救出される順位は決めてあるか？ 

Ø 受⼊・⽀援 
� ⾃院は⽔害に対して本当に安全か？（外⽔氾濫） 
� 内⽔氾濫による被害を想定しているか？ 
� 重症者の条件別の受け⼊れ可能⼈数をすぐに決められるか？ 

 
l 対応・検討が難しそうな項⽬（全施設×、⼜は×3 施設・△1 施設）：30 

Ø 事前準備 
� 内⽔氾濫による被害を想定しているか？ 
� 事前に⽌める診療機能（予約 外来、予約検査、透析、通所リハビリ、予定⼿

術）を想定しているか？ 
� 排⽔溝の掃除をするタイミングと担当者は決めているか？ 
� ⽌⽔板の運⽤は決められているか？ 
� ⼟嚢の備蓄は必要数あるか？ 
� ⾵による窓ガラス破損対策のための養⽣テープは必要数あるか？ 
� 重症者（ICU、⼈⼯呼吸器）の緊急転院先はあるか 
� 担送患者の転院先はあるか？ 
� 酸素が不⾜してきた際の使⽤⽅法を決めているか？ 

Ø 避難関連 
� 避難路の設定は定められているか? 
� 避難準備には何時間かかるか（⽇中/夜間・休⽇）? 
� 情報収集体制の設置基準は定められているか？ 
� 具体的な避難場所の設定はあるか？ 
� 避難搬送は誰が⾏うのか？また搬送要員の増員は可能か？ 
� 避難時持ち出し物品リスト（病棟⽤・外来⽤・事務⽤など）はあるか？ 
� 患者の私物を収納する物品（容器、袋など）はあるか？ 
� 階上避難（垂直避難）となる条件を定めているか？ 
� 避難準備を解除する基準を定めているか？ 
� 搬送に向けた輸液ルートの取り扱いのルールはあるか？ 
� 挿管患者、輸液ポンプが着いた重症患者の搬送時の対応を決めているか？ 
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Ø 籠城 
� 籠城後の点呼体制は決めてあるか？ 
� 1階の物品を階上に上げる要員を決めているか？ 
� ⾷料・⽔を階上に上げる要員は確保できるか？ 
� 籠城後の寒冷対策はあるか？ 
� スマホのバッテリーは充電済みのものが複数個準備できるか？ 
� 救出後の避難先は決めてあるか？ 

Ø 受⼊/⽀援 
� 救援の対象となる施設を把握しているか？ 
� 救援先との約束事は取り付けているか？ 
� 受⼊元からの患者搬送の⼿段はあるか？ 
� 受⼊元との連絡体制は確保されているか？ 
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                              機関名  国立大学法人鳥取大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  中島 廣光         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                              

２．研究課題名 浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究                                  

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部・教授                                 

    （氏名・フリガナ）本間 正人・ホンマ マサト                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



  
 

 
令和５年 ４月 １日 

厚生労働大臣                                         
  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 独立行政法人国立病院機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 楠岡 英雄         
    
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名   令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画（BCP）策定に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）独立行政法人国立病院機構本部 DMAT 事務局・DMAT 事務局長                                  

    （氏名・フリガナ）小井土雄一・コイドユウイチ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ◼ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ◼ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ◼ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ◼ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ◼   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ◼ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ◼ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ◼ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ◼（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



௧ 㸳ᖺ 㸯᭶ 㸯㸰᪥ 
                                         
 

ཌ⏕ປാ⮧ Ẋ 
                  
                              ᶵ㛵ྡ ᅜ❧Ꮫἲேᮾி་⛉ṑ⛉Ꮫ 

 
                      ᡤᒓ◊✲ᶵ㛵㛗 ⫋ ྡ Ꮫ㛗 
                                                                                      
                              Ặ ྡ  ⏣ ୰ 㞝  㑻       
 

   ḟࡢ⫋ဨࡢ௧㸲ᖺᗘ ཌ⏕ປാ⛉Ꮫ◊✲㈝ࡢㄪᰝ◊✲ࠊࡿࡅ࠾⌮ᑂᰝ≧ἣཬࡧ┈┦➼ࡘ⌮⟶ࡢ

 ࠋࡍ࡛ࡾ࠾ࡢ௨ୗࡣ࡚࠸

㸯㸬◊✲ᴗྡ  ᆅᇦ་⒪ᇶ┙㛤Ⓨ᥎㐍◊✲ᴗ                                        

㸰㸬◊✲ㄢ㢟ྡ  ᾐỈ⿕ᐖࠊࡓࡵྵࡶ᪂࡞ࡓ་⒪ᶵ㛵ࡢᴗ⥅⥆ィ⏬(BCP)⟇ᐃ㈨ࡿࡍ◊✲                                         

㸱㸬◊✲⪅ྡ  㸦ᡤᒓ㒊⨫࣭⫋ྡ㸧  ᩆᛴ⅏ᐖ་Ꮫ ࣭ ᩍᤵ                                

    㸦Ặྡ࣭ࢼ࢞ࣜࣇ㸧   ᗣ⿱ ࣭ ࣟࣄࢫࣖ ࣔࢺ࢜࢜                                

㸲㸬⌮ᑂᰝࡢ≧ἣ 

  
ヱᙜᛶࡢ᭷↓  

᭷  ↓ 

ᕥグ࡛ヱᙜࡿ࠶ࡀሙྜࡳࡢグධ㸦ͤ1㸧 

ᑂᰝ῭ࡳ   ᑂᰝࡓࡋᶵ㛵 ᮍᑂᰝ㸦ͤ2㸧 

ேࢆᑐ㇟ࡿࡍ⏕⛉Ꮫ࣭་Ꮫ⣔◊✲㛵ࡿࡍ⌮

ᣦ㔪㸦ͤ3㸧 
 ڧ  ڧ ڦ   ڧ 

㑇ఏᏊ⒪➼⮫ᗋ◊✲㛵ࡿࡍᣦ㔪  ڧ  ڧ ڦ   ڧ 

ཌ⏕ປാ┬ࡢᡤ⟶ࡿࡍᐇᶵ㛵ືࡿࡅ࠾≀ᐇ㦂➼

 ᇶᮏᣦ㔪ࡿࡍ㛵ᐇࡢ
 ڧ  ڧ ڦ   ڧ 

 ࡇࡿࡍグධࡤࢀ࠶ࡀ⌮ᣦ㔪ࡿࡍヱᙜࠊࡢࡑ

㸦ᣦ㔪ྡࡢ⛠㸸                   㸧 
 ڧ  ڧ ڦ   ڧ 

㸦ͤ1㸧ᙜヱ◊✲⪅ࡀᙜヱ◊✲ࢆᐇࡿࡍᙜࡾࡓ㑂Ᏺࡁࡍ⌮ᣦ㔪㛵ࡿࡍ⌮ጤဨࡢᑂᰝࡿ࠸࡛ࢇ῭ࡀሙྜࠕࠊࡣᑂᰝ῭ࢵ࢙ࢳࠖࡳ
 ࠋࡇࡿࡍࢡࢵ࢙ࢳᮍᑂᰝࠖࠕࠊࡣሙྜ࠸࡞࠸࡚ࡋࡀᑂᰝࡢ㒊ࡣࡃࡋ㒊ⱝ୍ࡋࢡ

 㸦≉グ㡯㸧ࡢࡑ
                                                 
㸦ͤ2㸧ᮍᑂᰝሙྜࢆ⏤⌮ࡢࡑࠊࡣグ㍕ࠋࡇࡿࡍ 
㸦ͤ3㸧ᗫṆ๓ࠕࡢᏛ◊✲㛵ࡿࡍ⌮ᣦ㔪 ⌮ᣦ㔪ࡿࡍ㛵✲◊ᗋ⮫ࠕࠊࠖ ⌮ᣦ㔪ࡿࡍ㛵✲◊㑇ఏᏊゎᯒ࣭࣒ࣀࢤࢺࣄࠕࠊࠖ ㇟ᑐࢆேࠕࠊࠖ
 ࠋࡇࡿࡍグධ┠ᙜヱ㡯ࠊࡣሙྜࡿࡍᣐ‽⌮ᣦ㔪ࠖࡿࡍ㛵✲◊་Ꮫ⣔ࡿࡍ

㸳㸬ཌ⏕ປാศ㔝ࡢ◊✲άືࡿࡅ࠾ṇ⾜Ⅽࡢᑐᛂ࡚࠸ࡘ 
◊✲⌮ᩍ⫱ཷࡢㅮ≧ἣ ཷㅮ ڦ   ᮍཷㅮ ڧ 

㸴㸬┈┦ࡢ⟶⌮ 

ᙜ◊✲ᶵ㛵ࡿࡅ࠾㹁㹍㹇⌮⟶ࡢ㛵ࡿࡍつᐃࡢ⟇ᐃ ᭷ ڧ ↓ ڦ㸦↓ࡢሙྜࡢࡑࡣ⌮⏤㸸                  㸧 

ᙜ◊✲ᶵ㛵ࡿࡅ࠾㹁㹍㹇ጤဨタ⨨ࡢ᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ㸦↓ࡢሙྜࡣጤクඛᶵ㛵㸸                 㸧 

ᙜ◊✲ಀࡿ㹁㹍㹇ࡢ࡚࠸ࡘሗ࿌࣭ᑂᰝࡢ᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ㸦↓ࡢሙྜࡢࡑࡣ⌮⏤㸸                  㸧 

ᙜ◊✲ಀࡿ㹁㹍㹇ࡢ࡚࠸ࡘᣦᑟ࣭⟶⌮ࡢ᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ㸦᭷ࡢሙྜࡢࡑࡣෆᐜ㸸                 㸧 

㸦␃ព㡯㸧 ࣭ヱᙜࢆࢡࢵ࢙ࢳڧࡿࡍධࠋࡇࡿࢀ 
            ࣭ศᢸ◊✲⪅ࡢᡤᒓࡿࡍᶵ㛵ࡢ㛗ࡶసᡂࠋࡇࡿࡍ 



  
 

 
2023年 4月 20日 

厚生労働大臣                                         
  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 国際医療福祉大学熱海病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
                                                                                      
                              氏 名  池田 佳史       
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名   令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画（BCP）策定に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 皮膚科部長（病院教授）                                  

    （氏名・フリガナ） 堀内 義仁 ・ ホリウチ ヨシヒト                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

2023年 4月 27日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 藤沢市民病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名  西川 正憲     
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名   令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画（BCP）策定に資する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  藤沢市民病院 副院長                                

    （氏名・フリガナ）  阿南英明 アナンヒデアキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 
  



  
 

 
2023年 4月 27日 

厚生労働大臣                                         
  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 国立病院機構本部DMAT事務局 

 
                      所属研究機関長 職 名 事務局長 
                                                                                      
                              氏 名  小井土 雄一       
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名   令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画（BCP）策定に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 国立病院機構本部 DMAT 事務局次長                    

    （氏名・フリガナ） 三村 誠二（ミムラ セイジ）                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 ■（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



令和５年 ４月 ３日 
                                         

 厚生労働大臣  殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 徳島大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学 長 
                                                                                      
                              氏 名 河 村 保 彦        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                           

２．研究課題名 浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画（BCP）策定に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名） 環境防災研究センター・講師                   

    （氏名・フリガナ） 湯浅 恭史・ユアサ ヤスフミ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和 ５年 ５月 １５日 
 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                    
                              機関名  東北大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  大野 英男         
 

   次の職員の令和 4年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ
いては以下のとおりです。 

 
１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名  浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 東北大学災害科学国際研究所災害医療国際協力学分野・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 佐々木宏之・ササキヒロユキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容：研究実施の際の留意点を示した） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和５年 ４月 ２７日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 愛知医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 祖父江 元        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名   令和４年度厚生労働行政推進調査事業費 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 浸水被害も含めた、新たな医療機関の事業継続計画(BCP)策定に資する研究           

３．研究者名  （所属部署・職名） 愛知医科大学 災害医療研究センター・講師                                 

    （氏名・フリガナ） 高橋 礼子 （タカハシ アヤコ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


